










項目別評価調書 No.１ 

 
 

システムの変革

をもたらすために

は、「社会を観る」

能力として、多様

なセンサー等を

用いて高度なデ

ータ収集や高精

度な観測等を行

うための基礎的・

基盤的な技術が

不可欠であること

から、【重要度：

高】として、以下

の研究開発等に

取り組むとともに

研究開発成果の

普及や社会実装

を目指すものとす

る。 
 

発生・供給・利活用するた

めの基盤技術、様々な機

器・システムの電磁両立性

（ＥＭＣ）を確保するための

基盤技術として、リモートセ

ンシング技術、宇宙環境計

測技術、電磁波計測基盤

技術（時空標準技術、電磁

環境技術）の研究開発を

実施する。 
 

導性、発

展 性 等 ）

が十分に

大 き な も

のである

か。 
 研究開発

等 の 取

組 ・ 成 果

が社会課

題 ・ 政 策

課題の解

決につな

がるもの

であり、ま

た は 、 そ

れらが社

会的価値

の創出に

十分に貢

献するも

のである

か。 
 研究開発

等の成果

を社会実

装につな

げる取組

（ 技 術 シ

ーズを実

用 化 ・ 事

業化に導

く等）が十

分である

か。 
 

＜指標＞ 
 具体的な

研究開発

成 果 （ 評

価指標） 
 査読付き

論 文 数

（モニタリ

ング指標） 
 論文の合

計被引用

数（モニタ

リ ン グ 指

標） 
 研究開発

成果の移

地上設置型合成開口レーダーの開発、

地デジ波を用いた水蒸気量観測システム

の山間部等における実用性の確認、Pi-
SAR X2 データを用いた地表面の高分解

能 3 次元イメージング技術の高度化、世

界最高レベルの高分解能の高精細航空

機搭載合成開口レーダー（Pi-SAR X3）
の開発、SMILES データの解析成果の論

文、超小型テラヘルツ分光センシングシ

ステムのフライトモデル PFM 開発、ホロ

グラム印刷技術についてプリント中に発

生する光学素子の歪みをデジタル的に補

正する手法の開発、新バージョン GAIA
に全球 TEC データをアンサンブルカルマ

ンフィルタの手法を用いて同化するシステ

ムのプロトタイプの構築、人工衛星の帯

放電予測のための 3 次元放射線帯電子

分布モデルの開発、AI技術を用いた自動

で電離圏密度の高度分布を導出するシ

ステムおよびリアルタイム可視化システ

ムの構築、衛星搭載宇宙環境センサー

の概念設計や 3 次元放射線帯電子分布

モデルの開発、太陽嵐到来予測シミュレ

ーションのアンサンブル予測を行うシステ

ムの開発、太陽から来る衝撃波の再現、

VLBI による日本-イタリア間光格子時計

比較実験の実施、光時計による国際原子

時のオンタイム歩度校正、インジウムイオ

ン光周波数標準とストロンチウム光格子

時計との周波数比計測、ワイワイについ

てコンソーシアム参加企業の環境で動作

検証、広帯域テラヘルツカウンターの開

発、チップスケール原子時計への新規固

体 Rb 源の適用、LED 照明からの電磁干

渉評価技術を確立、ミリ波帯における無

線通信環境を改善することが可能な電波

散乱壁のメタマテリアル技術を用いた薄

型化、誘電体内におけるパルス波の挙動

の高速シミュレーション手法開発、人体ば

く露の安全性評価のためのマルチスケー

ルモデルの構築等、科学的意義のみなら

ず社会・政策課題の解決にも直結する成

果を創出した。 
さらに、MP-PAWRのリアルタイムデー

タによるゲリラ豪雨予測実験、地デジ放

送波による水蒸気量観測システムの開

発および実証、ACS の WINDAS への応

用、Pi-SAR X2 データを用いた人工構造

物の自動抽出、Pi-SAR X3の開発、高出

力パルスレーザを活用した水蒸気ライダ

ーの開発およびラジオゾンデによる同期

観測、SMILESによる地球環境変動の実

て顕著な成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が

認められることから、A とす

る。主な状況は以下のとお

り。 
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転及び利

用の状況

（ 評 価 指

標） 
 研究開発

成果の移

転及び利

用に向け

た活動件

数 （ 実 施

許諾件数

等）（モニ

タリング指

標） 
 報道発表

や展示会

出展等を

受けた各

種メディア

媒体の反

響 状 況

（ 評 価 指

標） 
 報道発表

や展示会

出展等の

取組件数

（モニタリ

ング指標） 
 共同研究

や産学官

連携の状

況 （ 評 価

指標） 
 データベ

ース等の

研究開発

成果の公

表 状 況

（ 評 価 指

標） 
 （ 個 別 の

研究開発

課題にお

ける）標準

や国内制

度の成立

寄与状況

（ 評 価 指

標） 
 （ 個 別 の

研究開発

態把握、2THz HEBM の高感度化、広帯

域化、超小型“軽量”テラヘルツ分光セン

シングシステムを開発、宇宙の水資源探

査に資する小型センタフライトモデル開

発、大気環境変動観測、コロナ禍での中

国での大気汚染度の評価、コンクリート

建造物内部の構造スリットの非破壊検査

法の実証、ホログラム印刷技術の安定

化・機能向上、AI 技術を利用した電離圏

観測データの自動抽出、高性能磁気圏

シミュレータのリアルタイム運用、太陽風

伝搬予測シミュレータの実運用システム

の開発、タイの宇宙機関 GISTDA との

MoU に基づくタイでの宇宙天気予報サ

ービス配信体制のサポート、衛星帯電予

測技術を開発、静止衛星の帯電量表示

システムの公開、太陽嵐到来予測シミュ

レーションの実運用化のためのシステム

を開発、太陽から来る衝撃波の再現、神

戸副局へのマスタ切り替え運用訓練、本

部、神戸副局、標準電波送信所のリモー

ト監視機能の拡充、標準時対応マニュア

ルの内容の拡充、光時計による国際原

子時のオンタイム歩度校正、チップスケ

ール原子時計の実現に向けた高性能

化、近接電磁耐性評価用広帯域アンテ

ナの信頼性の向上、LED照明から生じる

広帯域電磁雑音の医療テレメータへの

電磁干渉に対し病院建築の際に国内ゼ

ネコンから参照される日本建築学会のガ

イドライン策定、広帯域不要発射の測定

期間を1/10以下とする高速試験・評価技

術を確立、5GやWPTのばく露評価に関

する IEC 国際規格策定への寄与、適合

性評価の高速化法の妥当性の検証、国

内初の過去からの電波環境の推移を定

量化等、社会・政策課題の解決や社会的

価値を創出する実績を達成した。 
加えて、MP-PAWR を活用したゲリラ

豪雨早期探知システムの開発および実

証、地デジ放送波を活用した水蒸気量観

測システムの首都圏観測網の整備、

WINDAS を用いた ACS の実験および

ISO 国際規格案の取りまとめ、Pi-SAR 
X3 の開発、GOSAT-GW のデータ情報

処理解析システムの構築、低コスト・高

頻度な衛星テラヘルツセンサーのフライ

トモデルを開発、大気汚染物質等の衛星

ビッグデータを基にした社会展開、非破

壊センシング技術に関して、テラヘルツ

波、ミリ波、マイクロ波を用いた診断技術

への応用有効性の実証、ホログラム光
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また、地震・火

山噴火等の災害

発生状況を迅速

に把握可能な航

空機搭載合成開

口レーダーにつ

いて、判読技術

の高度化等に取

り組むことで取得

データの利活用

を促進するととも

に、平成 32 年度

までに世界最高

水準の画質の実

現を目指した研

究開発をするも

のとする。 
さらに、グロー

バルな気候・気象

の監視技術の確

立や予測技術の

高度化を目指し

て、地球規模で

大気環境を観測

し、データを高度

解析するための

技術を研究開発

するものとする。 
加えて、社会イ

ンフラや文化財

の効率的な維持

管理に貢献する

電磁波による非

破壊・非接触の

診断技術につい

て、観測データを

高度解析・可視

化するための技

術の研究開発を

行うとともに、平

成 32 年度まで

に現地試験シス

テムの実用化の

ための技術移転

を進めるものとす

る。 
 

される突発的大気現象の

早期捕捉・発達メカニズム

の解明に貢献する、風、水

蒸気、降水等を高時間空

間分解能で観測する技術

の研究開発を行う。これら

の技術を活用し、突発的大

気現象の予測技術向上に

必要な研究開発を行う。 
また、地震・火山噴火等

の災害発生時の状況把握

等に必要な技術として、航

空機搭載合成開口レーダ

ーについて、構造物や地

表面の変化抽出等の状況

を判読するために必要な

技術の研究開発に取り組

むとともに、観測データや

技術の利活用を促進す

る。さらに、世界最高水準

の画質（空間分解能等）の

実現を目指した、レーダー

機器の性能向上のための

研究開発を進める。 
 

ANDA）及びマルチパラメータ・フ

ェーズドアレイ気象レーダー（MP
-PAWR）を活用したゲリラ豪雨等

の早期捕捉や発達メカニズムの

解明に関する研究、予測精度向

上に関する研究、実証実験の実

施を他機関との密接な連携によ

り推進する。 
 廉価版モデル（令和元年度開発）

による地上デジタル放送波を利

用した水蒸気量の観測網を展開

し、豪雨予測精度向上に関する

研究を他機関との連携により推

進する。 
 観測分解能・データ品質を向上さ

せた次世代ウィンドプロファイラ

におけるアダプティブクラッタ抑

圧システム（ACS）の実用化に向

けた実証実験を行う。 
 画質（空間分解能等）を限界まで

高めた次世代航空機搭載合成

開口レーダー（Pi- SAR X3）の
初期観測及び機能確認を実施す

る。また、合成開口レーダー（SA
R）観測・情報抽出技術の更なる

高度化を推進する。 
 ドップラー風ライダーの水蒸気観

測技術を用いた水蒸気ライダー

の開発を実施し、技術実証及び

性能評価を行う。 
 

たゲリラ豪雨の早期探知システムの改良版による実証実験を神戸

市と実施し、危機管理担当や消防担当者から、豪雨が発生する前

に本システムからのメール通知、河川の増水につながった降雨事

例に対するメール通知などの事例があった等、高い評価を得た。 
 マルチパラメータ・フェーズドアレイ気象レーダー（MP-PAWR）に関

する研究開発については、内閣府の戦略的イノベーション創造プロ

グラム（SIP）第一期（平成 26 年〜30 年度で実施）に引き続き、第

二期（平成 30 年度〜令和 4 年度で実施予定）において、防災科学

技術研究所、日本気象協会、大阪大学、埼玉大学、東芝インフラシ

ステムズなど他機関との密接な連携により、昨年度に引き続き暖

候期に首都圏豪雨予測システムによる実証実験を実施した【オリパ

ラ組織委員会、東京都オリパラ準備局、つくば市、板橋区】。さら

に、SIP（第二期）の取り組みとして、MP-PAWR の観測データおよ

びそれを元にした予測情報を用いた一般向けスマートフォンアプリ

『Tokyo 雨雲レーダー』の公開を行った【報道発表（令和 2 年 7 月 7
日）】。また、一部の機関で MP-PAWR 導入に向けた仕様の検討が

進む。また、AIP 加速課題（JST）「ビックデータ同化と AI によるリア

ルタム気象予測の展開（平成 30 年〜令和 3 年度）」において理化

学研究所と協力し、スーパーコンピュータ Oakforest-PACS（筑波

大と東大が共同で運営）を用いて、MP-PAWR の 30 秒ごとのリア

ルタイムデータを用いたゲリラ豪雨の予報実験を令和 2 年の夏期

に実施し【報道発表（令和 2 年 8 月 21 日）】、11 日間に渡って平均

4 分以内に 30 分先の予報を発表することを実現した。 
 MP-PAWR によるドローン探知能力の実証実験を行い、MP-PAW

R によりドローンの探知が可能なことを示した。 
 X 帯の PAWR や MP-PAWR では困難な広域にわたる降水（台風・

前線等）の把握を可能にする技術について、国土交通省・気象庁・

民間気象会社・気象レーダーの学術経験者からなる有識者会議を

組織して検討、Ｃ帯 MP-PAWR を有効な観測技術として早期に社

会実装可能なシステムの仕様と中長期ロードマップを作成した。 
 地上デジタル放送波を利用した水蒸気量の観測網の展開のため、

関東域において観測実験を継続し、プロトタイプから普及版を経

て、廉価版の開発を実施した。さらに、全国展開を想定し、反射体

が少ない可能性のある山間部での反射法の実用性実証試験【特

許化調整中】を実施し、反射体が期待できない地域向けの反射板

の効果も確認した。SIP（第二期）を通じてサービス化を日本アンテ

ナと連携し実施、SIP（第二期）の最終年度の令和 4 年から首都圏

のデータについてはサービス開始見込みである。 
 世界最高レベルの画質（高分解能（15cm）、高感度化、耐偽像性

能の向上）の高精細航空機搭載合成開口レーダー（Pi-SAR X3）
について、レーダー自体の開発は完了した。搭載する航空機の運

航会社が国土交通省より行政処分を受けたことによる機体改修の

遅延、飛行試験中の機器の破損の影響を受けながらも、令和 2 年

度末までに予備実験で分解能を確認。観測データの情報抽出技術

の高次元化については、社会インフラモニターなどのへの応用を可

能とする人工構造物の自動抽出手法の開発、AI 技術（深層学習）

による土地被覆分類に加え、地表の高分解能 3 次元イメージング

の更なる高度化による地表と構造物群の分離手法を開発・論文化

した。さらに、高度推定の高精度化の手法を開発し、本手法で高さ

誤差（絶対値）1m 未満の精度を達成し論文化した（IF:7.3）。 

 X3)を開発し、高度抽出機能も高機能

化した。 
 水蒸気ライダーの開発でラジオゾンデ

との同期観測を通して水蒸気観測性能

の検証を実施し、目標精度の湿度±1
0%を達成した。 

 SMILES データの解析成果を論文化し

た。 
 衛星搭載サブミリ波サウンダーのため

の 2THz 帯受信機を開発した。 
 超小型テラヘルツ分光センシングシス

テムのフライトモデル PFM 開発から G
OSAT データの独自な数理アルゴリズ

ム解析と一連の成果を上げるとともに

学術的にも評価された。 
 自動車向け HUD に係るセル間の位相

段差のシミュレーションに基づき、物理

的にその補償を実現した。 
 ホログラム印刷技術について、プリント

中に発生する光学素子の歪みをデジタ

ル的に補正する手法を開発するなど性

能向上に努め、論文 5 件の発表を行い

論文賞も受賞した。 
等、科学的意義が大きい独創性、先導性

に富んだ顕著な成果の創出や将来的な

成果の創出が期待される実績が得られ

た。 
 
【社会的価値】 
 スーパーコンピュータを用いた MP-PA

WR のリアルタイムデータによるゲリラ

豪雨予測実験を実施し、検証を行っ

た。 
 地デジ放送波による水蒸気量観測シス

テムの開発および実証を行った。 
 ACS の WINDAS への応用に関して有

効性を実証した。 
 Pi-SAR X2 データを用いた人工構造

物の自動抽出、AI 技術を活用した土地

被覆分類などの情報抽出技術の高度

化を実施した。 
 Pi-SAR X3 の開発について、レーダー

自体の開発を完了し、令和 2 年度末ま

でに予備実験で分解能を確認した。 
 高出力パルスレーザを活用した水蒸気

ライダーの開発及びラジオゾンデによ

る同期観測などリモートセンシング技術

を活用して気象観測・気象予測の高度

化を実現した。 

た診断技術への応用有

効性を実証し、他機関へ

の技術移転を進めたこと

は評価できる。 
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知見や経験に基

づき、国際標準

化活動や関連す

る国内外の技術

基準等の策定に

寄与することで安

全・安心なＩＣＴ技

術の発展に貢献

するものとする。 
 

検討、直流給電機器に対する規制の考え方など、「規制の在り方に

関する議論」に対して学問的立場から継続的な寄与・貢献を行い、

住宅地域の装置に対する共通エミッション規格、商業及び軽工業

地域のプロフェッショナル装置に対する共通エミッション規格が発行

された。 
 電気自動車（EV）等において導入が見込まれるワイヤレス電力伝

送（Wireless Power Transfer：WPT）やスイッチング電源を有する

家電機器等の普及において重要となる 30MHz 以下の放射妨害波

測定に用いるループアンテナの較正法及び測定場の評価法につい

て、前年度に引き続き、国際電気標準会議（IEC）の国際無線障害

特別委員会（CISPR）規格の委員会原案の作成に寄与した。また、

30MHz 以下の放射妨害波測定を行う上での問題点について、解

決策を検討し、その有効性を実験的に示すことができた。 
 超高周波電磁波に対する較正技術について検討するとともに、170

GHz-220GHz 用の市販電力計の較正サービスを開始し、世界で

初めて 300GHz までの切れ目のない電力較正装置の構築を完了

した。これにより、周波数 330GHz まで、途切れることなく、高周波

電力の基準値を提供でき、令和 4 年 12 月 1 日完全施行（現在経

過措置中）される無線システムの認証に必要な不要発射（スプリア

ス）電力測定の規格値を、5G ベンダー等の無線機器・測定機器メ

ーカー等に提供できる体制を整えることができた。 
 CISPR 会議（IEC/CISPR 16-1-6 改定作業）にて、検討が始まった

18～40GHz の放射妨害波測定のうち、妨害波測定に不可欠なア

ンテナの較正と電波暗室の性能評価に関する研究を実施するとと

もに、IEC/CISPR16-1-4～6 国際規格改定のための会議に参加し

た。 
 5G で利用されるミリ波帯の電波は、光のように直進性が強くなる、

かつ、減衰が大きくなるため、送受信機の距離が近いにも関わら

ず、電波が届かない不感地帯が生じる。この不感地帯を解消する

ために、到来した電波を、あらゆる方向へ散乱させる壁面を開発し

た。アレイアンテナ理論を使った簡易設計法を考案、周期構造、メタ

マテリアル構造を採用した壁面を高速に設計し、数値シミュレーショ

ンにより、その有効性を示した。 
 テラヘルツ帯の電波を用いた非破壊検査や、ミリ波・マイクロ波帯

を用いた IoT 機器に不可欠なセンサーに用いるパルス電磁界に関

し、数値シミュレーションを行い、誘電体中における振る舞いを明ら

かにし、成果が令和元年度に学術論文誌に招待論文として掲載さ

れた。掲載論文は当該論文誌の年間最優秀招待論文賞を受賞し

た。また、パルス波形のピーク電力の測定法、及び、ピーク電力計

の較正方法について検討を行った。 
 船舶用レーダー等の不要発射（スプリアス）に関する性能試験では

広大な測定場が必要であり、国際規格に準拠した測定場はこれま

でに英国に一カ所のみであった。そこで、アジア初の我が国におけ

るレーダースプリアス測定場構築に向けて、広帯域スプリアス測定

場における多重波伝播（マルチパス）対策として電波吸収体による

反射波防止板を多重に配置する構成を検討し、その効果を評価し

た。反射波防止板を多重化することで、受信アンテナ高を変化させ

た際の受信信号強度の変動を国際基準の 3dB 以内の peak to p
eak 2.3dB に抑えることを可能とした。これまでの研究成果を国際

会議（International Radar Symposium）で発表した。これにより、

世界的シェアを有するわが国の船舶用レーダーメーカーの国際競

争力をさらに向上した。 

等、社会課題の解決や社会的価値の創

出に貢献する顕著な成果の創出や将来

的な成果の創出が期待される実績が得

られた。 
 

【社会実装】  
 近接電磁耐性試験用の新型 TEMホー

ンアンテナを製品化し、さらにアンテナ

小型化の新形状を考案して特許申請し

た。 
 令和 4 年 12 月から完全実施される新

スプリアス規格に 1 年以上前倒しで対

応することを可能とした。 
 世界で初めての 300GHz までの較正

作業を実施し、300GHz 帯の無線局免

許の交付に必要な電力測定を可能とし

た。 
 5G や WPT の電波防護指針適合性評

価技術の研究成果をもとに、ばく露評

価に関する IEC 国際規格策定に寄与

した。 
 ビーム制御マイクロ波帯WPTシステム

を想定した屋内反射環境の影響評価、

4G/LTE 携帯電話端末の適合性評価

の大規模測定実施など、電波利用環

境を明確化し今後の改善に資する研

究開発を行った。 
 携帯電話基地局周辺の電波環境の測

定により周辺電波強度の空間分布の

統計量を評価可能とした。 
等、社会実装につながる顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出が期待され

る実績が得られた。 
 
以上のことから、年度計画を着実に達

成した上で、顕著な成果の創出が認めら

れた他、将来的な成果の創出が期待さ

れる実績も得られたため、評定を「A」とし

た。 
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項目別評価調書 No.１ 

 
 

on Rate; SAR）評価を可能とするためのシステム開発を行っ

た。また、5G端末（ミリ波帯）の人体防護指針値の指標である入

射電力密度の評価に関連して、提案手法が採用された IEC 国

際規格委員会投票原案が回付された。昨年度までに提案した

評価法と異なる手法に基づく市販システムによる評価結果との

比較を行い、IEC/IEEE が主導する国際機関間比較に参加し、

国際規格の策定に寄与した。さらに、5G システムの実用化に伴

い、同一筐体からの複数周波数の電波ばく露を想定した評価法

の確認を行うため、模擬端末の開発を行うとともに、適合性評価

データを取得した。本成果を元に同一筐体からの複数周波数の

電波ばく露をより適切に評価するための条件等の明確化を行っ

た。これらの検討を通して、5G システム用携帯無線端末を用い

た適合性評価手法の確認及び改良について検討を実施した。 
 4G/LTE 等の最新携帯電話端末の電波防護指針適合性評価に

おいて、多数の変調条件等を総当たりで評価することが求めら

れており、適合性評価にかかる時間・コストが著しく増大してい

ることが問題になっている。そのためプローブをロボットで走査

する従来方式ではなく、多数のプローブアレイを用いた次世代

型超高速SAR測定システムが提案されている。しかし測定の信

頼性についての定量的な検討は十分に行われていない。そこで

次世代型超高速 SAR 測定システムを用いて、4G/LTE 端末お

よび 5G 端末（Sub-6GHz）35 機種（周波数、変調条件、人体モ

デルとの位置関係等ののべ 3500 条件）についての大規模デー

タ取得を行い、当該測定システムの不確かさ評価データを取得

した。得られた成果を用いて、適合性評価の高速化法の妥当性

を検証し、次世代型超高速 SAR 測定システムを我が国におけ

る携帯電話端末の適合性評価試験に導入するかどうかの議論

に寄与した。 
 kHz～MHz の大電力 WPT システム等の適合性評価に関する

実証データを取得し、適合性評価手法の確認及び改良を実施し

た。得られた成果を、総務省情報通信審議会での審議や国際

標準化での審議に貢献した。また、より高い周波数帯でビーム

状の電波を利用した WPT システムの屋内での利用を想定し、

ビームの向きや鋭さ、壁による反射を考慮した評価法の提案お

よび検証を行い、適合性評価手法の確認及び改良を実施した。

得られた成果を学会等で発表するとともに、総務省情報通信審

議会での審議や国際標準化会議での審議に寄与した。また、よ

り高い周波数帯でビーム状の電波を利用したビーム制御マイク

ロ波 WPT システムの屋内での利用を想定し、ビームの向きや

鋭さ、壁による反射を考慮した防護指針への適合性評価方法に

ついて検討し、成果を学会等で発表した。 
 国内の携帯電話端末に義務づけられている SAR 測定に必要な

SAR 較正業務について、国内唯一の較正機関として着実に実

施するとともに、較正業務の効率化及びその妥当性評価・検証

を行った。また、令和元年度に引き続き、新たな周波数帯（5G 
Sub-6GHz 帯の 3.7GHz および 4.1GHz）の SAR プローブ較正

システムを構築し、その妥当性を評価した。 
 日常生活における電波環境を網羅的に明確にするために、過

去に実施したことがある場所（屋内外）における携帯電話基地局

周辺の電波環境の測定を行い、わが国で初めて過去からの電

波環境の違いを定量的に明確化するとともに、市街地および郊

外における基地局周辺電波強度の空間分布の統計量を評価し
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項目別評価調書 No.２ 

 
 

変革をもたらす

ためには、「社

会を繋ぐ」能力

として、通信量

の爆発的増加

等に対応するた

めの基礎的・基

盤的な技術が

不可欠であるこ

とから、【重要

度：高】として、

以下の研究開

発等に取り組む

とともに研究開

発成果の普及

や社会実装を目

指 す も の と す

る。 
 

盤技術、衛星通信技術に

関して基礎から応用までの

幅広い研究開発を行う。こ

れにより様々な ICT の統

合を可能とすることで、新

たな価値創造や社会シス

テムの変革をもたらす統合

ＩＣＴ基盤の創出を目指す。 
 

 研究開発等の

取組・成果が社

会課題・政策課

題の解決につ

ながるものであ

り、または、そ

れらが社会的

価値の創出に

十分に貢献す

る も の で あ る

か。 
 研究開発等の

成果を社会実

装につなげる取

組（技術シーズ

を実用化・事業

化に導く等）が

十分であるか。 
 

＜指標＞ 
 具体的な研究

開発成果（評価

指標） 
 査読付き論文

数（モニタリング

指標） 
 論文の合計被

引用数（モニタ

リング指標） 
 研究開発成果

の移転及び利

用の状況（評価

指標） 
 研究開発成果

の移転及び利

用に向けた活

動件数（実施許

諾件数等）（モ

ニタリング指標） 
 報道発表や展

示会出展等を

受けた各種メデ

ィア媒体の反響

状況 （評価指

標） 
 報道発表や展

示会出展等の

取組件数（モニ

タリング指標） 
 共同研究や産

学官連携の状

況（評価指標） 

 
 低遅延と多数接続を両立する STAB

LE の拡張として、MIMO の適用によ

る空間ダイバーシチ効果により、接

続端末数の更なる増加及び誤り率の

低減を実証した。 
 
 標準外径 15 モードファイバによる世

界初の 1 Pbps 超伝送の成功、コア

単位スイッチングが可能な 12 コア光

ファイバ向けの低損失光スイッチの

開発、マルチコア光ファイバのコア間

伝搬遅延の評価手法の確立、3 モー

ド光ファイバのモード間の非線形歪

みの検証・評価など数多くの研究成

果が主要な国際会議や論文誌で採

択された。 
 
 光アクセス基盤技術について、 90 

GHz 帯光ファイバ無線技術の多重

化技術高度化により、世界最大級容

量のダウンリンク 130 Gbps とアップ

リンク 50 Gbps の光・無線シームレ

ス接続を達成した。 
 

 世界初の静止衛星-地上間10 Gbps
級の光通信搭載機器を開発した。 
 
 

【社会的価値】 
 ネットワーク構築自動制御技術にお

けるキャリアや企業との共同実証

や、情報指向ネットワークの具体的

なユースケースであるオンライン授

業システムの高専とのフィールド実

験実施により、社会的価値の高い成

果を上げた。 
 

 ローカル 5Gの高度化技術としてマイ

クロセル到着前の事前仮想接続技

術、リソース動的割当技術を検討し、

商用線路における鉄道無線実証、C
ATV会社等と連携した地域課題解決

型実証を実施した。 
 
 3GPP-RAN1における国際標準化へ

寄与した。 
 

 フレキシブル光ノードの要素技術を

大手町-小金井間の ROADM ネット

ワークテストベッドに導入し、既存ネ

ットワークと併用しても高速光パス追

加が可能であることや、災害時の通

おいて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創

出の期待等が認められ

ることから、A とする。主

な状況は以下のとおり。 
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項目別評価調書 No.２ 

 
 

 データベース等

の研究開発成

果の公表状況

（評価指標） 
 （個別の研究開

発課題におけ

る）標準や国内

制度の成立寄

与状況（評価指

標） 
 （個別の研究開

発課題におけ

る）標準化や国

内制度化の寄

与件数（モニタ

リング指標） 
等 
 

信キャリア間連携を可能とする技術

として、キャリア MPLS 網とキャリア

間連携網での故障の自動識別管理

機構を開発し、キャリア間パス資源

提供の自動制御を実証した。 
 
 100 Gbps 光ファイバ無線に対応し

た光・高周波ハイブリッド集積デバイ

スや、ヘテロジニアス光集積回路技

術を応用した高温度耐性・超広帯域

の多波長光源を開発した。 
 

 スペース ICT 推進フォーラムの下に

衛星 5G/B5G 連携技術分科会を立

ち上げて活動を開始し、ESA との衛

星 5G トライアル計画での連携を実

現するなど、機構が主導して衛星通

信と 5G 及び B5G との連携を積極的

に推進している。 
 
 民間企業と光衛星通信実験を共同

で ISS を用いた宇宙実証成功により

民間企業の宇宙産業への参入に寄

与した。 
 

 
【社会実装】 
 ITU-T SG13 勧告草案２件を更新

し、Y.3177 勧告承認及び Y.3178 勧

告合意された（ネットワーク構築自動

制御）。IETF、IRTF の標準化ドラフト

提案を継続し、IETF1 件、IRTF3 件

が R3 年度に標準化(RFC) 認定見

込みとなった（情報指向ネットワーク

技術）。 
 

 スマート工場への無線適用技術の成

果展開として、FFPA における認証仕

様の策定とテスト環境の構築を進め

るとともに、STABLE の接続端末数

の更なる増加及び誤り率低減を達成

し、国際標準化を行った。 
 
 機構で開発した NerveNet を活用し

た自律分散型自営ネットワークを⽴
川防災施設に導入し、訓練以降も実

配備されていること、高知県香南市

が、機構が開発してきた防災情報通

信・管理システムの導入を決定したこ

となど、開発成果の有効性が評価さ

れて、自治体等への実導入が進んで

きた。 
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項目別評価調書 No.２ 

 
 

報（データ、コン

テンツ）に着目し

た新たなネット

ワークアーキテ

クチャの平成 32
 年度までの確

立を目指した研

究を行い、科学

的 意 義 （ 独 創

性、革新性、先

導性、発展性

等）が十分に大

きな研究成果の

創出を目指すも

のとする。 
なお、ネットワ

ークアーキテク

チャの確立のた

めには関係企

業・団体との連

携が不可欠であ

ることから、中

長期計画におい

て機構の役割を

明確化しつつ、

産学官連携によ

って研究開発成

果の最大化を目

指すことを明確

化するものとす

る。また、これま

での新世代ネッ

トワーク技術の

研究開発に関

する総括を踏ま

えて、今後のネ

ットワーク研究

やテストベッド構

築等の活動方

針を中長期計画

に反映させるも

のとする。 
 

oT サービスのアプリケー

ション、クラウド技術及び仮

想化技術の進展等を十分

に踏まえつつ、広域テスト

ベッド等を用いた技術実証

を行うことで、平成 42 年頃

のネットワーク制御の完全

自動化を目指した基礎技

術を確立する。 
また、ネットワーク上を流

通する情報に着目した、情

報・コンテンツ指向型のネ

ットワーキングに関する研

究として、大容量コンテン

ツ収集・配信並びにヒト・モ

ノ間及びモノ・モノ間の情

報伝達等をインターネット

プロトコルよりも高効率か

つ高品質に行うため、デー

タやコンテンツに応じて最

適な品質制御や経路制御

等をネットワーク上で自律

分散制御に基づき実行す

る新たな識別子を用いた

情報・コンテンツ指向型の

ネットワーク技術に関する

研究を行う。広域テストベ

ッド等での実証実験を行う

ことで、新たなネットワーク

アーキテクチャとして確立

を目指す。 
なお、本研究の実施に際

しては、研究成果の科学

的意義を重視しつつ、ネッ

トワークアーキテクチャの

確立を目指して関連企業・

団体等との成果展開を見

据えた産学官連携を推進

する。また、これまで新世

代ネットワーク技術の研究

開発において得られた知

見や確立した技術及び構

築したテストベッド等の総

括を踏まえた上で本研究

を進める。 
 

実施する。さら

に、外部連携

コントローラー

機 能 を 開 発

し、キャリアが

有するネットワ

ークと相互接

続し、技術普

及に向けた実

証 実 験 を 行

う。 
 
また、IoT エッ

ジコンピューテ

ィングに関し、

エッジ・クラウ

ド連携を実現

するプラットフ

ォーム・ソフト

ウェアの開発

を行い、オー

プンソース化

を実施する。さ

らに、データポ

リシーに基づく

インフラリソー

スの制御技術

の開発を行い

StarBED 上
にテストベッド

展開を行う。

内外のプロジ

ェクトとの連携

を行い提案技

術の普及活動

を実施する。 
 

 新たな識別子

を用いた情報

指向ネットワ

ーク（ICN/CC
N）に対して、

パケット損失

や遅延に対す

る耐性を向上

するための A
I/ML を用いた

マルチパス経

路選択アルゴ

リズムや、情

報信頼度を計

測するための

ブロックチェー

検証環境をテストベッド（JOSE）上に構築し、国内企業 4 社と合同で 100 ノード超規模

の連携実験を実施し、障害やトラヒック変動等発生時における高速な（秒～分単位の）

資源自動調整を実証した。 
 
〇ネットワークインフラ構造やトラヒック変動状況等に基づくサービス品質保証技術に関

する研究として、以下の研究開発を実施した。 
 
 前年度まで研究開発を実施してきた複数のサービスに簡便に提供可能なネットワーク

基盤を実現するインフラ層とプラットフォーム層の 2 階層のアーキテクチャからなる IoT
エッジコンピューティングに関し、前年度までに開発した Kubernetes と互換性を持ち

動的資源配分を可能とするエッジコンピューティング環境を仮想リージョン（提案技術）

に基づいて動作させるエッジテストベッド（インフラ層）のパイロットサービスを StarBED
上で研究者向けに提供開始した。またクラウド上のストリームデータ処理ミドルウェア

Apache beam で記述されたセンサーデータフロー処理をシームレスにエッジコンピュ

ーティング環境で実行させることを可能とするクラウド・エッジ連携処理フレームワーク 
LAND をオープンソース公開した。 

 総合テストベッド推進センターと連携し、エッジインフラ・プラットフォームソフトウェアを I
oT サービス事業者によるライドシェア・見守り、スマート空調の各実証システムの技術

実証に適用し、スマート空調への適用方式は国際会議(COMPSAC 2020 Worksho
p)等にて発表した。 

 エッジインフラ制御技術を IEICE 論文誌にて発表した。エッジ上の映像処理方式に関

する論文が Elsevier IoT Journal にて採択された。また、エッジ間のデータ転送経路

を自律分散で短縮する方式についての論文が IEEE OJ-COMS に採択された。 
 
〇データやコンテンツに応じて最適な品質制御や経路制御等をネットワーク上で自律分

散制御に基づき実行する新たな識別子を用いた情報・コンテンツ指向型のネットワーク

技術に関する研究として、以下の研究開発を実施した。 
 
 ICN における通信遅延低減のため、経路制御技術と連携するキャッシュ分散技術を I

EEE TNSE（インパクトファクタ= 5.213）に投稿し採録された。またキャッシュアルゴリ

ズムと通信遅延の関係をモデル化したCANDELA (Collapsed-forward caching for 
delay-sensitive applications)、および、情報の鮮度や価値をメトリックとして情報取得

を行う VoITP (Value-of-Information-based transport)を設計・評価した。 
 革新的 AI ネットワーク技術研究と連携し、Cefore を用いた SFC におけるサービス機

能オフロード技術を提案。サーバへのアクセスや再送要求を減らすことでコア網のトラ

フィックを最大 80%軽減し、混雑時においても受信品質（QoE）を維持することに成功。

成果を IEEE NetSoft に投稿した。 
 大規模な ICN 通信を評価するツールとして、Cefore と協調連携可能なリアルタイムシ

ミュレーター（CeforeSim）を開発。リアルタイムストリーミング性能評価を行い、IEEE I
CDCS（Demo）に投稿し採録された。 

 
〇研究成果を社会実装に結びつけるため、新たなネットワークアーキテクチャとして確立

することを目的とし、標準化技術を用いた参照実装の公開、標準化活動など、以下を実

施した。 
 
 オープンソースの ICN 実装である Cefore の開発を継続した。令和 2 年度には、委託

研究において、パナソニックが宅配便最適配送経路を提供するシステムを Cefore を

用いて実装し検証実験実施した。また、Cefore システムと連携するプログラマブル（F
PGA）ICN ルーターと ICN ストリームを送受信可能なスマホアプリを開発し、共同研究

先（明石工業高等専門学校）のオンライン授業システムとして検証実験を実施した。 
 
 ITU-T SG13 において共同ラポータとして継続的に標準化活動に寄与し、IoT アプリ

ケーション固有の ICN フレームワークを定義した Y.ICN-interworking が令和 3 年度に

性に飛んだ顕著な成果の創出や将来

的に成果の創出が期待される業績が

得られた。 
 
【社会的価値】 
 ネットワーク構築自動制御技術にお

けるキャリアや企業との共同実証

や、情報指向ネットワークの具体的

なユースケースであるオンライン授

業システムの高専とのフィールド実

験実施により、社会的価値の高い成

果を上げた。 
 IoT エッジコンピューティング環境を

実現するクラウド・エッジ連携処理フ

レームワーク LAND のオープンソー

ス公開、及び ICN/CCN 通信ソフトウ

ェアプラットフォーム Cefore のオープ

ンソース公開等を通じて、開発した技

術の利用促進や普及を図っている。 
 エッジテストベッドのパイロットサービ

スを StarBED 上で研究者向けに提

供開始した。 
 
等、社会問題の解決や社会的価値の

創出に貢献する顕著な成果の創出や

将来的な成果が期待される実績が得

られた。 
 
【社会実装】 
 ARCA について、ARCA コントローラ

から国内キャリアのスライスゲートウ

ェイを制御するなどの検証実験を実

施し、ARCA の相互接続性を立証し

た。 
 IA-SFC の検証環境をテストベッド上

に構築し、国内企業 4 社と共同で 10
0 ノード超規模の連携実験を実施し

た。 
 民間企業と連携したライドシェア・見

守り、スマート空調等の実証システム

に機構で開発した・総合テストベッド

推進センターと連携し、エッジインフ

ラ・プラットフォームソフトウェアを IoT
サービス事業者によるライドシェア・

見守り、スマート空調の各実証シス

テムの技術実証に適用した。 
 ITU-T SG13 勧告草案２件を更新

し、Y.3177 勧告承認及び Y.3178 勧

告合意された（ネットワーク構築自動

制御）。IETF、IRTF の標準化ドラフト

提案を継続し、IETF1 件、IRTF3 件

が R3 年度に標準化(RFC) 認定見

F、IRTF の標準化ド

ラフト提案を継続し、

IETF１件、IRTF３件

が令和３年度に標

準化（RFC）認定見

込みとなっているこ

とは、社会実装につ

ながる取組におい

て、顕著な成果の創

出が認められる。 
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項目別評価調書 No.２ 

 
 

ム、人工知能（A
I）やロボットを活

用 す る シ ス テ

ム、ビッグデータ

構築に必要とな

るデータ収集シ

ステム、高度道

路交通システム

（ITS）等に対す

る高度なニーズ

やシステム自体

のパラダイムシ

フト（設計思想

等の劇的変化）

に対応するため

のワイヤレスネ

ットワーク基盤

技術等を研究開

発するものとす

る。 
また、研究開

発に際しては、

機構が産学官

連携でリーダー

シップを発揮し

つつ、国内外の

相互接続試験

や実証実験に

参加し、国内制

度化及び国際

標準化に積極

的に寄与するこ

とで研究開発成

果の最大化を目

指 す も の と す

る。さらに、ミリ

波やテラヘルツ

波を利用した通

信システムの実

現に向けた未踏

周波数領域の

開拓や電波伝

搬特性の研究

等のワイヤレス

分野の基礎・基

盤領域の取組を

行うものとする。 
さらに、海中・

水中、深宇宙、

体内・体外間等

の電磁波の利

用に課題を抱え

工知能（AI）やロボットを活

用するシステム等に求めら

れるレイテンシ保証・高可

用性を提供するワイヤレス

ネットワーク高信頼化技術

や、ビッグデータ構築にお

ける効率の高いデータ収

集等に求められるネットワ

ーク規模及び利用環境に

適応するワイヤレスネット

ワーク適応化技術に関す

る研究開発を行う。さらに、

これらの研究開発成果をも

とにして、高度道路交通シ

ステム（ITS）や大規模災

害発生時の情報配信等、

ネットワーク資源が限定さ

れる環境においても、ニー

ズに基づく情報流通の要

件（レイテンシや収容ユー

ザー数等）を確保するネッ

トワーク利活用技術の研

究開発に取り組む。研究

開発に際しては、産学官連

携において機構がリーダ

ーシップを発揮しつつ、国

内外の相互接続試験や実

証実験に参加し、国内制

度化及び国際標準化に積

極的に寄与することで研究

開発成果の最大化を目指

す。この他、ワイヤレスネッ

トワークにおけるパラダイ

ムシフト（設計思想等の劇

的変化）に対応できるよう、

異分野・異業種等を含む

産学官連携を推進するとと

もに、機構の基礎体力とな

る基礎的・基盤的な研究に

も取り組む。 
また、未開発周波数帯で

あるミリ波やテラヘルツ波

を利用した通信システムの

実現に向けて、フロンティ

ア研究分野等とも連携しつ

つ、平成 37 年頃における

100 Gbps（ギガビット／

秒）級無線通信システムの

実現を目指したアンテナ技

術及び通信システム設計

等に関する研究開発を行

う。さらに、海中・水中、深

S） や鉄道通

信等の実用シ

ナリオを対象

とし、国内事

業者・研究機

関と協調して、

実用化を目指

した実証を行

う。ミリ波/テラ

ヘルツ波の有

効利用に向け

ては、5 G  を
対象とした基

地局のミリ波

広帯域チャネ

ル割当てやダ

イナミック周波

数共用などの

技術検証を完

了させるととも

に、Beyond 5
G に資するテ

ラヘルツ帯ア

ンテナ技術等

の研究開発を

継続する。以

上で得られた

成果は、3GP
P における国

際標準規格化

を目指し国内

外の関係機関

と連携して提

案等を行うとと

もに、 国内で

は特にプライ

ベートマイクロ

セル構造の研

究開発に基づ

き、ローカル 
5G の普及・

高度化に貢献

する等、効果

的な社会展開

を行う。 
 ワイヤレスネ

ットワーク適応

化技術として、

ビルや工場に

おける大規模

なメッシュ網の

構築・運用技

た方式を、東京農工大学、電気通信大学とともに参画した日欧連携プロジェクト「5G 
Enhance」における主要機能として実証システムに実装し、愛媛県しまなみ海道で実

施したサイクリングイベントにおいて、連携機関が構築したデータベースとの協調動作

により、自営マイクロセルの品質に応じてネットワークを選択することで安定した通信

サービスを提供できることを検証した。 
 最大 2 倍の周波数効率が期待される全二重無線通信基地局実装技術を確立した。成

果は高度化ローカル 5G に展開することを想定し、さらに 6G 時代の基盤技術として開

発を進めているワイヤレスエミュレーション技術と連携したシステム評価方法を考案し

た。 
 また、低遅延と多数接続を両立する無線アクセス技術STABLEの拡張として、遅延 4 

ms 以下の複数端末接続を実証した。また、MIMO 適用の送信ダイバーシチ効果によ

り接続数・伝送品質向上を図り、屋外伝送実験にて 10 台端末局が同一リソース・同時

接続でパケット誤り率 10%以下を実現した。国内複数企業と連携し、モビリティを考慮

した拡張を行い、特許出願を行うとともに、3GPP RAN1に寄与文書を提出して 5Gの

標準化に貢献した。 
 テラヘルツ波通信について、テラヘルツ連携研究室と連携し、将来のWRCでのテラヘ

ルツ帯周波数割り当てを目的として測定した KIOSK 端末からの 300 GHz 帯漏洩電

力測定データをまとめた。共同でアンテナ測定や技術動向調査を実施し、ITU-R、IEE
E802 等への寄与提案を行った。 

 ワイヤレスネットワーク適応化技術では、工場の無線運用形態を追求する企業との共

同研究団体である「FFPJ」の活動において、企業間連携の下、実工場内でデータ取得

と検証実験を主導した。また、DFKI と連携して IEEE 802 標準化に寄与し、2020 年 4
月に発行された Flexible Factory IoT に関する IEEE ホワイトペーパーに反映させ

た。また、工場 IoT 特有のトラフィックパターンに着目したバーストトラフィックのシェー

パーパラメータ設定手法を提案した。さらに、異種無線協調制御技術である Smart R
esource Flow (SRF)無線プラットフォームの実証実験をトヨタ自動車工場で実施し、

目標である遅延 100 msec 以下を実証した。本プラットフォームについては、FFPA に

て技術試験仕様が策定された（令和 3 年度から認証プログラムを開始予定）。また、物

流と 5G を含めた「Flexible Society Project」の活動への発展に貢献した。 
 また、要件に応じた端末網動作実証を目的とした SUN システムの MAC 仕様拡張に

より、自律分散的な多数端末間動作や、工場等干渉状況下での PAN 内異種通信パ

ラメータ動作を検討し、制御用データの低遅延交換動作や、センシングデータの結合

伝送制御動作の実証に成功した。スマート工場における屋内無線通信システムとして

要件別多様化機能実証を行い、非対称型のフレーム遅延保証動作や、AGV 搭載型

無線機の移動対応網再接続動作の実証に成功した。 
 ワイヤレスネットワーク高信頼化技術では、基地局等による中央集中的な制御に依存

しない無線アクセス方式である端末間通信の研究開発を継続し、過疎地域の高齢者

見守りシステム応用の実証実験を実施した。また、同方式を応用したドローン中継制

御・位置情報共有システムについて、建造物密集地や山間部などの電波的遮へいが

多い環境下で、ロボットやドローンの見通し外運用に資する制御通信システム「コマン

ドホッパー」、同じ空域の飛翔体（ドローン、有人ヘリコプター等）間でリアルタイムに位

置情報等を共有する通信システム「ドローンマッパー」の社会展開を進めている。機構

が開発した 920 MHz 帯 LPWA によるドローン位置情報共有システムを利用して、有

人ヘリの接近を検知して自動着陸する技術、一つのドローンに追従して複数のドロー

ンが離陸、飛行、着陸する群飛行技術を開発し、その実証実験に成功した。また、コマ

ンドホッパーを利用したコマンド・テレメトリ情報のハンドオーバー通信実験に成功し

た。 
 上記端末間通信を含めた無線端末による自律的な位置管理に関して有効な技術の一

つと考えられる UWB 無線技術について、IEEE802.15.4z 標準化において、国内規制

緩和を考慮した Secured ranging 用バンドを欧州及び国内企業と共同提案し、2020
年 8 月に出版された標準規格に取り入れられた。さらに、当 UWB 制度緩和拡大のた

めの総務省情通審陸上無線通信委員会の調査検討作業に貢献した。 

 論理メッシュ化、分散クラウド化等の

これまでに開発した技術を統合し、複

数拠点の自営網間を柔軟に接続す

る分散型情報配信プラットフォームの

システム実証を行った。 
 高速無線接続機能や分散Radius認
証を組み込んだ無線デバイスドライ

バを開発し、即応可能な無線ネットワ

ークシステムを構築・実証した。 
 
等、科学的意義が大きい先導性、発展

性に飛んだ成果の創出や将来的に成

果の創出が期待される業績が得られ

た。 
 
【社会的価値】 
 STABLE の拡張について接続端末

数の更なる増加及び誤り率の低減

（高信頼化）を図り、実証実験におい

て、10 台の端末局と同時接続し、パ

ケット誤り率 10%以下を実現した。 
 STABLE などパートナー連携を実施

するとともに標準化へも貢献し、価値

普及に努めている。 
 ローカル 5Gの高度化技術としてマイ

クロセル到着前の事前仮想接続技

術、リソース動的割当技術を検討し、

それぞれ商用線路における鉄道無

線実証、CATV 会社等と連携した地

域課題解決型実証を実施した。 
 ドローン間協調動作システムの構築

とレイテンシ保証・高可用性を実証し

た。 
 3GPP-RAN1における国際標準化へ

寄与した。 
 スマート工場への無線適用に関する

FFPJ の研究開発や標準化活動で得

られた知識や経験を活かし、物流と5
G を含めた Flexible Society Projec
t の活動を進めている。 

 FFPA において SRF 無線 PF のコン

フォーマンステスト仕様の策定を開

始、テスト環境を構築し、試作機のテ

ストを順次実施した。 
 令和元年度に特許出願した分散認

証基盤を開発し、高速無線接続機

能、分散エッジ処理基盤、分散認証

基盤、端末間連携等の要素技術を

組み合わせ、即応可能な無線ネット

ワークのシステムを構築・実証し、災

害時の通信インフラの迅速な復旧の

実現性を示した。 

貢献したことは、科

学的意義、社会的

価値及び社会実装

につながる取組にお

いて成果の創出が

認められる。そのほ

か、2x2 海中 MIMO

の通信実験により１

MHz帯、10MHz帯で

それぞれ１Mb/s、４

Mb/s を実証したこと

は評価できる。 
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ている領域にお

ける通信を確立

するための技術

を研究開発する

ものとする。 
 

宇宙、体内・体外間等、電

磁波の利用に課題を抱え

ている領域におけるワイヤ

レス通信技術の確立を目

指して、電波伝搬特性の

研究や通信システム技術

に関する研究開発にも取り

組み、模擬通信環境等に

おける実証を行う。 
 

術を確立し、

実証試験を行

う。また、電池

駆動等の給電

条件が限られ

た超省電力動

作の技術を確

立し、低遅延

やモビリティ等

の要件に応じ

た検証をあわ

せて行う。さら

に、メッシュ網

の高信頼化技

術を確立し、

工場における

実 証 を 通 し

て、社会展開

を進める。得

ら れ た 成 果

は、IEEE 802
 等の国際標

準規格や、関

連する国際認

証規格に反映

を目指し提案

等を行う。 
 ワイヤレスネ

ットワーク高信

頼化技術とし

て、高可用性

を実現し、レイ

テンシ保証の

ための時間同

期等を確保す

る MAC プロ

トコル、海中等

極限環境の伝

搬特性評価系

に基づく実証

を行う。また、

海中・水中環

境、体内外環

境における極

限環境ワイヤ

レス技術の有

効性を実証試

験により評価

し、利用の目

途をつける。

技術仕様等の

知的財産は、

 また、電波の適用環境を拡張する観点から、海中にて電波を用いた通信の研究開発

を推進し、2×2MIMO を利用した海中ワイヤレス通信において 1 m の距離で 1Mbps
以上の通信実証に成功した。また、海底面を利用した電波伝搬を通信に応用し 1MHz
の周波数において約 1.5 倍の伝搬距離拡張を実証した。 

 大規模災害時に情報流通や通信信頼性を確保できる地域通信ネットワークの高度化

技術として、地域の自営無線ネットワーク内に分散した計算リソースを活用し、サービ

スの展開や運用を可能とするシステムを和歌山県西牟婁郡白浜町に構築し、カメラ映

像等をエッジで解析し、それにより得られた特徴の情報を共有する実証実験により、高

度化された地域通信ネットワークの有効性を示すことに成功した。 
 また、通信途絶領域で情報を収集・共有・配信できるネットワークを容易に構築できる

ようにするため、分散認証基盤を新たに開発し、令和元年度までに開発した接近時高

速無線接続機能と分散エッジ処理基盤とも組み合わせてアドホックな臨時ネットワーク

システムを構築し、実証した。 
 

 立川広域防災拠点に NerveNet を実

装して継続的に運用している。 
 
等、社会問題の解決や社会的価値の

創出に貢献する成果の創出や将来的

な成果が期待される実績が得られた。 
 
【社会実装】 
 スマート工場への無線適用に関する

FFPJ の研究開発と連携し、FFPA に

おいて SRF 無線 PF のコンフォーマ

ンステスト仕様の策定、テスト環境の

構築を行って、普及に向けた取組み

を進めている。 
 STABLE の接続端末数の更なる増

加及び誤り率低減を達成し国際標準

化を行った。 
 IEEE 802.15.4 ネットワークの制御・

可視化を行うソフトウエアを開発し、

民間企業への技術移転を進めてい

る。 
 機構で開発した NerveNet を活用し

た自律分散型自営ネットワークを⽴
川防災施設に導入し、訓練以降も実

配備されていること、高知県香南市

が機構が開発してきた防災情報通

信・管理システムの導入を決定したこ

となど、開発成果の有効性が評価さ

れて、自治体等への実導入が進んで

きている。 
 
等、社会実装につながる顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出が期待さ

れる実績が得られた。 
 
以上のことから、年度計画を着実に

達成した上で、成果の創出が認められ

た他、将来的な成果の創出が期待され

る実績が得られたため、評定を「B」とし

た。 
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 空間スーパー

モード伝送基

盤技術として、

標準外径ファ

イバにおける

マルチコア一

括増幅による

伝送距離 1,0
00 km 以上

を実現するた

めの研究開発

を行う。 
 産学官連携に

よる研究推進

として、大容量

ルーティングノ

ード実現に向

けた空間多重

フォトニックノ

ード基盤技術

の研究開発を

行い、スルー

プットを 10 Pb
ps  超まで拡

張可能なフォ

トニックノード

アーキテクチ

ャの原理実証

を行う。 
マルチコアファ

イバの実用化

加速に向けた

研究開発を行

い、標準外径

マルチコアファ

イバケーブル

の損失・クロス

トーク特性・多

段接続特性を

解析する。 
大規模データ

を省電力・オ

ープン・伸縮

自在に収容す

る超並列型光

ネットワーク基

盤技術の研究

開発を行い、1
0 Tbps 級光

信号伝送にお

ける大幅な電

である 402 テラ bps を 2.5 倍更新する世界記録を達成した。本成果は、ECOC2020
の最優秀論文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッションに採択された。 

 
 超大容量伝送を実現する大口径光ファイバ伝送の研究として、7 コア光ファイバにおい

て、同期した 3 つの周回ループ系において、世界初のデジタル逆伝搬法と MIMO 処

理を組み合わせた長距離伝送評価系による実証実験を行い、20 Gbaud の偏波多重

QPSK 信号による 8,055 km の伝送において信号利得 1.6 dB（伝送距離 28%延伸

に相当）を達成した。本成果は、学術論文誌 IEEE Photonics Technology Lettersに
掲載された。また、マルチコアファイバを用いた 1,600 km の長距離伝送でのコア間ク

ロストークの影響の評価を行い、自然放出光、非線形歪み、コア間クロストークそれぞ

れの寄与の割合から、波長多重の最適な波長配置について提案した。本成果は IEE
E Journal of Selected Topics in Quantum Electronics に掲載された。 

 
 コヒーレント光配信技術として、基準光配信技術の更なる高度化を目指して、周波数

安定化された基準光を配信した広域同期システムの実証実験として、超狭帯域フィル

タリングを活用した 12,000 km の長距離配信実験を行った。 
 
 
〇産学との連携による社会実装を目指したフィールド実証として、令和元年度から継続

してイタリア・ラクイラ市のマルチコアファイバ実環境テストベッドにおけるファイバの特

性評価を実施し、4 コアファイバのコア間伝搬遅延（スキュー）の長時間安定性を評価

し、デバイス分野のトップカンファレンス CLEO (Conference on Lasers and Electr
o-Optics) にて成果を発表した。 

 
 
〇産学との連携により、空間多重フォトニックノード基盤技術の研究開発として以下を実

施した。 
 
 空間多重ノードアーキテクチャ・システム制御技術について、サブシステムモジュラ O

XC (Optical Cross Connect) 構成およびファイバクロスコネクト構成によるスループ

ット 10 Pbit/s 超へのスケーラビリティを実証し、ネットワーク全体を模擬した大規模数

値シミュレーションでこれらの合理性およびコスト特性を明確化した。また、本光パス収

容設計方式と空間多重ノードを構成するマルチコア光増幅器の連携制御による 19 コ

アマルチコア光増幅器の省電力特性を最適化する設計手法の提案と基本特性の評価

を実施した。マルチコアファイバのコア間で生じる信号雑音比の差異に起因する信号

品質 Q 値偏差を低減する伝送方式を提案し、0.1 dB 以内に Q 値偏差を低減可能

であることを実証した。 
 
 空間多重ノード光増幅・方路制御技術として、2-f 型および 4-f 型の M 連 1×M 波長

選択スイッチ（WSS）の基本原理の確認および光学設計検討を実施した。スループット

 10 Pbit/s 超を実現可能なノード構成となる 6×6 規模および 10×10 規模 WXC (Wa
velength Cross Connect)を構築した。M×M WSS を用いたサブシステムモジュラ O
XC の連携実験により目標性能である利得ばらつき±1.5 dB とスループット 10 Pbit/
s超の実現可能性を実証した。光パス収容設計とマルチコア光増幅器の連携制御によ

る 19 コア光増幅器の省電力効果の実証を完了した。 
 
 空間多重ノード配線技術について、多層平面石英導波路および 3 次元導波路技術を

活用し、シングルモードファイバ・マルチモードファイバ間および異種マルチコアファイ

バ間の接続デバイスを実証した。多心マルチコアコネクタ技術開発において、4 コア 8
心（32 コア）を接続損失 1.5 dB 以下、クロストーク -40 dB 以下での一括接続を実

現した。空間多重信号伝送を行うマルチコアファイバ等による架間配線に適する単心

系光コネクタとして、結合時にオルダム・カップリング機構を構成する簡易構造マルチ

コアファイバ用 SC 形光コネクタを開発した。ランダム接続損失 0.5 dB 以下（97%）、

 産学連携のもと、標準化に向けたマ

ルチコアファイバ周辺技術に取り組

み、4 コアファイバの幾何学パラメー

タの定義に向けて、コア間隔の偏差

が接続損失特性に与える影響を数

値計算により明確化した。 
 
等、社会実装につながる成果の創出

や将来的な成果の創出が期待される

実績が得られた。 
 
以上のことから、年度計画を着実に

達成した上で、顕著な成果の創出が認

められた他、将来的な成果の創出が期

待される実績が得られたため、評定を

「A」とした。 
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力効率改善に

資する信号復

元復号処理技

術についてシ

ミュレーション

により性能評

価 を 実 施 す

る。 
 

反射減衰量 45 dB 以上、通光左右曲げ引張り試験等の機械的特性を確認し、通信ネ

ットワークでの使用に耐える性能を有することを示した。 
 
〇産学との連携により、マルチコアファイバの実用化加速に向けた研究開発として以下を

実施した。 
 
 高品質・高信頼性マルチコアファイバ技術について、ステップインデックス（SI）型マル

チコアファイバの設計および適用領域を明らかにするとともに、SI・トレンチ型のカット

オフとクロストークの関係を明確化した。クラッド径変動異常部の発生要因明確化。ま

た、高効率母材加工装置を立上げた。孔開法で長尺化、高信頼化の中間目標を達成

した。クラッド一括形成法の量産適応性を判断した。非開削母材におけるクリアランス

の制御により孔開法と遜色ない品質にて母材サイズ 100 km 化を達成した。 
 
 マルチコアファイバケーブル・伝送路技術について、SI 型標準クラッド外径マルチコア

ファイバを高密度光ケーブルへ実装し、工程間の損失・クロストークの特性変化および

波長依存性を明確化した。SI 型マルチコアファイバの多段接続構成（異ベンダ接続含

む）における挿入損失やコア間クロストークを測定。SI 型マルチコアファイバ光ケーブ

ルの多段接続構成を構築し、光学特性および伝送性能の評価を実施した。 
 
 標準化に向けたマルチコアファイバ周辺技術について、4 コアファイバの幾何学パラメ

ータの定義に向けて、コア間隔の偏差が接続損失特性に与える影響を数値計算によ

り明確化した。射出成形法MCF コネクタを試作し、低 IL・PC 接続を実現。側方観察に

望ましい MCF 構造を確認マルチコアファイバのモードフィールド径を 4 コア同時測定

し、測定時間を通常のシングルモードファイバ比で 1.91 倍（1 コア当たり 0.48 倍）に短

縮した。SI 型 40 μm コアピッチマルチコアファイバ用ファンアウトの部材、設計を最適

化し、低挿入損失を実現した。 
 
〇産学との連携により、大規模データを省電力・オープン・伸縮自在に収容する超並列型

光ネットワーク基盤技術の研究開発として以下を実施した。 
 
 超並列デジタル信号処理（Digital signal processing: DSP）高度化基盤技術につい

ては、圧縮 PS (Probabilistic Shaping) ・マルチレベル符号化変調と適応復号の組

合せにより、情報源マーク率を 50%~10%まで変化させた場合の電力効率改善 8~26
倍に成功した。XPM (Cross phase modulation) を考慮した物理現象特化型ニュー

ラルネットワークを用いることにより、64QAM 信号の伝送距離を 60%延伸することに

成功した。 
 
 超並列光ネットワーキング基盤技術については、空間分割多重システムと既存波長分

割多重システムにおけるオープンインタフェースを用いたスライス設定時の協調制御

方式の実証実験に成功した。WDM/SDM マルチレイヤ収容設計アルゴリズムを用い

たネットワーク収容設計シミュレーション等により、SXC (Spatial Cross Connect) の
接続性自由度と経済性の関係と SCN (Spatial Channel Network) 導入の経済効

果を明らかにすることに成功した。ダイナミック MAC (Media Access Control) 実現

方式におけるスキュー吸収処理動作の設計、自動障害復旧処理方式の設計を完了し

た。また、エミュレータの 400 レーン動作に成功した。 
 
〇産学との連携により、次世代 MCM 超小型光トランシーバの研究開発として、以下を

実現した。 
 MCM 型光トランシーバ用のコア技術として、高速 VCSEL (Vertical Cavity Surface 

Emitting Laser) アレイ開発を進め、波長 850 nm 帯で、新しい結合共振器 VCSEL
を創案・試作し、単一モード動作と高速動作を両立する新技術を確立した。 

 MCM 型光トランシーバのための VCSEL アレイ開発を目指し、表面出射型 850 nm
帯VCSELを用いて、フリップチップ対応可能なスルービア電極形成工程を初めて確立
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技術を確立する

ものとする。 
研究開発成果

については、平

成 32 年度まで

にテストベッドを

用いてシステム

検証するととも

に、開発された

各要素技術を基

にした産学官連

携による社会実

証や国際展開、

標準化等に取り

組むこととする。 
 

延伸化及び多分岐化技術

や空間分割多重光アクセ

スネットワーク技術に関す

る研究開発を行う。また、

超高速移動通信ネットワー

ク構成技術として、ネットワ

ーク遅延最適化技術及び

光・無線両用アクセス技術

等に関する研究開発を行

う。テストベッドを用いたシ

ステム検証を行うことで、

各要素技術を実証し、光ア

クセス・光コア融合ネットワ

ークの基盤技術を確立す

る。 
 

クセスネットワ

ークシステム

を構築し、平

成 28 年比 
1 0 0  倍以上

のユーザー数

を収容する多

分岐・大容量

伝 送 を 実 証

し、超高速・極

低消費電力の

光アクセスネ

ットワークに係

る基礎技術を

確立する。ま

た、高速デー

タセンタネット

ワークを対象

とした低消費

電力及び低コ

スト化につな

がる簡素な光

信号受信器の

試作及び動作

実証を行う。 
 
 高速移動体や

異物検知レー

ダーに向けた

光・無線両用

アクセス技術

として、光ファ

イバ無線技術

のシステム検

証のためのミ

リ波帯無線信

号の同期性能

やフィールド等

で の 相 互 干

渉、及び給電

等を考慮した

ネットワーク構

成技術に関す

るパラレルデ

バイス／シス

テムの評価を

行う。 
 産学官連携に

よる研究推進

として、光・無

線両用アクセ

ス技術の実現

に向け、耐環

 データセンターにおいて通信機器におけるデジタル信号処理（DSP）をサーバの既存

機能（GPU：Graphics Processing Unit）で実行することによる光通信の大幅な低消

費電力・低コスト化を提案し、クラマース・クローニッヒコヒーレント検出器と商用 GPU
ベースの DSP 処理を組み合わせた簡素な受信器構成により、QPSK/16QAM および

8-PAM 信号のリアルタイム再生をフィールド実証した。本成果は、国際会議 ECOC 2
020 に採択されるとともに、Best Student Award にノミネートされ、国際的にも高い評

価を得た。 
 
 
〇高速移動体や異物検知レーダーに向けた光・無線両用アクセス技術として、以下を実

施した。 
 空港滑走路レーダーシステムの高度化のために、複数レーダーの干渉を回避するた

めの同期技術として 100 ピコ秒精度の光ファイバ遅延量計測技術を確立した。また、

干渉時のレーダー同期動作のための光給電技術を開発し、10 マイクロ秒の切替速度

を達成した。 
 28GHz 帯信号の光ファイバ無線リレー技術の大容量化として大口径光ファイバを用い

た光ファイバ無線信号の 3 モード空間多重化伝送を実現した。   
 
〇産学との連携により、光・無線両用アクセス技術の実現に向けた耐環境性の高いキャ

リアコンバータ技術の研究開発として以下を実施した。 
 シミュレーション等を用いて、光変調モジュールの高周波領域における特性劣化要因

を特定した。劣化抑制を図り、高周波域（~110 GHz）までスムーズな特性を実現した。 
 W 帯（75~110 GHz）で低駆動電圧の光変調モジュールへ 80 GHz のキャリア周波数

を直接、光変調モジュールを動作させ、距離 400 m 超に対応可能な広帯域 2 Gbps
相当の光・無線伝送システム技術を実現した。 

 キャリアコンバータシステムの耐環境性実験を行い、光変調モジュールのバイアス制

御対策により環境温度に対する通信品質の劣化がほぼ無いことを実証した。 
 E バンド（80 GHz 帯）無線通信を車載し、インフラとの距離に対する受信電力、PER
（Packet error rate）を評価可能な実験系を構築完了した。高解像度カメラ映像を 1 
Gbps かつ非圧縮で伝送し、車影からの飛び出しをリアルタイムで注意喚起するデモを

実施した。 
 
〇産学との連携により、多様なサービスに対応する有線・無線アクセスネットワークのプ

ラットフォーム技術として以下を実施した。 
 ネットワーク装置のオープン化技術として、オープンなアクセス機器と OSS を活用し光

アクセス/無線アクセス/Wi-Fi アクセスの各ネットワーク基盤の設計/構築を達成した。

オープンなレイヤ２スイッチ機器およびプログラマブルスイッチ機器とオープンソースソ

フトウェア（OSS）を活用し Fabric ネットワーク基盤の設計/構築を達成した。 
 ネットワーク仮想化基盤技術として、オープンコミュニティが提供する OSS を活用し、

光/無線/Wi-Fi アクセスの各機能を Network Function Virtualization (NFV) 化する

ための設計/構築を達成した。また、オープンコミュニティが提供する OSS を活用し、オ

ープンネットワークコントローラとNFV コントローラの設計/構築を達成した。構築した基

盤に 45 台程度のオープンネットワーク機器を接続した評価を実施、性能やスケーラビ

リティの課題を抽出した。 
 ゼロタッチ制御技術として、光・無線ドメインごとに機器接続や起動をトリガとして各ドメ

インにおけるパスの簡易自動化制御の設計/構築を達成した。 
 エッジクラウドとネットワークの一体最適制御技術として、Multi-access Edge Compu

ting (MEC)内リソースのリアルタイム性能統計情報収集技術を開発し、サーバ上のア

プリ実処理時間をネットワーク側からパケット毎にリアルタイム測定可能とする技術を

確立、その結果に基づきシステム内リソースに対して自動で最適な制御を行うことを可

能とする Closed Loop システムを開発した。また、仮想ブリッジ機能の低遅延化に向

けた調査・検討を行った。MEC プラットフォームで利用するスマートフォン用の多人数

情報共有型 AR アプリケーションを設計し、本アプリケーションを開発して実用性・有効

 100 Gbps 光ファイバ無線に対応し

た光・高周波ハイブリッド集積デバイ

スを開発した。 
 高い接続ロバスト性を持ち 20 GHz
で駆動する高速 2 次元 PD アレイを

用いた     100 Gbps 級大容量空

間光伝送システムを開発した。 
 光アクセスネットワーク延伸化及び多

分岐化技術や空間分割多重光アク

セスネットワーク技術について、伝送

距離×収容ユーザー数で現在技術

比の約 100 倍超を達成しつつ、上り

伝送において令和元年度の 2 倍 (4
0 Gbps) 以上の伝送容量を従来の

消費電力で達成した。 
 
等、社会問題の解決や社会的価値の

創出に貢献する顕著な成果の創出や

将来的な成果が期待される実績が得

られた。 
 
【社会実装】 
 90 GHz帯無線を用いた空港滑走路

監視レーダーシステムの海外展開を

民間企業と連携して進めている。 
 空港滑走路監視レーダーシステムや

鉄道無線システム等のフィールド実

験結果を基に ITU-T における Radio
 over Fiber の標準化活動に取り組

み、ITU-T SG15 にて標準化文章と

して成立した「Radio over fiber sys
tems」勧告の改訂版 (G.9803 Am
d.2) が成立した。 

 
等、社会実装につながる顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出が期待さ

れる実績が得られた。 
 
以上のことから、年度計画を着実に

達成した上で、顕著な成果の創出が認

められた他、将来的な成果の創出が期

待される実績が得られたため、評定を

「A」とした。 
 

o over Fiber）を活

用した空港滑走路

監視レーダシステム

や鉄道無線システ

ム等の応用技術に

ついて、フィールド実

験結果を基に ITU-T

 SG15 等にて積極

的に標準化活動を

実施し、勧告文書「R

adio over fiber sys

tems: G.9803」の改

訂版（G.9803 Amd.

2）を成立させたこと

は評価できる。 
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る社会実証を行うととも

に、国際展開等にも取り組

むことで、アクセス系に係

る光基盤技術を確立する。 
 

数 光 信 号 生

成・制御に対

応した小型ヘ

テロジニアス

集積化デバイ

ス技術の研究

を実施し、光・

無線融合伝送

システム等の

サブ伝送シス

テム上での動

作 を 実 施 す

る。 
 アクセス系に

おいて、エンド

ユーザーに対

する通信の大

容量化及び広

帯域センシン

グ信号の低遅

延化等を実現

する技術とし

て「100 G ア
クセス」及び高

速波形転送技

術に係る基盤

技術の研究開

発を実施し、

周波数利用効

率を高めるミリ

波帯パッケー

ジ化技術や中

間周波数光フ

ァイバ無線技

術、空間多重

伝送技術をさ

らに高度化、

統合すること

で、50 GHz 
帯域級アナロ

グ信号に対応

したシンプル

な光・高周波

相互変換を用

いたコヒーレン

ト 100 Gbps
 級光無線シ

ームレス伝送

を可能とする

研究、及びミリ

波帯光ファイ

バ無線と光無

を達成した。ヘテロジニアス光集積デバイスの温度安定化を目的として、シリコン光集

積回路内に極微小の内蔵温度センサを搭載しその動作実証に成功した。これらヘテロ

ジニアス光集積技術に関連する成果は、電子情報通信学会のセッションプレナリー講

演として採択された。 
 アクセス網等での光集積デバイス利用を想定し、デバイスの耐環境性向上が重要であ

る。半導体結晶技術の高度化を図り、高温度耐性を有する波長 1.5 ミクロン帯量子ドッ

ト光ゲイン材料の開発に成功し、この光ゲイン材料により世界に先駆け 1 THz 超広帯

域・多波長光源の開発に成功した。本デバイスは、１デバイスで多数かつ広帯域な光・

電波基準信号シンセサイザ素子として寄与する革新的デバイスであり光通信デバイス

分野のトップカンファレンス CLEO 2020 にて採択された。 
 世界初実証した 2 次元 PD アレイによる空間的な光検波を用いた新たな光位相回復

型コヒーレント検波方式の性能向上とアルゴリズム最適化により、受信に必要な光検

出器素子数を 30%程度削減することに成功し、さらなる小型化・シンプル化を達成し

た。本研究に関連する研究成果が光通信分野のトップカンファレンスである ECOC 2
020 の招待講演に採択された。機構提案の光位相回復技術研究分野を主導し、国際

会議 2020 IEEE Photonics Society Summer Topicals Meeting Series におい

て、国際連携のもと当該分野の特別セッション「Signal Reconstruction Using Photo
nics」の開催に寄与した。また光通信分野のトップカンファレンス ECOC 2020 にて、

昨年の「Optical Field Reconstruction」技術セッションの設立に続き 2 つ目の新セッ

ション「Phase Retrieval and Receiver optimization」が設立された。 
 
 

〇「100G アクセス」に係る基盤技術に関する研究として以下を実施した。 
 光・高周波融合伝送の有線・無線ブリッジ技術や中間周波数光ファイバ無線技術等の

50 GHz アナログ信号に対応可能なシンプルな光・高周波相互変換技術を用い、多重

化技術の更なる高度化を図り 3×3MIMO (Multiple Input Multiple Output)を採用す

ることで 90 GHz 帯光ファイバ無線により、世界最大級容量のダウンリンク 130 Gbps
（年度計画と中長期計画の 100 Gbps を大幅に上回る容量）とアップリンク 50 Gbps
の光・無線シームレス接続を達成した。光マイクロ波通信分野で著名な国際会議 MW
P 2020 や光通信分野のトップカンファレンス ECOC 2020 に採択された。 

 無線区間に光と電波を組み合わせた新しいネットワークを構築する技術であるミリ波

帯光ファイバ無線と光無線によるハイブリッド通信技術の研究として、光空間伝送路を

高速で切り替えることを可能とする光・電波カスケード伝送システムの動作実証に世界

初成功した（パラレルフォトニクス技術の研究開発と連携）。光通信分野のトップカンフ

ァレンス ECOC 2020 のハイスコア論文に採択、電子情報通信学会のセッションプレ

ナリー講演等の招待講演にも採択された。さらに、高速 2 次元 PD アレイを受信デバイ

スとして用いることで、受光面積を拡大し、従来の 10 倍に相当する高い伝送リンクの

ロバスト性と 100 Gbps 級の大容量伝送を可能とする空間光伝送システムを世界に

先駆け構築に成功した。光通信システム分野の著名論文誌（Journal of Lightwave 
Technology、 インパクトファクタ:5.09）の招待論文として採択された。（一部、パラレル

フォトニクス成果と連携、再掲） 
 
〇光アクセス基盤のデバイス研究：パラレルフォトニクスおよびシステム研究：100 G ア

クセスに関連するデバイス・システムの動作検証による社会・国際展開として以下を実

施した。 
 パラレルフォトニクスで開発した材料・デバイス技術及び高度実装ノウハウ等の基盤技

術を基に、社会・企業ニーズに応える社会展開として、産官連携によりヘテロジアス光

集積デバイスの構築に必要なバットジョイント光結合技術を高度化・技術展開を実施し

た。また、高品質量子ドット作製ノウハウを高度化することで量子ドットウェハやレーザ

光源等の光ゲインデバイス技術を企業に技術移転を行い、技術移転先から製品プロト

タイプ提供が開始された。 
 産官連携により、機構独自の光位相回復アルゴリズムを用いた光変調品質のモニタリ

ング技術のプロトタイプ実証に成功した。光ルータや光送受信機内に実装可能な光変
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野化技術を研究開発しつつ、

並行して大規模な対訳データ

を収集し、多様な言語、多様な

分野に対応した高精度の自動

翻訳システムを構築する。特

に、（ア）（ウ）と連携して、訪日

外国人観光客の急増に対応す

るため、生活一般での利活用

を目的として、10 言語に関し

て、旅行、医療、防災等の分野

に対応した実用レベルの音声

翻訳システムの社会実装を目

指した研究開発を行う。 
一方、平成 32 年以降の世界

を見据えた研究開発として、翻

訳処理の漸次化等同時通訳シ

ステムの基盤技術を確立する

ための基礎技術の研究開発を

行う。また、自動翻訳システム

の汎用化を妨げている対訳デ

ータ依存性を最小化するため、

同一分野の対訳でない異言語

データを利活用する技術と同

義異形の表現を相互に変換す

る技術の研究開発を進める。 
 

東京オリンピッ

ク・パラリンピック

競技大会に向けて

以下の技術の研究

開発を行う。 
 世界最大規模の

話し言葉コーパ

スの対応言語を 
3 言語（ネパー

ル語、クメール

語、モンゴル語）

追加する。 
 翻訳バンクの多

分野化をさらに

進める。 
 VoiceTra・TexTr

a への実装と技

術移転を進め

る。 
 
令和 2 年以降

の世界を見据えた

技術として以下の

研究開発を行う。 
 対訳依存度最小

化技術を改良す

る。 
 アジア言語の文

字入力インタフェ

ースの研究開発

を進める。 
 同時通訳のため

の深層学習に基

づいた実験用プ

ログラムを開発

する。 
 ニューラル翻訳

のアルゴリズム

を改良する。 
 文脈処理やマル

チモーダルの翻

訳への利活用の

研究を進める。 
 
なお、平成 29 

年度補正予算（第 
1  号）により追加

的に措置された交

付金を活用して整

備した高速演算装

置等については、

生産性革命の実現

に向け、引き続きこ

医療、防災等の分野に対応）の拡張 5 言語の残り 3 言語について

は、令和 3 年以降に完成する計画で、ネパール語は令和元年から、

クメール語、モンゴル語は令和 2 年から構築を継続中である。 
 大規模な（データ量非公開）書き言葉の対訳コーパスを収集する翻訳

バンクの多分野化を推進（LINUX FOUNDATION と連携しオープン

ソースソフトウェア分野に進出）。 
 上記2種類の対訳コーパスで翻訳を高精度化した、すなわち、アルゴ

リズムの改善に併せて、前記の翻訳バンクによって汎用性を確保し、

前記の話し言葉の対訳コーパスで適応することによって、GC10 言
語について、旅行、医療、防災等の分野に対応した実用レベルの翻

訳、すなわち 「高品質」と位置付けられる BLEU スコア 40～50 を実

現し、翻訳精度 80%以上を実現して、公開ソフトウェア VoiceTra、Te
xTra へ実装し、さらに技術移転した。 

 
令和 2 年以降の世界を見据えた技術として以下の研究開発を行った。 
 対訳依存度最小化技術を改良し、特に User Generated Text（UG

T）に適用可能なアルゴリズムを創出した（TACL で採択）。 
 入力方式の研究開発が未開拓のアジア言語を対象として、構築した

アジア言語のコーパスに基づいて、指移動が少なく打鍵できる効率

的な入力手法を小型端末で使われる 9 キー向けを含め提案・実装し

た。 
 総務省施策GCP2025の下で公募された委託研究「多言語翻訳技術

の高度化に関する研究開発」に採択され、同時通訳の研究開発に必

要なコーパスの構築を開始し、同時通訳のための分割点を決定する

プログラム（今年度は深層学習で文単位分割を学習した）を実証実験

用に共同研究機関にリリースした。 
 令和 3 年以降の 5 年間の研究開発において、個別テーマの研究開

発の自由度を確保しつつ、段階的に同時通訳システムを社会実装す

るため、入力の分割方法の改良と翻訳に供給するTEXT以外の情報

の改良を容易にプラグインできるアーキテクチュアを採用した（例：文

という大きな単位から始め連続的に研究を進化させることができる）。 
 ニューラル翻訳のアルゴリズムを改良し、翻訳バンク、適応、Exampl

e-based 手法を組み合わせた多分野の高精度システムの構築法を

明らかにした。 
 文脈処理やマルチモーダルの翻訳への利活用の研究を進め、難関

国際学会（ACL、EMNLP、NAACL、EACL、COLING、IJCNLP 、IJ
CAI、AAAI 、ICLR 等としている）に多数採択された。ニューラル翻訳

に関連する論文 3 本が一般社団法人言語処理学会発行の論文誌に

おいて 2020 年度論文賞を受賞した。 
 平成 29 年度補正予算（第 1 号）により追加的に措置された交付金を

活用した整備した高速演算装置等を利用し、多言語音声翻訳の精度

向上を図った。 
 令和 2 年度補正予算（第 3 号）により追加的に措置された交付金に

ついては、言語処理技術の精度向上に必要な高速演算装置等の計

算機環境の整備のための手続きを開始した。 
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に、インターネッ

ト上に展開され

る災害に関する

社会知につい

て、各種の観測

情報とともにリア

ルタイムに分か

りやすく整理し、

利用者に提供す

るための基盤技

術を研究開発す

るものとする。 
 

また、インターネット上に展開

される災害に関する社会知をリ

アルタイムに解析し、分かりや

すく整理して提供するための基

盤技術の確立を目指す。さら

に、実世界の観測情報を統合

して、より確度の高い情報を提

供する枠組みを確立する。 
加えて、これらの技術を実装

したシステムを開発し、より適

切な意思決定が短時間で可能

となる社会の実現に貢献する。

また、機構外の組織とも連携

し、開発した技術の社会実装を

目指す。 
 

によって巨大ニ

ューラルネットの

高効率な学習、

活用を可能にす

る GPGPU 利
用技術の更なる

高度化を図る。 
 さらに、SIP 第 

2 期で採択され

たプロジェク ト

「Web 等に存在

するビッグデータ

と応用分野特化

型対話シナリオ

を用いたハイブ

リッド型マルチモ

ーダル音声対話

シ ス テ ム の 研

究」を推進する。

加えて、以上の

取組に 必要な

様 々 な コ ー パ

ス、言語資源の

整備を行う。 
 対災害 SNS 情
報分析システム 
DISAANA、災害

状況要約システ

ム D-SUMM に
導入した深層学

習の高度化改

良、学習データ

増強による高精

度化を行う。ま

た、DISAANA、

D-SUMM をクラ

ウド上で動作さ

せる機構を開発

する。さらに、SI
P 第 2 期で採

択されたプロジェ

クト「対話型災害

情報流通基盤の

研究開発」を推

進する。 
 

大量のデータを使った雑談を行うシステムに導入したケースはなく、

その科学的意義は高い。 
 因果関係の連鎖に関する仮説を生成する仮説生成技術(例えば、「地

球温暖化が進む」→「海水温が上昇する」と「海水温が上がる」→「大

腸菌が増殖する」を組み合わせることで「地球温暖化が進む」→「海

水温が上昇する」→「大腸菌が増える」を生成し、そこから「地球温暖

化が進む」→「大腸菌が増える」といった因果関係に関する仮説を生

成可能である。)に関して WEKDA への導入は実施できなかったもの

の、BERT_large 等を用いて高精度化した。また、生成される仮説を

一定の範囲で制御することにも成功し、大量の仮説候補を生成して

適切な仮説を探索する generate-and-test をせずとも、必要な仮説に

近いものを一回の計算で生成することにも成功した。我々の知る限り

こうした技術は存在せず、その科学的意義は高い。 
 WEKDA に関しては、新しい言語観、言語理論の構築も念頭に、その

動作原理や深層学習技術の特徴と、近年の言語哲学とを架橋する考

察を行った。こうした考察等に基づき、さらに対話のバリエーションや

質を向上させるべく、新規な学習データを構築した。 
 巨大ニューラルネットワークの学習をモデルパラレルで効率よく実施

し、活用を可能にするため、ミドルウェア RaNNC を改良した。これは

一枚の GPU に格納するのが困難な巨大ニューラルネットワークを自

動的に分割し、並列に学習、推論を行うものである。通常、深層学習

の並列化は深層学習モデルの記述に直接、並列化のための指示を

書き込んで行うのが普通であるが、RaNNC はそうした指示を必要と

しない点で画期的である。今年度は、Google や NVIDIA 等が公表し

ている（並列化のための指示は必要になるが）深層学習並列化ソフト

ウェアと比較し、少なくとも機構の計算機環境では同一のパラメータ

数のモデルでは RaNNC の方が高速であり、また、一部のソフトウェ

アよりも大規模なモデルの並列学習が可能であることを確認した。ま

た、今年度実際に、数百枚単位の GPU を使用した分散学習により、

T5 を含めて、数十億パラメータ（BERT-large の 10 倍以上の規模）の

ネットワークの学習に成功した。 なお、RaNNC は、フリーソフトウェ

アとして公開し、プレスリリースを実施した。現在、巨大ニューラルネッ

トワークの研究、特に学習はほぼ、GAFA 等、一部の民間企業でしか

行われていないが、RaNNC により、その裾野が広がると考えられ、

また、世界的にみても巨大ニューラルネットワークを自動で分割し、並

列化する技術も他にないことから、その科学的意義、社会的価値は

特に高い。 
 SIP 第 2期で実施しているプロジェクト「Web 等に存在するビッグデー

タと応用分野特化型対話シナリオを用いたハイブリッド型マルチモー

ダル音声対話システムの研究」において、KDDI 株式会社、NEC ソリ

ューションイノベータ株式会社、株式会社日本総合研究所との共同

で、マルチモーダル音声対話システムMICSUSを開発した。現在、要

支援以上の認定を受けた在宅高齢者にはケアマネジャーと呼ばれる

介護職が面談で健康状態をチェックする在宅介護モニタリングと呼ば

れる作業が義務付けられている。MICSUS の第一の目標は、ケアマ

ネジャーにとって重い負担となっているこの在宅介護モニタリングの

一部を代替し、ケアマネジャーの負担を軽減することである。また、加

えて、在宅介護モニタリングの際には、WEKDA を活用して雑談も実

施し、高齢者に飽きられることがなく、また、様々なアイデアや知識も

提供し、高齢者の生活をより豊かにし、また、その社会的孤立を防ぐ

ことも狙う。これらのゴールは、日本の今後を左右しかねない、高齢

化の問題の解決に挑戦するものであり、その社会的価値は極めて高

等、科学的意義が大きい独創性に富んだ顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出が期待される実績

が得られた。 
 
【社会的価値】 
 RaNNC により数十億パラメータの巨大ニューラ

ルネットの学習を成功させ、そうしたソフトウェアを

公開することで巨大ニューラルネットの研究の裾

野を大きく広げた。 
 日本の今後を左右しかねない高齢化の問題の解

決に挑戦する MICSUS に雑談機能をはじめとす

る機能拡張を実施し、意味解釈モジュールの高度

化等によりその価値を向上させた。 
 深層学習を用いて高精度化した WISDOM X 深

層学習版の公開など価値の高い成果を上げた。 
 
等、社会課題の解決や社会的価値の創出に貢献す

る特に顕著な成果や将来的な成果の創出が期待さ

れる実績が得られた。 
 
【社会実装】 
 DISAANA、 D-SUMM を民間企業へビジネスラ

イセンスし、それらを活用した商用サービスが開

始された。 
  防災チャットボット SOCDA に関してもビジネスラ

イセンスが進展し、それを用いた商用トライアルが

複数の自治体で開始された。 
 開発した BERT_large を民間企業へビジネスライ

センスし、最新技術の社会での利活用を推進し

た。 
 MICSUS のビジネス化検討の実施などを推進し

た。 
 神戸市消防団にて活用している SOCDA の運用

に関して日本オープンイノベーション大賞総務大

臣賞を受賞した。 
 社会知解析全般に関して情報通信月間推進協議

会会長表彰「志田林三郎賞」を受賞し、新聞、We
b 掲載等合計 29 件の報道がなされた。 

 
等、社会実装につながる特に顕著な成果や将来的

な成果の創出が期待される実績が得られた。 
 
以上のことから、年度計画を着実に達成した上

で、特に顕著な成果の創出が認められた他、将来

的な成果の創出が期待される実績も得られたた

め、評定を「S」とした。 

ことは、科学的意義

及び社会的価値に

おいて特に顕著な

成果の創出が認め

られる。そのほか、D

ISAANA、 D-SUMM

を民間企業へビジネ

スライセンスし、それ

らを活用した商用サ

ービスが開始された

ことは、社会実装の

取組において特に

顕著な成果の創出

が認められる。 
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く、また、ビジネス化までの道のりが長いことが予想されることから、ま

さに公的研究機関が少なくともその開発の一部を担うべき技術であ

る。 
 このMICUSについては、昨年度、雑談は行い得ない機能限定のプロ

トタイプを完成させ、高齢者を対象とする物も含めて実証実験を４回

行い、健康状態チェックのための質問への回答を高精度で意味解釈

できるところまで確認し、高齢者からも高い評価と雑談への期待を表

すコメントを頂いた。今年度、機構では、1) 全体アーキテクチャの策

定に参加し、2) ユーザ発話の意味解釈を昨年度よりも、高精度かつ

広範囲の発話に対して行う、ユーザ発話意味解釈モジュールを開発

した。これは、前述した 350 GB(22 億文)のテキストで事前学習した

BERT_largeを用いるものである。また、昨年度とは異なり、質問への

回答の意味解釈だけでなく、以前になされた回答内容の修正、後ほ

どシナリオで訊くことになっている質問の回答が先んじられて述べら

れたことの認識、後に述べる WEKDA を用いた雑談的対話への遷移

等、様々な対話的行為に対応する意味解釈を可能にするものであ

り、機構内部で作成した、あえてトリッキーな入力ばかりを含んでいる

評価データを用いた評価ではいずれも平均適合率が 85%から 99%
という極めて高い精度を実現している。また、音声認識誤りがあること

を見込んで、ノイズを含ませた評価データでも同様に高い精度が実現

できることを確認した。特にユーザ発話意味解釈モジュールに関して

は、人間の作業者が書いた対話シナリオに即したユーザ発話の意味

解釈に必要な学習データを整備した。昨年度までに整備した学習デ

ータとあわせた累計は 200 万件以上となった。 3)人間の作業者が書

いた対話シナリオを自動的により完備なものにする対話シナリオ自動

拡張モジュールを開発した。4) 機構の次世代音声対話システム WE
KDA を用いた雑談対応機能を MICSUS に統合し、自然な形で健康

状態チェックと雑談が入り混じった対話が可能となった。なお、令和 2
年度はコロナの影響で、こうした機能すべてを搭載したMICSUSの最

新版を高齢者を対象とした実証実験で評価することはできていない

が、各種評価データや、非高齢者を対象とした実証実験、トライアル

で柔軟な対話が行えることは確認済みである。また、今後 MICSUS
をビジネス化する観点からその運用コストを低減させるべく、精度を維

持したまま、より少ない計算機資源で動作する機構の検討を開始し

た。高齢者介護を目的として、こうした様々な機能を高いレベルで実

現したシステムは世界的に見ても例がなく、科学的意義も高い。 
 この MICSUS に関しては CEATEC 等の展示会でオンライン展示を

行い、日本経済新聞や読売新聞で報道され、日経サイエンスでも取り

上げられた。 
 深層学習を用いて Web テキストから症状表現を抽出する研究に関し

て日本医療情報学会から研究奨励賞（6 月）、第 3 回学術論文賞（11
月）をそれぞれ受賞した。 

 平成 31 年 4 月に奈良先端科学技術大学院大学との連携講座を開

設。令和 2 年 11 月現在 4 名の大学院生を指導。AI 人材の枯渇は極

めて重大であり、その社会的価値は非常に高い。学生のうち１名は、

理研 AIP、東北大が主宰している「AI〜クイズ AI 日本一決定戦〜」に

て高精度を達成した。（令和 2 年 10 月 28 年時点で首位の高精度） 
 DISAANA・D-SUMM に関して、災害の被害等の発生を示す被災報

告と呼ぶ表現の抽出を深層学習ベースの技術を開発したが、従来の

被災報告か否かの 2 値分類から、被災報告/被災報告に矛盾/被災報

告の対応策/その他の 4 値分類へと拡張し、さらに「〜ようだ、〜らし

い」など、情報の確度が低いことを示す表現を伴う被災報告をその他
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現するため、セ

ンサー等のＩｏＴ

機器から得られ

たデータを整理

し た 上 で 横 断

的・統合的に分

析することによっ

て、高度な状況

認識や行動支援

を可能にするた

めの技術を研究

開発するものと

する。また、平成

32 年度までに、

研究開発成果を

踏まえた社会シ

ステム の最適

化・効率化のた

めの支援システ

ムを開発・実証

するものとする。 
 

利活用することを目的としたデ

ータ収集・解析技術の研究開

発を行う。また、高度化された

環境データを様々なソーシャル

データと横断的に統合し相関

分析することで、交通等の具体

的社会システムへの影響や関

連をモデルケースとして分析で

きるようにするデータマイニン

グ技術の研究開発を行う。さら

に、これらの分析結果を実空

間で活用する仕組みとしてセン

サーやデバイスへのフィードバ

ックを行う手法及びそれに有効

なセンサー技術の在り方に関

する研究開発を行うことで、社

会システムの最適化・効率化

を目指した高度な状況認識や

行動支援を行うシステムを実

現するための基盤技術を創出

し、その開発・実証を行う。 
 

ォームを用いて、

自治体やスマー

トシティ等におけ

る環境問題対策

支援の実証実験

を行う。また、デ

ータ利活用から

センシングへの

フィードバック手

法として、ユーザ

が取得したカメラ

画像等のマルチ

メディアデータか

ら環境情報を抽

出し物理センシ

ングの補完・拡

張を行う手法を

開発する。さら

に、様々な地域

の環境問題対策

支援への横展開

を可能にすべく、

異分野データ連

携プラットフォー

ム上での分散協

調開発に取り組

む。 
 

Data プラットフォームの利用者が、独自にデータを収集するとともに、

分析モデルの調整や予測結果データの加工・配信をカスタマイズでき

るよう、APIライブラリや開発ツールを仮想化コンテナ（Docker）にパッ

ケージ化した開発環境 xData Edge を開発した。実証実験を通じ、プ

ラットフォーム利用者である実証パートナーのサーバ等に配備し、実

証パートナーのデータやノウハウを生かした利用者巻き込み型の分

散協調開発を可能にしたことで、従来の技術開発のパートナーシップ

からデータ連携による課題解決のパートナーシップへとフォーメーショ

ン構築を進化させた。 
 これまでに開発した環境品質短期予測モデルを、国内で環境基準が

未達成の光化学オキシダントの対策支援に応用する実証実験を行っ

た。実証パートナーである環境モニタリング事業者が、xData プラット

フォームの開発環境を利用し、独自のデータやノウハウを活かした予

測モデルのカスタマイズを行った。具体的には、県・市管理測定局や

周辺エリアの観測データや前駆物質データ（NO3、NMHC 等）を追加

するとともに、予測モデルのパラメータ調整（業務フローに合わせた予

測時間の設定など）や、予測結果の気象データに基づくスクリーニン

グ処理の追加（温度 24℃以上、風速 3m/s 未満など）などのカスタマ

イズを行い、注意報発令レベルのオキシダント予測で 60% （24 時間

後）～92%（8時間以内） の予測精度を実現するとともに、オキシダン

トレベルが高くても発令が無いケースの予測を 70%削減するなど、業

務に即した性能改善を実現した。このカスタマイズされた予測モデル

を環境モニタリング事業者の大気環境常時監視システム（テレメータ

システム）に組み込み、自治体の環境大気常時監視業務支援に関す

る評価を行ったところ、注意報発令の早期警戒（警戒解除）への利用

可能性がアンケート調査により確認された。これらの成果に基づき、

カスタマイズされた予測モデルを環境モニタリング事業者に技術移転

すべく、検討を開始した。 
 その他にも、Smart Sustainable Mobility ハッカソン等を通じ開発さ

れた移動環境リスク予測に基づくルート案内を応用し、GIS 事業者と

連携したウォーキング支援のための旅程プランニングの実証実験

や、委託研究課題 201 と連携した異常気象時の交通障害リスクを回

避するカーナビの実証実験を行った。また、自ら研で開発した環境、

活動、睡眠のデータ連携分析モデルを応用し、ダンス活動を推進する

NPO と地方版 IoT 推進ラボがダンスレッスンを通じて収集したデータ

を用いてレッスン受講者の活動・環境と睡眠品質の相関性を分析し、

ダンス活動の啓もうに役立てる実証実験を行った。 
 さらに、環境問題意識の高い ASEAN 地域への国際展開を推進すべ

く、ブルネイ、ベトナム、フィリピン、シンガポールの研究機関と ASEA
N IVO 国際共同研究を開始した。ブルネイ工科大学（ブルネイ）で

は、独自に収集した ASEAN 地域の煙霧関連の観測データを用い

て、xData プラットフォーム上の環境品質短期予測モデルのひな形を

カスタマイズした煙霧越境汚染被害予測モデルを開発し、低炭素社

会に関する国際会議 ICLCA 2020 等で発表するなどの成果を挙げ

た。また、ベトナム ダラット市のスマートシティプロジェクトとの連携で

は、ダラット大学や地元企業と共同で、情報ポータルに収集された環

境、観光、交通に関するデータを xDataプラットフォームを用いて連携

させ、観光エリアの環境品質や交通公害リスク予測を行うアプリケー

ションの概念検証を行い、現地のスマート観光サービス等での活用に

向けた検討を行った。 
 データ利活用からセンシングへのフィードバック手法として、ユーザが

取得したカメラ画像等のマルチメディアデータから環境情報を収集す

コンペで上位入賞を果たすなど優れた成果を挙

げた。 
 災害種別を識別する TRECVID 画像データ解析

コンペにおいて、研究機関及び民間企業と互いの

識別結果を持ち寄りフュージョンすることで、トップ

レベルの評価を獲得した。 
 
等、科学的意義が大きい革新性に富んだ成果の創

出や将来的な成果の創出が期待される実績が得ら

れた。 
 
【社会的価値】 
 環境品質短期予測モデルを、国内で環境基準が

未達成の光化学オキシダントの対策支援や ASE
AN 地域の環境問題対策に応用する実証実験を

実施し、また、異常気象時の交通障害リスクを回

避するナビゲーションの実証実験を実施するな

ど、社会課題解決に資する成果を上げた。 
 xData プラットフォーム上のデータセットとデータ

連携分析モデルを用いたベンチマーキングタスク

や、データ連携分析をテーマとした国際ワークショ

ップを実施し、研究コミュニティを巻き込んだオー

プンデータサイエンス活動を推進した。 
 
等、社会課題の解決や社会的価値の創出に貢献す

る成果や将来的な成果の創出が期待される実績が

得られた。 
 
【社会実装】 
 画像内の顕著性と画像間の関係を解析し、観光

画像セット中の各画像におけるランドマーク位置

を従来より高精度に推定する手法を開発し、博物

館 AR アプリの開発を進める民間企業に技術協

力した。 
 xData プラットフォーム利用者のデータやノウハウ

を活かし予測モデルのカスタマイズを行うアプリ開

発環境を提供し、環境モニタリング事業者等実証

パートナーがカスタマイズした環境品質短期予測

モデルの事業化に向けた技術移転の検討を開始

した。 
 
等、社会実装につながる実績を得た。 
 
以上のことから、年度計画を着実に達成する成

果の創出が認められた他、将来的な成果の創出が

期待される実績も得られたため、評定を「B」とした。 

装を促進すべく、自

ら研究やハッカソン

等で開発された様々

なデータ連携分析モ

デルを活用し、利用

者がデータを収集

し、分析モデルの調

整、予測結果の加

工等を可能とする開

発環境 xData Edge

を開発するととも

に、利用者巻き込み

型の分散協調開発

を可能にし、また、

実証実験を積極的

に行い ASEAN 地域

等において社会課

題解決に資する成

果を上げたことは社

会的価値及び社会

実装につながる取

組において成果の

創出が認められる。

また、マルチメディア

センシング技術を開

発し、国際的な画像

データ解析コンペで

上位入賞を果たした

ことは科学的意義に

おいて成果の創出

が認められる。 
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項目別評価調書 No.４ 

 
 

社会システムの

変革をもたらす

ためには、「社

会（生命・財産・

情報）を守る」能

力として、急増

するサイバー攻

撃から社会シス

テム等を守るサ

イバーセキュリ

ティ分野の技術

の高度化が不

可欠となってい

ることから、【重

要度：高 】とし

て、以下の研究

開発等に取り組

むとともに研究

開発成果の普

及や社会実装を

目指すものとす

る。 
なお、急増す

るサイバー攻撃

への対策は国を

挙げた喫緊の

課題となってお

り、サイバーセ

キュリティ分野

での機構に対す

る社会的要請が

高まりつつある

ことから、研究

開発体制の強

化に向けた措置

を講ずるととも

に、研究開発成

果を実用化や技

術移転につなげ

るための取組

（技術シーズを

実用化・事業化

に導く等）を行う

ものとする。 
 

築活用技術及び暗号技術の

各研究開発に取り組む。これ

により、誰もが情報通信ネット

ワークをセキュリティ技術の存

在を意識せずに安心・安全に

利用できる社会の実現を目指

す。さらに、サイバーセキュリ

ティ分野での機構に対する社

会的要請に応えるため、研究

開発体制の強化に向けて必要

な措置を講ずる。 
 

導性、発

展性等 ）

が十分に

大きなも

のである

か。 
 研究開発

等 の 取

組 ・成果

が社会課

題 ・政策

課題の解

決につな

がるもの

であり、ま

たは、そ

れらが社

会的価値

の創出に

十分に貢

献するも

のである

か。 
 研究開発

等の成果

を社会実

装につな

げる取組

（ 技 術 シ

ーズを実

用化 ・事

業化に導

く等）が十

分である

か。 
 

＜指標＞ 
 具体的な

研究開発

成果 （評

価指標） 
 査読付き

論 文 数

（モニタリ

ン グ 指

標） 
 論文の合

計被引用

数（モニタ

リング指

標） 
 研究開発

理学会コンピュータセキュリティシン

ポジウム（CSS2020）で発表し、MW
S2020 ベストプラクティカル研究賞を

受賞した。 
 量子コンピュータ IBM Quantum を

使用した離散対数問題の求解実験

に世界で初めて成功した。 
 耐量子計算機暗号の安全性評価で

世界記録達成した。 
 
等、科学的意義のみならず社会・政策

課題の解決にも直結する成果を創出

した。 
 
さらに、 

 機械学習とサイバーセキュリティの

融合研究で各種の成果を創出して

おり、サイバーセキュリティ関連情報

の大規模集約と横断分析を行うこと

が可能な CURE に自然言語の情報

を融合させ、活用できるようにした。 
 NIRVANA 改の IPv6 化のプロトタイ

プ開発を進めると共に、NIRVANA
改は技術移転先を通して引き続き商

用展開を行っているほか、政府省庁

含めた導入実績が広がった。 
 STARDUST の並行ネットワーク 11

並列、250 検体以上で実験を成功さ

せた点、12 機関に外部利用環境を

提供し、本分野の研究促進に大きく

貢献した。 
 5G/テレワーク時代における暗号技

術の安全性評価(ストリーム暗号 SN
OW-V、 Zoom、SFrame)を実施し

た。 
等、社会・政策課題の解決や社会的

価値を創出する実績を達成した。 
 
加えて、 

 Web 媒介型サイバー攻撃対策プロ

ジェクト WarpDrive について、参加

ユーザは 1 万名以上を突破し、さら

にスマートフォン（Android 端末）向

けの実証実験も継続して実施し、デ

ータ収集の基盤構築を推進した。 
 民間企業への技術移転により、各種

のサイバーセキュリティ対策製品が

開発され、市販された。 
 プライバシー保護技術（秘匿協調学

習）について、複数の銀行・企業と連

携して実取引データに対し、引き続

き実証実験を行った。 
等、社会実装につながる実績を達成し

の解決、社会的価値の

創出及び社会実装につ

なげる取組において特に

顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期

待等が認められることか

ら、S とする。主な状況は

以下のとおり。 
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項目別評価調書 No.４ 

 
 

 IoT 機器向けセキュリテ

ィ技術の更なる高度化と

定常運用を行う。 
 

 （ 個別の

研究開発

課題にお

け る ） 標

準化や国

内制度化

の寄与件

数（モニタ

リング指

標） 
等 
 

 委託研究「Web 媒介型攻撃対策技術の実用化に向けた研究開発」（略称、War
pDrive：Web-based Attack Response with Practical and Deployable Res
earch InitiatiVE）において、悪性サイトをブロックするプラグインエージェントによ

る PC（Chrome ブラウザ）ユーザ参加型の大規模実証実験を継続し、参加ユー

ザ数は当初目標の 10,000 名を達成し、1 日あたり約 1,200 万 Web アクセスが

観測可能となった。さらに令和 2 年 3 月から開始したスマートフォン（Android 端

末）向けの実証実験も継続して実施し、参加ユーザ数は 3,200 名を達成した（令

和 3 年 3 月現在）。 
 ユーザが悪性URLに到達するリスクを低減するため、機構委託研究「Web媒介

型攻撃対策フレームワーク（略称、WarpDrive：Web-based Attack Response 
with Practical and Deployable Research InitiatiVE）」において収集した令和

元年 2 月から令和 2 年 1 月までの 12 か月間の計 4,306,529,287 件のユーザ

の Web アクセスログを活用して、悪性 URL に到達する経路を再構築し分析す

ることにより、悪性 URL に到達する経路上にあるドメインのリスクレベルを計算

する手法を考案し、リスクの高いドメインにて通信を遮断することによりユーザを

保護する技術を University of California, Santa Barbara（UCSB）、横浜国大

と連携して提案した。研究成果はサイバーセキュリティ分野におけるトップカンフ

ァレンス(Tire-2)の一つ The 23rd International Symposium on Research in
 Attacks, Intrusions and Defenses (RAID 2020)に採択された（採択率 25.
6%）。さらに本成果の分析結果の一部に対し、より長期間（18 か月）のデータを

用いた詳細分析を実施し高リスクドメイン月平均約 45 個の特定に成功、その結

果をまとめ情報処理学会コンピュータセキュリティシンポジウム（CSS2020）で発

表して優秀論文賞を受賞した。 
 サイバー攻撃観測・分析システム NICTER の観測結果及び各種統計情報を一

般向けに公開している NICTERWEB のリニューアルを行い、Adobe Flash を H
TML5 に完全移行し操作性も大きく向上させ、日本語・英語サイト共に 8 月に公

開した。 
 NICTER の観測網に基づく対サイバー攻撃アラートシステム「DAEDALUS」（Dir

ect Alert Environment for Darknet And Livenet Unified Security：ダイダロ

ス）により、機構から地方自治体、及び国立研究開発法人協議会（国研協）研究

機関への無償アラート提供を継続している。 
 
＜AIxCybersecurity 融合研究＞  ※＜IoT 機器向けセキュリティ技術＞も多く含

む 
 マルウェア活動の早期検知のため、NICTER 観測データにおいてボットネットか

ら届くスキャンパケットに特異な同期性が認められることに着目し、Graphical L
ASSO（LASSO：Least Absolute Shrinkage and Selection Operator）アルゴ

リズムを用いたマルウェア活動の実時間・自動検知方式を九州大学と連携して

開発を進め、既存の変化点検出アルゴリズムよりも 29%も高い 97.14%もの正

解率を実証した。成果は通信学会英文論文誌（IEICE Transaction on Inform
ation and Systems）に採録された。 

 サイバー攻撃の標的となる脆弱性の傾向分析と管理を効率的に行うため、手作

業で行われていた脆弱性の識別ラベル付け作業に替わり、機械学習を用いた脆

弱性記述の自動識別方式を早稲田大学と連携して開発し、用意したデータセット

に対し 96.9%以上の正解率実証に成功、さらに開発方式により既存の共通脆弱

性タイプ一覧 CWE（Common Weakness Enumeration）においてより適切なラ

ベル付けができるケースがあることも検証した。成果を国際会議 IEEE Sympos
ium on Computers and Communications, (IEEE ISCC2020)に発表した。 

 IoT 機器の新たな脆弱性を狙うマルウェア亜種の出現を迅速に検知するため、

マルウェアが更新される際に標的となるネットワークサービスの識別子である宛

先ポート番号は人間の認知的習慣により語彙の類似性を維持する傾向があるこ

とに着目し、NICTER で観測されるマルウェアによる探索活動（スキャン）パケッ

トの宛先ポート番号に自然言語処理（FastText）によるスキャン活動の類似性に

 機構が受託している IoT 機器調査業

務（パスワード設定等に不備のある I
oT 機器の調査等の請負）への支援

を引き続き行った。 
 オリパラ組織委員会の要請に基づ

き、サイバーアタック監視などの対策

において技術的な協力を提供し、大

きく貢献した。 
 NIRVANA 改の IPv6 化のプロトタイ

プ開発を進めると共に、NIRVANA
改は技術移転先を通して引き続き商

用展開を行っているほか、政府省庁

含めた導入実績が広がった。 
 
 
等、社会課題の解決や社会的価値の

創出に貢献する特に顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出が期待され

る実績が得られた。 
 
【社会実装】 
 Web 媒介型サイバー攻撃対策プロ

ジェクト WarpDrive について、参加

ユーザは 1 万名以上を突破し、さら

にスマートフォン（Android 端末）向

けの実証実験も継続して実施し、デ

ータ収集の基盤構築を推進した。 
 民間企業への技術移転により、各種

のサイバーセキュリティ対策製品が

開発され、市販された。 
 機能強化を図った CURE について、

可視化エンジンもアップデートし、情

報セキュリティ EXPO2020 に出展し

動態展示を行った。 
 
等、社会実装につながる特に顕著な

成果の創出や将来的な成果の創出が

期待される実績が得られた。 
 
以上のことから、年度計画を着実に

達成した上で、特に顕著な成果の創

出が認められた他、将来的な成果の

創出が期待される実績も得られたた

め、評定を「S」とした。 
 

NA 改を技術移転先

を通して引き続き商

用展開を行ったほ

か、政府省庁含め

た導入実績を広げ、

東京オリンピック・パ

ラリンピックに向け

た研究協力も継続

的に実施したこと

は、社会的価値及

び社会実装につな

がる取組において

特に顕著な成果の

創出が認められる。 
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項目別評価調書 No.４ 

 
 

基づいたマルウェア亜種の分類を自動で行う手法を神戸大学と連携して提案し

有効性を実証した。成果をコンピュータセキュリティシンポジウム（CSS2020）に
発表し、コンセプト研究賞を受賞した。 

 サードパーティ製のソフトキーボード Android アプリ（IME：Input Method Edito
r) において、ユーザがタイプした個人情報がネット上のサーバに収集されていな

いか検知するため、IME 自動分析ツールを台湾大学と連携して開発し、国際会

議 The 41st IEEE Symposium on Security and Privacy にて発表した。 
 多種多様な IoT 実機を用いずに IoT マルウェア動的解析を効率的に行うため、

検査対象の実行ファイルを Web 上にアップロードすると主要 8 種類のハードウ

エアアーキテクチャ（ARM、MIPS 等）に対応した仮想的な IoT 機器模擬環境に

て機械学習によるマルウェア自動特定が可能な実行ファイル分析器を台湾科技

大と連携して開発し、国際会議 IEEE Workshop on the Internet of Safe Th
ings (Safe Things 2020)に発表した。 

 多様な CPU が用いられる IoT デバイスにおいて IoT マルウェア亜種の識別を C
PU アーキテクチャに依らずに実現して対処するため、Printable Strings を特徴

量とする方式を台湾科技大と連携して提案し、7 種類の CPU アーキテクチャ上

で採取された約 12 万 2 千もの IoT マルウェア検体に対して従前方式と比較し最

も優れた平均 98%の正解率で IoT マルウェア亜種の識別性能の実証に成功し

た。成果を国際会議 The 19th IEEE International Conference on Trust, S
ecurity and Privacy in Computing and Communications (IEEE TrustCo
m 2020)  で発表し Best Paper Award を受賞した。 

 スマートフォンのマルウェア対策のため、機械学習と秘密計算（secure multi-pa
rty computation）を組み合わせた世界初の Android ユーザ端末におけるプライ

バシーを保護した分散協調学習(federated learning)によるマルウェア検知方

式を台湾中山大学と連携して提案し、ユーザプライバシーが保護されない集中

制御方式（centralized operation）と同等以上の性能（正解率、精度等）がより

高速で得られることを実証した。また多様な CPU が用いられる IoT デバイスの

マルウェア対策のため、7 種類の CPU アーキテクチャを含む 22 万以上のサン

プルにおいて、実行ファイルのバイトシーケンスに着目した機械学習により 99.
9%以上の正解率でマルウェアか否か検知できる方式を台湾科技大と連携して

実証した。これら 2 件の成果を国際会議 The 15th Asia Joint Conference o
n Information Security (AsiaJCIS 2020)で発表した。さらに提案手法を体系

的にまとめ 7 種類の CPU アーキテクチャにおいて 98.4%の正解率で IoT マル

ウェアを 8 つのメージャー亜種に分類することに成功し、オンラインジャーナル IE
EE Open Journal of the Computer Society に発表した。 

 ネットに常時接続される船舶へのサイバー攻撃に対して安全な自動航行実現の

ため、船舶における攻撃者の行動や通信プロトコルを考慮したサイバー攻撃シ

ナリオの検討を行い、SDN（Software Defined Networking）と機械学習を用い

た効率的なリスクマネジメントが実施可能なネットワークトポロジーの提案を Tam
pere大学（Finland）と連携して行い、国際会議 International Conferences on 
Internet of Things (IEEE iThings 2020)にて発表した。 

 委託研究「機械学習に基づくサイバー攻撃情報分析基盤技術の研究開発」の成

果として、日々増加する脅威情報の分析結果や注意喚起が記載されるセキュリ

ティレポートに適切なラベルを効率的に付与してセキュリティオペレータが所望の

情報を入手し易くするため、一定期間ごとに分割したセキュリティレポートの入力

データセットに重なり期間を持たせて自然言語処理による潜在的意味解析（トピ

ックモデル）を行う手法を、神戸大学、兵庫県立大学、岐阜大学と連携して提案

し、セキュリティベンダー8 社が 2 年間に発行したセキュリティレポート 2,386 件

から出現頻度の高い単語の影響を受けずに流行時期を捉えたマルウェアや攻

撃キャンペーンに関する適切なラベルの取得に成功した。さらに発行元によって

異なるセキュリティレポートに付与されるラベルを一元的なラベル付けにより所望

のレポートを抽出するセキュリティオペレータの負担を軽減するため、内容が他

と異なると考えられる外れ値文書を除いてトピックモデルを構築することを提案
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のサイバーセキュリティ関連情

報を大規模集約し、安全かつ

利便性の高いリモート情報共

有を可能とするサイバーセキ

ュリティ・ユニバーサル・リポジ

トリ「ＣＵＲＥ（Cybersecurity U
niversal Repository）」を構築

するとともに、ＣＵＲＥに基づく

自動対策技術を確立する。ま

た、ＣＵＲＥを用いたセミオープ

ン研究基盤を構築し、セキュリ

ティ人材育成に貢献する。 
 

y）」の実現に向けて、各

種通信、マルウェア、脆

弱性情報、イベント情

報、インシデント情報等

の集約をさらに進めると

ともに、CURE の更な

る高度化と定常運用を

行う。 
 CURE に基づく自動対

策技術の高度化を行う。 
 CURE を用いたセミオ

ープン研究基盤構築を

進めるとともに、CURE 
の一部データを大学等

に提供し、セキュリティ

人材育成に引き続き貢

献する。 
 

以下、個々の特筆すべき成果について、年度計画の項目ごとに整理し、詳細を記

す。 
 
＜CURE の高度化等＞ 
 サイバーセキュリティ・ユニバーサル・リポジトリ技術「CURE」において、機構内

で定常運用する各種観測システム NICTER、NIRVANA 改、エンドポイント、EXI
ST、STARDUST に加えて新たに WarpDrive のデータを統合した。CURE を Pu
blisher/Subscriber（Pub/Sub）型メッセージングモデルに倣い、各種観測データ

及び観測データに意味づけのデータを発信するPublisher、セキュリティオペレー

タ等データ利用者である Subscriber、データ横断分析機能を持ち Pub/Sub 間を

仲介する Hub の 3 要素で構築し、全てのデータを高速検索・横断分析を可能と

するインメモリデータベースに蓄積するシステムとして実装を進めた。観測データ

に関連する攻撃グループやマルウェア名、攻撃技術で意味付けを行うため、米

国 MITRE 社が提供する ATT&CK（Adversarial Tactics, Techniques, and C
ommon Knowledge）やセキュリティレポートを取り込み、自然言語処理による

抽出したキーワード（タグ）によって観測データへの意味付けを可能にした。さら

に可視化エンジンもアップデートし、情報セキュリティ EXPO2020 に出展し動態

展示を行った。 
 
＜人材育成への貢献＞ 
 CUREに集約されたダークネットトラフィックやスパムメール等の観測情報につい

て、遠隔から安全に研究利用できる分析環境 NONSTOP（NICTER Open Net
work Security Test-out Platform）を経由して、大学等の共同研究先や若手セ

キュリティ人材育成プログラム SecHack365 トレーニー及び情報処理学会マル

ウェア対策研究人材育成ワークショップ（MWS）へ提供し、大規模なサイバーセ

キュリティ情報を用いた研究開発の推進に貢献した。 
 
＜その他＞ 
 インターネット技術の国際標準を議論策定している IETF（Internet Engineering 

Task Force）の研究室メンバが Co-Chair（共同議長）を務める MILE（Managed
 Incident Lightweight Exchange）ワーキンググループにて、インシデント対応

業務の自動化の促進ため、データモデルである IODEF（Incident Object Desc
ription Exchange Format）を従来の XML 形式から JSON 形式にて記載可能

（JSON 形式への Bind）とする標準を RFC（Request For Comment）8727 とし

て発行し標準化を達成した。 
 ITU-T SG17 Q6/17 において、広く導入されている IoT 機器のソフトウェア及び

ファームウェアの脆弱性解消を支援・促進すべく、安全な方法による更新（アップ

デート）の適用を促進するための国際標準規格案を、Lead Editor として策定を

進め X.1368 として Approve された。 
 ISO/IEC JTC1 SC27/WG1（情報セキュリティマネジメントシステム）において策

定を進めている ISO/IEC 27100「サイバーセキュリティの概要及び概念」への継

続的な審議及び寄与文書による貢献を行い、令和 2 年 12 月に発行した。さらに

同 SC27/WG4（セキュリティコントロールとサービス） においてもサイバーセキュ

リティ及び情報セキュリティ分野の国際標準化の中で、継続的な審議及び寄与

文書による貢献を行った。 
 令和 2 年第 1 四半期（令和 2 年 1 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日）の NICTER

プロジェクトの観測において、1IP アドレス当たりの総観測パケット数は令和元年

全体の 4 分の 1 を上回る値が観測され、海外組織による調査目的の大規模ス

キャンは第 1 四半期観測パケット全体の 55.0%と増加が継続し、宛先ポート別

の傾向として 23/TCP が最多でWindows機器向けも増加、IoT 機器を攻撃対象

とするマルウェアであるMiraiとHajime（亜種含む）の攻撃ホスト数推移状況、特

記すべき当該期間中の事象として世界中からの SYN-ACK パケット増加やビデ

オレコーダ機器等の脆弱性公開 1～2 週間後に攻撃に利用される事例があるこ
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と等をまとめ、「NICTER 観測統計-2020 年 1 月～3 月」として NICTER BLOG
に公開した(https://blog.nicter.jp/2020/07/nicter_statistics_2020_1q/）。 

 令和 2 年第 2 四半期（令和 2 年 4 月 1 日～令和 2 年 6 月 30 日）の NICTER
プロジェクトの観測において、1IP アドレス当たりの総観測パケット数は第 1 四半

期を上回る値が観測され、調査目的の大規模スキャンは観測パケット全体の 5
4.0%と継続し、宛先ポート別パケット数の傾向分析結果として 23/TCP が最多な

がら減少傾向で上位 10 位以外のポート・プロトコル（Other Ports）宛てが 64.
4%（調査目的のスキャン除く）に増大し攻撃対象が多様化しており、IoT 機器を

攻撃対象とするマルウェアである Mirai と Hajime（亜種含む）の攻撃ホスト数推

移状況、特記すべき当該期間中の事象として複数の脆弱性を利用した様々なポ

ート番号宛てに攻撃通信を送信して Botnet を拡大する事例の紹介等をまとめ、

「NICTER 観測統計-2020 年 4 月～6 月」として NICTER BLOG に公開した(ht
tps://blog.nicter.jp/2020/09/nicter_statistics_2020_2q /）。 

 NICTER プロジェクトの観測において 9530/tcp 番ポート宛の通信が 2 月以降

急増している事象について、ビデオレコーダ機器の脆弱性（バックドア）の公開か

ら 1 週間後に攻撃が観測され、当該機器は日本国内では OEM 製品として供給

されておりファームウエアバージョンの表記が異なるためエンドユーザが当該製

品であることが判別できないこと、サンプルを評価した結果脆弱性の修正がされ

ていない機器もあること、対策としては機器をインターネットに繋がずに使用する

こと等をまとめ、「ビデオレコーダを狙った 9530/tcp 宛通信の増加について」と

して NICTER BLOG に公開した（https://blog.nicter.jp/2020/04/nvr-9530/）。 
 Emotet と呼ばれるマルウェアへの感染を狙ったメール（Emotet メール）につい

て、7 月から 9 月にかけて機構内で観測された 11,421 件の Emotet メールの

内、10,603件が過去の取引先を装って機構内一部のメーリングリストを狙ってお

り、docファイルの配信パターンの内、ファイル添付が最多でURL記載はわずか

であり 9 月から ZIP ファイル添付（中身は doc ファイル）も届いていること等の E
motet メールの特徴をまとめ、「NICT に届いた Emotet への感染を狙ったメール

（2020 年 7 月～9 月）」として NICTER BLOG に公開した（https://blog.nicter.j
p/2020/10/emotet-mail-202007-202009/）。 

 NICTER プロジェクトにおいて 8 月下旬に IoT マルウェア Mirai の特徴を持つパ

ケットの日本の送信元 IP アドレス数がここ数年では突出した 1 日あたり数 10 倍

の約 5,000 に増加した事例について、特定のインターネットサービスプロバイダ

（ISP）のアドレスが約 85%を占めていたこと、同じ時間幅に観測された通信を集

計した結果、ユニークなホスト数はたかだか 10 ホストであったことが当該 ISP 社

からの回答からも裏付けられ、送信元の IPアドレス数に比べユニークホスト数が

極めて少ない特異な事例であったことをまとめ、「日本国内の Mirai の特徴を持

つパケットの送信元 IP アドレス数急増について」として NICTER BLOG で公開

した（https://blog.nicter.jp/ 2020/10/jp_mirai_spike/）。 
 令和 2 年第 3 四半期の NICTER プロジェクトの観測において、1IP アドレス当た

りの総観測パケット数は第2四半期を若干下回る値となったものの、調査目的の

大規模スキャンは観測パケット全体の約 50%と継続し、宛先ポート別パケット数

の傾向分析結果として引き続き 23/TCP が最多ながら減少傾向で上位 10 位以

外のポート・プロトコル（Other Ports）宛ても 65.6%（調査目的のスキャン除く）と

前期と同程度で攻撃対象が多様化しており、IoT 機器を攻撃対象とするマルウェ

アである Mirai と Hajime（亜種含む）の攻撃ホスト数推移状況、特記すべき当該

期間中の事象として新たに公開された脆弱性を悪用した攻撃のみならず既知の

脆弱性を再度悪用した攻撃も観測された事例等をまとめ、「NICTER観測統計-2
020 年 7 月～9 月」として NICTER BLOG に公開した(https://blog.nicter.jp/ 2
020/11/nicter_statistics_2020_3q/）。 

 2020 年 10 月中旬から約 1 か月間、機構内で観測された Emotet とは異なる攻

撃として、  Emotet に似た特徴を持ち感染を狙うメール（Emotet 便乗型メー

ル）232 件について、3 種類のマルウェア（Zloader、IcedID、Agent Tesla）のダ
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に異分野・異業種の利用

者に利用してもらうことで

広範なオープンイノベー

ションを創発することが必

要であり、そのための社

会実証の取組も重要とな

っている。 
したがって、機構の研

究開発成果を最大化す

るため、これまでのテスト

ベッドに係る取組を一層

強化し、上記の技術実証

及び社会実証に対応した

テストベッドの構築及び

運営に取り組むものとす

る。 
なお、テストベッドを用

いた社会実証の実施に

当たっては、社会実証に

おけるプライバシー等の

ような社会的な課題、社

会的受容性等の検証へ

の対応方策等について

検討する仕組みを機構

内の体制に位置づけるも

のとする。また、テストベ

ッドを機構内外の利用者

に円滑に利用させるため

には、テストベッドに係る

利用条件の整備や利用

方法の周知広報、利用手

続の処理等の業務が必

要であることから、機構

全体として、これらの業

務を集中的に管理するも

のとする。 
さらに、ＩＣＴ分野の急速

な技術革新に伴いテスト

ベッド自体が新技術に迅

速かつ柔軟に対応する

必要があることから、ネッ

トワーク技術に係るテスト

ベッド及び大規模エミュレ

ーションを可能とするテス

トベッドに関する実証基

盤技術を研究開発するも

のとする。実証基盤技術

の研究開発に際しては、

機構内の研究開発課題

のための実証に的確に

対応するとともに、技術

実証及び社会実証の外

また、テストベッドの

円滑な利用促進を図

る観点から、運営面に

おいて、機構内にテス

トベッドや施設等を集

中的に管理する体制

を整備し、テストベッド

等の利活用を円滑に

進めるためのテストベ

ッド等に係る利用条件

の整備や手続きを検

討するとともに、広く周

知広報を行うなどによ

り、利用手続処理を確

実に実施し、テストベ

ッド等の利活用を活性

化させる。 
社会実証の推進に

おいては、機構内にプ

ライバシーのような社

会的な課題、社会的

受容性等の検証への

対応方策等について

検討する体制を整備

し、社会実証の実施に

当たって留意すべき

事項に関するガイドラ

イン等を作成する。 
さらに、最先端のＩＣ

Ｔを実基盤上に展開し

て実現性の高い技術

検証を行う大規模実

基盤テストベッドと、模

擬された基盤を一部

組み合わせることで多

様な環境下での技術

検証を行う大規模エミ

ュレーション基盤テス

トベッドを構築するとと

もに、それらを相互に

連携運営することによ

り、機構内外におけるＩ

ＣＴ関連研究開発成果

の技術実証を推進す

る。 
大規模実基盤テスト

ベッドでは、超高速通

信環境において多様

な通信に対応したネッ

トワーク制御や大容量

高精細モニタリング、

分散配置されたコンピ

ps 回線）及び海外機関と

の国際接続回線の積極

的な活用を促進すること

によって、国際的な利用

プロジェクトの増加及び国

際的な技術実証等に寄与

する。 
大規模実基盤テストベ

ッドについて、IoT テストベ

ッド基盤技術の確立に向

けて、それぞれ令和元年

度、平成 29年度に開始し

た  IoT モニタリング機

能、IoT ゲートウェイ機能

等の提供を引き続き実施

するとともに、次世代のネ

ットワークテストベッドの

仕組みとして、データプレ

ーンもプログラム可能な

マルチテナントネットワー

クテストベッド構築を試行

する。また、超多数の移

動体を対象とした情報処

理基盤について、DTN(D
elay Tolerant Network
s)配送・処理性能を担保

する機能を開発し、移動

体を用いて検証する。 
大規模エミュレーション基

盤テストベッドについて、

利用者環境を配慮した I
oT 基盤機能、シミュレー

タ連携機能を引き続き提

供するとともに、プログラ

ムやユーザインタフェース

機能を改善し、開発者を

含む利用者の利便性を向

上し、実証基盤技術を確

立する。 
 

査に関する

業務の実施

状況（評価指

標） 
等 
 

（令和 2 年度末）に増加させることができた。 
 IoT キャラバンテストベッドの展開として、LPWA テストベッドとのコラボレ

ーションを実現し、 
- Private LoRa の通信方式を採用した機構の LPWA 通信デバイス

や LPWA 試験機を、YRP の横須賀ハイブリッド LPWA テストベッド

に連携し、方式の比較検証や通信実験を行いたい利用者のサポー

トを開始した。 
- さらに、IoT-GW + LPWA 試用サービスを開始（活用研究会にて提

供）し、センサ、通信デバイス、LTE ゲートウェイ(IoT-GW)、クラウド

(NICT 総合テストベッド RISE の VM)等をパッケージとして提供し

た。 
 
令和 3年 2月には、さっぽろ雪まつりを初めて遠隔で実施し、高速ソフトウ

ェアルータの実証等を行った。 
 
利用プロジェクトの質量両面を向上させる取組として、JOSEに展開したM

2M クラウド基盤を活用したオープンイノベーション創出につながる取組を

推進した。 
 
また、ニューノーマル時代に求められる IoT利活用サービスの創発に基づ

いた多様な複数企業との連携実証を推進した。 
 IoT 無線技術で人・ロボットの協調活動を支援 〜非接触エレベーター移

動支援システムを開発 
- 人とロボットが共存・協働する構内空間で有効な近距離 IoT 無線を

使ったフロア移動支援システムを開発した。 
- 特許出願・報道発表・CEATEC 公開を実施（10 月）、ロボット事業者

への技術移転手続きにも着手した。 
 ミリ波 IoT 搭載サービスロボットによる構内データ収集・配信プラットフォ

ームを開発 
- 特許出願（5 月）技術を用いたミリ波 IoT 搭載サービスロボットによ

る超高速すれ違い通信技術による、駅・オフィスビル内等構内デー

タ自動収集・配信システムを大手電気メーカーと共同開発した。Po
C 実証の実践と報道発表によって社会の反応を収集、市場開拓可

能性を共同で検証した。 
さらに、第 5 期に向けて以下の AI・IoT 融合サービス実証用クラウド基盤

を構築した。 
- オンプレミス IoT 実証用クラウド基盤とも連携運用可能な次期 AI・Io

T 融合実証用のクラウド基盤を商用クラウド上に整備した。 
- 保守費削減と AI による IoT データのリアルタイム分析と IoT デバイ

スへのメッセージ通知が可能な CPS サービス実証基盤の構築を達

成した。 
- 自律移動ロボットの稼働状態をリアルタイム監視・リモート制御する

ための機能を実装した。 
 

その結果、「主な参考指標情報」であるNICT 総合テストベッドの利用件数

は 171 件となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

の実証実験を実施した。 
 令和 2 年度のテストベッド利用件数は

引き続き高水準の 171 件を達成した。 
 
等、機構内外の利用者にとって有益な技

術実証・社会実証につながる成果の創出

に貢献した。 
 
【イノベーション創出】 
 電波伝播エミュレーション機能の実装と

ユーザニーズを踏まえた可視化ツール

の導入を可能にした。 
 大規模テストベッド構築に関し、特に自

動車メーカーと共同で車載コネクテッド

カープラットフォームを開発、実証を行

った。 
 外部機関と連携した共同研究等による

イノベーション創出につながる取組を行

った。 
 
等、オープンイノベーションにつながる顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出

が期待される実績に貢献した。 
 
【国際展開】 
 アジア・太平洋地域の 100 Gbps 高速

回線によるリングとアジア太平洋-欧州

間ネットワークによる 100 Gbps 以上

の全世界的な回線接続環境等により、

計 18 件の国際的な技術実証が行われ

た。 
 ひまわりリアルタイム WEB について、

ミラーサイトの開設及びスマホアプリの

提供により、海外を含めて 300 万超の

ページビューを達成し、国土交通大臣

賞を受賞した。 
 
等、研究開発成果の国際的普及や日本

企業の競争力強化につながる成果の創

出や将来の成果の創出に寄与する実績

が得られた。 
 
以上のことから、着実に達成すべき成

果の創出が認められた他、将来的な成

果の創出が期待される実績も得られたた

め、評定を「B」とした。 
 

化・実用化件数が

増加したことは、社

会課題の解決及び

社会実装につなが

る取組において成

果の創出が認めら

れる。 

 

86



項目別評価調書 No.６ 

 
 

部利用のニーズも十分に

踏まえるものとする。ま

た、外国の研究機関等と

のテストベッドの相互接

続によって国際的な研究

環境を整備することによ

り、機構の研究開発成果

の国際展開を一層推進

するものとする。 
 

ューティング資源及び

ネットワーク資源の統

合化等の実証基盤技

術を確立する。 
大規模エミュレーショ

ン基盤テストベッドで

は、従来のＩＣＴ機器に

加え、ＩｏＴ時代の基盤

となるセンサや情報端

末、移動体を物理的・

論理的に模擬すること

を可能とする実証基

盤技術を確立する。 
なお、テストベッドの

構築においては、フォ

ーラムや研究会等の

活動を通じ、外部利用

者の実証ニーズを踏

まえるとともに、機構

内の他の研究開発の

実証にも対応する。ま

た、海外の研究機関

等と連携し、テストベッ

ド基盤の相互接続に

より国際的な技術実

証を推進する。 
 

              テストベッド利用状況データ 

 
 
国際的な技術実証として、以下を実施した。 
 SC（Supercomputing Conference）2020において、オープンソースを用

いて構築した P4 のマルチテナントテストベッド環境をデモ展示した。 
 機構 電磁波研究所が JGN を使用して広帯域 VLBI（超長基線干渉計）

システムを開発し、これを搭載した小型アンテナ（直径 2.4 m）を使って、

日本（機構本部）とイタリア（INRIM 本部）の間で光格子時計の周波数比

を 16 桁の精度で計測することに成功した。本成果は、イタリア国立計量

研究所（INRIM）、イタリア国立天体物理学研究所（INAF）及び国際度量

衡局（BIPM）と共同で成し遂げられ、英国科学雑誌「Nature Physics」に
掲載された。 

 アジア展開しているひまわりリアルタイム Web は、令和 2 年も国内外か

ら 300万超のアクセス数（海外アクセス51%）を達成した。テレビ番組・ニ

ュースで利活用されるとともに、その成果・貢献が評価され、「第 4 回宇

宙開発利用大賞」国土交通大臣賞を受賞した。 
以上の取組等により、令和 2 年度に 18 件の国際的な技術実証テーマが

実施された。 
 
大規模実基盤テストベッドについては、以下を実施した。 
 IoT モニタリング機能、IoT ゲートウェイ機能等を、引き続き総合テスト

ベッドの機能として提供した。 
 次世代 SDN プログラミング言語 P4 のマルチテナントテストベッド環境

を、オープンソースを用いて構築し、P4 テストベッドとして提供開始した。

このP4のマルチテナントテストベッド環境を、SC2020においてデモ展示

した。 
 昨年度までに提案したハイブリッド VDTN (Vehicular Delay Tolerant 

Network)方式（車車間通信と狭帯域モバイル通信をハイブリッドに用い

るVDTN ） を拡充し、データ収集性能の大幅向上を図る方式を検討・実

装するとともに、同方式の車載コネクテッドカープラットフォーム開発を進

め、オープン API を規定、自動車製造会社と共同で実車実証実験、大規

模エミュレーションを実施した。具体的内容を以下に示す。 
- 提案した制御アルゴリズム（車車間通信と狭帯域モバイル通信をハ

87







項目別評価調書 No.６ 

 
 

ノベーション創出に向け

た産学官連携に積極的

に取り組むものとする。 
特に、研究開発をより

効果的かつ効率的に進

めていく観点から、政府

の方針を踏まえつつ、他

の国立研究開発法人等

との連携協力を一層強化

する。 
さらに、機構内の異なる

研究分野間の研究開発

成果（研究開発成果によ

って生成されるデータや

情報を含む。）を統合・融

合・解析する研究開発を

実施することによって、研

究開発成果を潜在的な

利用ニーズに結びつけら

れる可能性がある。この

ため、社会・産業・科学等

における利用ニーズや社

会課題を戦略的に調査

分析しつつ、異なる研究

開発成果の相乗効果を

能動的に発揮させる研究

開発を行うことで、機構

の研究開発成果を利用

ニーズ等に結びつけてい

く取組を行うものとする。 
また、2030 年頃の実

現が見込まれる次世代

通信技術 Beyond 5G 
について、民間企業や大

学等産学官のプレイヤー

による要素技術確立に向

けた公募型研究開発プロ

グラムを実施するため、

革新的情報通信技術研

究開発推進基金を設置

する。 
 

うな活動を推進する。

さらに、地域ＩＣＴ連携

による自治体や民間

等への技術の社会実

証・実装等の取組を通

じて研究開発成果の

社会実装事例を蓄積

するとともに、オープ

ンイノベーションの拠

点として企業・大学・

地域社会等の様々な

分野・業種との人材交

流を促し、幅広い視野

や高い技術力を有す

る人材の育成・提供に

取り組むことにより、

オープンイノベーショ

ン創出につなげる。 
なお、平成 28 年度

補正予算（第２号）に

より追加的に措置され

た交付金については、

「未来への投資を実現

する経済対策」の一環

として 21 世紀型のイ

ンフラ整備の推進の

ために措置されたこと

を認識し、多様な経済

分野でのビジネス創

出に向けた最先端人

工知能データテストベ

ッドの構築のために活

用する。 
グローバルな視点で

のオープンイノベーシ

ョンの促進に取り組む

ため、連携関係のある

海外の研究機関や大

学等からなる研究ネッ

トワークを形成し、多

角的な国際共同研究

を実施するためのプラ

ットフォームの構築を

図る。また、日欧共同

公募、日米共同公募

等のスキームにおけ

るグローバルな視点

でのオープンイノベー

ションを目指すプロジ

ェクトの創出や、国際

標準等の成果の国際

展開に取り組む。 

金を活用した、多様な経

済分野でのビジネス創出

に向けた最先端 AI デー

タテストベッドを引き続き

公開・運用するとともに、

オープンイノベーション創

出に向けて様々な団体等

と産学官連携を進める。 
多角的な国際共同研

究を実施するためのプラ

ットフォームとして東南ア

ジア諸国の研究機関や大

学との協力によって設立

した ASEAN IVO（ICT 
Virtual Organization of 
ASEAN Institutes and 
NICT）の活動を推進し、

共通の課題解決を目指し

た国際共同研究プロジェ

クトを継続することを通じ

て、機構の研究開発成果

の国際展開に取り組む。

また、日欧と日米それぞ

れの枠組みで推進してい

る国際共同研究を通じ

て、グローバルな視点で

のオープンイノベーション

を目指すプロジェクトの創

出に取り組む。 
スマート IoT 推進フォ

ーラムなどのフォーラム

活動に主体的に参画し、

イノベーション創出に向け

た産学官連携に積極的に

取り組む。 
この際、特に、政府の

方針を踏まえつつ、他の

国立研究開発法人等との

間で研究開発成果の最

大化が図れるよう、連携

協力の一層の強化に取り

組む。 
平成 28 年度以降にソ

ーシャル ICT システム

の社会実証等を共同で実

施した外部機関からのヒ

アリング結果等を通じて、

多角的に ICT の利用ニ

ーズや課題の分析を行

い、一部公開を進める。ま

た、従来からの取組であ

る Wi-SUN 等のマイクロ

波を用いる IoT 無線技

研究開発の実施状況（令和 2 年度） 

 
（※括弧内は令和元年度） 

 
 外部資金獲得等に向けたフィージビリティスタディの促進を目的としたマ

ッチング研究支援事業において、令和 2 年度は、東北大学-NICT マッチ

ング研究支援事業」は令和 2 年 5 月開催の審査会で 11 課題を採決し実

施した。「早稲田大学-NICT マッチング研究支援事業」は令和 2 年 3 月

開催の審査会で 4 課題を採択し実施した。「九州工業大学-NICT マッチ

ング研究支援事業」は令和 2 年 3 月開催の審査会で 5 課題を採択し実

施した。 
 製造現場のデジタル・トランスフォーメーションを推進するため、複数の無

線システムが過密・混在した環境下で安定した通信を実現するための協

調制御技術（SRF (Smart Resource Flow) 無線プラットフォーム）の

国際標準化、普及促進を目指して設立した、フレキシブルファクトリパー

トナーアライアンス(FFPA)では、SRF 無線プラットフォームに関する FFP
A 技術仕様に無線インタフェースを拡張した Ver.1.1 及び同技術仕様へ

の製品適合性を確認するための試験仕様を策定した(令和 3 年 1 月)。
同試験仕様に基づく製品認証プログラムを令和 3 年度初旬に導入する

予定である。また、FFPA の会員区分に、試験機関を対象とした Advisor
y 会員及び FFPA 技術仕様の利用拡大を目的とした Adopter 会員を新

設し、Advisory 会員に 1 者、Adopter 会員に 2 者が加入した。IEEE 80
2.1 規格の標準化に向け、製造現場における無線通信の課題を提起し、

ユースケースや通信要件をまとめた IEEE-SA Industry Connection R
eport "Flexible Factory IoT"の作成を主導し、令和 2 年 4 月 18 日に

発行した。無線 IoT の活用が見込まれる工場関係者への成果展開を目

指し、スマート工場 EXPO へ出展したほか、国際的な技術展開を目指

し、5G の産業ネットワークへの展開を目的とする国際アライアンス 5G-A
CIA (5G Alliance for Connected Industries & Automation)と MoU
を締結(令和 2 年 4 月)し、工場における無線 IoT のユースケースや要求

条件の情報共有を実施した。これにより、ICT 関連分野における産学官

連携活動を推進した。 
 新たな価値の創出や課題の解決に役立てるために、機構の研究開発成

果等を紹介する NICT シーズ集を作成(外部への提供可能な技術等 43
件を掲載)し、令和 2 年度はダウンロード数 3,340 回以上の成果を得た。

さらに新型コロナウイルス対策に活用可能なニューノーマル時代に資す

る技術シーズ集（13 件）を緊急に作成し、ダウンロード数 1,000 回以上

(令和 2 年 10 月の発行から令和 3 年 3 月末時点まで)の成果を得た。ニ

ューノーマルシーズ集に掲載のシーズの内、清掃等を実施するロボット

に使用可能な無線技術は、ウイルス等感染対策に資する ICT 技術の委
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特に、ビッグデータ、

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット、ＩＴＳ

等の分野について

は、将来新たな価値を

創造し、社会の中で重

要な役割を果たすこと

が期待されるため、オ

ープンイノベーション

創出に向けた産学官

連携に積極的に取り

組む。 
この際、特に、研究

開発をより効果的か

つ効率的に進めていく

観点から、政府の方

針を踏まえつつ、他の

国立研究開発法人等

との間で研究開発成

果の最大化を図れる

よう、連携協力の一層

強化に努める。 
健康・医療・介護・防

災・減災等の分野をは

じめとする社会・産業・

科学等における利用

ニーズや地域の活性

化等の社会課題を戦

略的に分析するととも

に、様々な分野におけ

る研究開発成果として

機構が保有する技術

的な強みやデータ等

を結集し、分野横断

的・産業横断的な統

合・融合によって相乗

効果を発揮させる新

たなシステムの創発

に基づくサービス基盤

の研究開発を行う。ま

た、機構の研究開発

成果を利用ニーズ等

に結び付け、社会的

受容性等を検証する

ための取組として、想

定されるサービスの利

用者や提供事業者と

協同して社会実証実

験等を実施し、そこで

得られた知見を研究

開発成果のテストベッ

ド環境にフィードバック

する。 

術の利活用実証に、Bey
ond 5G 技術として期待

されるミリ波帯を用いる I
oT 無線技術も融合利活

用した場合の IoT 無線

システムの実用性と、モビ

リティを対象とした応用サ

ービスの概念実証も推進

する。 
また、2030 年頃の実現

が見込まれる次世代通信

技術 Beyond 5G につ

いて、民間企業や大学等

産学官のプレイヤーによ

る要素技術確立に向けた

公募型研究開発プログラ

ムを実施するため、革新

的情報通信技術研究開

発推進基金を設置する。 
 

託研究を通じて民間事業者の社会実装にむけた研究開発に活用される

こととなった。 
 機構の研究開発成果や専門的知識を活かし、企業等との連携(共同研

究や技術移転など)を広げるため、技術相談制度を平成 30 年に創設し

ており、令和 2 年度は外部機関から 8 件の技術相談を受けた。 
 令和 2 年度も継続して各地域の総合通信局と、情報共有と連携強化を

目的とした意見交換を行い、地域の研究者との連携、課題発掘、地域の

活動における連携を強化した。戦略的プログラムオフィスだけでなく、総

合テストベッド研究開発推進センター、デプロイメント推進部門等地域と

活動の深い部署も参画した。 
 大学や産業界などの経験者に、地域連携課題の掘り起こし、機構の研

究開発成果の社会実装や国際展開のためのコーディネータ役を担って

いただくイノベーションコーディネーター制度を平成 28 年度に創設した。

令和 2 年度は 7 名を登用し、地方での研究テーマの形成、機構の技術

の移転先、共同研究先の発掘等を実施した。これまでの活動に加え、機

構内での地域実証型研究開発プロジェクトへのアドバイザーとして、プロ

ジェクトに対するアドバイス等実践的な支援をしながら、プロジェクトに伴

走した。 
 新型コロナウイルスの急激な感染拡大を受け、令和 2 年 6 月に機構が

開催したオープンシンポジウムにおける各方面の有識者からの示唆を元

に、令和 3 年度から開始する委託研究として、“ウイルス等感染症対策に

資する情報通信技術の研究開発”を計画し、令和 2 年 11 月から 12 月に

公募した。緊急性の高い課題であることから、機構内の各種取組みと連

携し、短時間での公募の開始を実現した。また、機構の自主研究成果の

社会実装を推進するため、機構で発行している“新型コロナウイルス対策

への貢献が期待される機構の研究開発・社会実証の取組”を元に、委託

研究で提供できる技術を検討・調整し、技術集としてリスト化し、希望者

に配布した。複数の提案者が機構の技術を活用して委託研究を提案し、

機構の技術を活用した提案が 1 件採択された。 
 xData プラットフォームを活用したデータ連携分析アプリのユーザ開発環

境 xData Edge を開発し、環境問題対策の社会実証等で、実証パートナ

ーのデータやノウハウを生かした共創型のアプリ開発による課題解決を

実践した。xData プラットフォームを活用した利用者巻き込み型のアプリ

開発により、技術開発のパートナーシップからデータ連携による課題解

決のパートナーシップへとフォーメーション構築を進化させた 
 機構の地方拠点等を活用しつつ、オープンイノベーション創出につなが

る人材交流・育成及び地域課題の発見を目的としたアイデアソンを、コロ

ナ禍の影響から完全リモートにより開催した(金沢:令和2年10月10日、

仙台:令和 3 年 3 月 7 日)。地域で活動している民間企業等との連携を図

り、幅広い発想による連携課題の検討を行うことなどオープンイノベーシ

ョンの拠点としての人材育成にも取り組んだ。仙台でのアイデアソンで

は、理工系以外の大学生の参加も多く、ICT関連技術と人文科学的側面

を融合させ、地域の課題を発見し、それを解決する工学的手法を組み合

わせたアイデアソンを実施するなど、地域における人材交流および育成

を実施した。 
 新たな分野として注目されている、量子計算や量子通信に代表される量

子 ICT 分野で活躍する人材を育成するため、NQC(NICT Quantum Ca
mp)を令和 2 年度から開始した。機構がカバーする分野だけでなく、大

学、企業の方々を講師、アドバイザーに招き、量子 ICT の網羅的な学習

を可能にした。専門家からの講義を中心とした 1)量子 ICT 人材育成プロ

グラム(受講者 30 名)に加えて、研究活動を通じた量子 ICT 研究者の育

成を図る 2) 探索型/課題解決型人材育成プログラム(研究課題 2 件)を
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また、2030 年頃の

実現が見込まれる次

世代通信技術 Beyon
d 5G について、民間

企業や大学等産学官

のプレイヤーによる要

素技術確立に向けた

公募型研究開発プロ

グラムを実施するた

め、革新的情報通信

技術研究開発推進基

金を設置する。 
 

実施した。 
 成果の最大化のための業務をオープンイノベーション推進本部に一元化

したことにより、複数の研究所やセンターにまたがる調整業務を集約する

ことができ、研究者の負担軽減の効果が得られている。また、外部の研

究者の受け入れ(協力研究員 460 名、研修員 50 名、招へい専門員 39
名)や民間企業からの人材登用(出向者として43名)、連携大学院制度に

基づく教員の派遣(23 名)等の人材交流を行った。 
 平成 28 年度補正予算（第 2 号）により追加的に措置された交付金を活

用し、AI 関連データ共同利用設備・実証環境である AI データテストベッ

ドを整備。令和元年 5 月から運用を開始し、AI 及び ICT 分野の研究開

発等に利用可能な 8 ジャンル、50 件のデータセットを公開基盤から公開

している（令和 2 年度末現在）。令和 2 年度に公開した巨大言語モデル

BERT は約 10 ヶ月で 2,743 件ダウンロードされ多くの研究者に活用され

ている。 
 AI データテストベッドについては利活用基盤の一環として、単なるデータ

ベース検索でなく、データセットの利活用イメージを AI の専門家以外の

利用者に分かりやすく提示するための、アプリを開発。その第一弾とし

て、令和 3 年 1 月に、データ公開用 Web サイト掲載の qiCCA ライブラリ

を深層学習の画像認識タスクに適用したサンプルアプリを作成・公開 し
た。 

 総務省と連携し、オールジャパン体制で翻訳データを集積する「翻訳バ

ンク」を運用し、各組織から翻訳データを集積した（令和 2 年度末現在 8
3 組織が参加）。また、認知度向上のため「自動翻訳シンポジウム」を令

和 3 年 3 月、視聴者数 600 人超の規模でオンライン開催した。 
 ASEAN 域内の研究機関や大学等とのバーチャルな研究連携組織とし

て平成 27 年 2 月に設立した ASEAN IVO（ICT Virtual Organization 
of ASEAN Institutes and NICT）の活動を推進し、新規 5 機関の加入

を得て全 68 機関へと発展させた。この体制の下で国際共同研究プロジ

ェクト 17 件（前年度からの継続：13 件、今年度開始：4 件）を推進し、電

離圏観測技術やビッグデータ統合処理技術等、機構の研究開発成果の

ASEAN 地域共通の社会課題解決への適用や国際展開に向けて、ASE
AN の研究者と共に取り組んだ。 

 日欧の国際共同研究についてはイノベーションを加速するため、今後予

定されている第 6 弾公募の研究課題の採択を目指し、有識者の参加を

得てオープンに議論を行う日欧国際共同シンポジウムの開催に向けて、

欧州委員会及び総務省との調整を行った。 
 日米の国際共同研究については、先端的、萌芽的、革新的な技術探索

と研究先導を目的とする、計算論的神経科学領域（CRCNS）のプロジェ

クト 1 件を開始したほか、ネットワーク領域（JUNO2）の 5 件のプロジェク

トを引き続き推進した。日米の有識者による日米ワークショップを開催し

て、JUNO2後継プログラムの研究課題についてオープンに議論を行い、

今後研究すべき課題を明確化した。 
 台湾の国家実験研究院（NARLabs）との共同ワークショップを開催し、日

台間で連携すべき研究課題について議論した結果、光通信、宇宙天気、

サイバーセキュリティの 3 テーマについて研究連携を合意した。双方の

審査委員会による審査の結果、第 2 弾として 3 件の日台共同研究プロ

ジェクトを採択した。 
 スマート IoT 推進フォーラムでは、同フォーラムの事務局として IoT 分野

における産学官連携の中心的な役割を果たしつつ、複数の分科会での

議論をリードし、イノベーション創出に向けた産学官連携に積極的に取り

組んだ。 
 AI 戦略 2019 を踏まえ、AI 関連の研究力をさらに向上させ、研究成果の
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最大化のためには、地方

公共団体を含めた産学

官の幅広いネットワーク

形成や情報の収集・蓄

積・交換、共同研究、標

準化、社会実装、研究成

果・技術移転事例の蓄積

等を推進するための産学

官連携拠点としての機能

を果たすことが重要であ

ることから、仙台における

拠点を中心として、我が

国全体の耐災害ＩＣＴ分野

の社会実装も対象にしつ

つ、これらの取組を積極

的に行うものとする。また

同時に、産学官連携の場

の活動にも活発に寄与す

るものとする。 
また、災害発生時の円

滑な災害医療・救護活動

に貢献するため、関係機

関との共同研究等を行う

ことにより、災害時を想定

したＩＣＴシステムの具体

的な標準モデルやガイド

ラインの策定等を通じて

社会実装を促進するもの

とする。 
 

て、外部研究機関との

連携を強化する。さら

に、研究開発成果の

社会実装に向けて、

地方公共団体を含め

た産学官の幅広いネ

ットワーク形成、耐災

害ＩＣＴに係る知見・事

例の収集・蓄積・交

換、研究成果・技術移

転等の蓄積及び地方

公共団体等の利用者

ニーズの把握のた

め、耐災害ＩＣＴに係る

協議会等の産学官連

携活動に積極的な貢

献を行う。 
加えて、耐災害ＩＣＴ

に係る研究開発成果

を活用した実証実験

の実施、地方公共団

体が実施する総合防

災訓練等における研

究開発成果の活用・

展開及び災害発生時

の円滑な災害医療・

救護活動等に貢献す

るためのＩＣＴシステム

の標準モデルやガイド

ラインの策定に関する

取組等を通じて、耐災

害ＩＣＴに係る研究開

発成果の社会実装の

促進を図る。 
 

推進や社会実装に役立て

ていく。 
研究成果の社会実装を促

進するため、様々な防災

訓練や展示等を通じ、技

術やその有効性のアピー

ルを行う。 
 

（NEC)が本年度 7 月から商用サービスの提供を開始した。 
 大学・研究機関等の外部機関との連携による耐災害 ICT 技術等の研究

推進として、東北大学との連携に基づく災害時を含む厳しい環境下にお

ける群ロボット制御用無線通信技術の研究開発において、1 ホップ通信

が困難な環境（タフ環境）でのロボット遠隔制御に必要な 1 ms 以下の低

遅延無線中継通信技術のハードウェア開発を実施した。また、東北大

学、企業等と共同応募したNEDO「ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化

研究開発事業／先導研究（3 年間 2 億円）」に採択された。Massive Co
nnect IoT 環境における高密度・非直交多元接続技術 (NOMA)の基盤

的研究として、上り回線 NOMA における送信機間送信時刻同期や搬

送波周波数同期の不完全性について検討を行った他、各端末送信信号

の時分割プリアンブル構成を提案し，ビット誤り率特性が改善できること

を示した。更に、東北大学との新たな連携として、「The Greenest Area
構想」の課題探索型研究に取り組んだ。 
大学・企業の研究者・技術者と連携して形成した大規模災害発生時に通

信ネットワーク・情報処理技術を活用して遠隔地から被災地を支援する

ためのコミュニティにおいて、救護所の被災者計数データの電子化等、I
CT で遠隔から被災地を支援する広域ネットワーク防災訓練の実施に向

け研究ワークショップを開催し、今後の課題に関する議論を実施した。 
大学等との共同研究を 30 件（新規 8 件）実施した。その中で、地域連携

研究推進にむけ整備した LPWA 搭載型無線端末装置（地域 IoT オープ

ンプラットフォーム）を用いた東北地域の大学等との地域課題解決に向

けた連携・実証研究として、3 件(新規 2 件)の共同研究を推進、東北大

学とのマッチング研究支援事業 6 件（新規 4 件)を推進するなどして耐災

害技術の研究開発を行った。また、東北大学との連携の下、宮城県女川

町で航跡波による船舶接近検知や LPWA による正規船特定と組み合わ

せ、不審船自動監視システムを開発した。さらに、海外のルーラルエリア

での NerveNet 技術の活用として、ASEAN IVO のプロジェクトとして実

施した耐災害性分散ネットワークによる情報通信基盤構築（スリランカ）、

災害に強い e-Access ネットワークプラットフォーム構築（ネパール）、エッ

ジコンピューティングとメッシュネットワークによる災害状況把握（マレーシ

ア・ミャンマー・タイ）等において、コロナ禍の状況下で、オンライン等の手

段を駆使して現地スタッフでの運用、保守等実施体制を構築し、NerveN
et 及び LPWA センサネットワークの技術が活用された。 

 協議会活動等の産学官連携として、耐災害性が強化された ICT の急速

な進歩等を踏まえ、「災害に強い情報通信ネットワーク導入ガイドライン」

を改訂し、第 2.1 版を公表した。3 月に「耐災害 ICT 研究シンポジウム～

耐災害 ICT からレジリエント ICT に向けて～」をオンライン開催し、耐災

害 ICT 研究に関する産学官連携・協力に基づく研究開発の促進・成果展

開や、ニーズ把握を含めた情報収集、意見交換、情報発信に努めた。 
研究成果の社会実装の促進として、大規模災害時に情報流通や通信信

頼性を確保できる地域通信ネットワーク技術として、白浜町地域内の地

理的に離れた複数拠点間を結んで一つの大きな地域自営網を形成し、

地域自営網内で展開・動作する分散クラウド上のサービスをどこからでも

利用できることをシステム実証した他、他の研究機関・企業と連携して開

発した防災チャットボット SOCDA の倉敷市、東京都江東区等での防災

訓練での実証実験の実施や神戸市では長期間の実証実験を継続して

いる（R01.08～）。また、令和 2 年台風第 10 号接近時に、ウェザーニュ

ーズが D-SUMM の商用ライセンスを受けて実施した自治体向け有償ト

ライアルも含めて広島県、三重県など様々な自治体で SOCDA が実活

用された。加えて令和 3 年 2 月の福島沖地震の際にも南相馬市にてＳＯ

ＣＤＡが実活用され、早期情報収集に貢献した。更に、ダイハードネットワ

等、機構内外の利用者にとり有益な技術

実証・社会実証につながる顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出が期待され

る実績が得られた。 
 
 
【産学官連携】 
 令和 2 年台風第 10 号接近時に、ウェ

ザーニューズが D-SUMM の商用ライ

センスを受けて実施した自治体向け有

償トライアルも含めて自治体でSOCDA
を実活用した。 

 1 ホップ通信が困難な環境でのロボット

遠隔制御に必要な 1ms 以下の低遅延

無線中継通信技術のハードウェア開発

し、東北大連携で女川町での継続的な

プロジェクト実施、香南市でのこれまで

の開発技術の採用など、自治体との連

携も実施している。 
 地域 ICT オープンプラットフォームを整

備し、東北地域の大学や自治体と連携

して、地域課題の解決に向けた実証実

験を推進した。 
 DISAANA、D-SUMMのビジネスライセ

ンスを供与したNECが商用サービスの

提供を開始した。 
 
等、耐災害 ICT 分野の産学官連携につ

ながる成果の創出や将来的な成果の創

出が期待される実績が得られた。 
 
 
【標準化】 
 「災害に強い情報通信ネットワーク導入

ガイドライン」の改訂を行った（令和 2年

6 月）。 
 
等、標準化につながる成果の創出や将

来的な成果の創出が期待される実績が

得られた。 
 
 
【国際展開】 
 NerveNet 等の技術を ASEAN IVO で

東南アジア諸国の災害対応システム等

に展開しているが、コロナ禍の状況で、

オンライン等の手段を駆使して現地ス

タッフでの運用、保守等実施体制を確

立する等の努力を行っている。 
 

等、研究開発成果の国際的普及や日本

企業の競争力強化につながる成果の創

出や将来的な成果の創出が期待される

供を開始しており、

社会課題の解決及

び社会実装につな

がる取組において

成果の創出が認め

られる。 
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最大化につながることか

ら、引き続き活発な国際

展開の取組を行うものと

する。一方、東南アジア

諸国に関しては、機構が

これまで培ってきた研究

連携ネットワークを基礎と

して、研究開発成果の国

際展開に向けて一層のリ

ーダーシップを発揮する

ものとする。 
さらに、海外拠点を一

層活用することで、従来

の海外情報収集や人材

交流、研究協力だけでな

く、研究開発成果の最大

化の観点を十分に踏ま

え、戦略的な研究協力推

進や研究開発成果の相

手国・地域への展開・社

会実装、日本企業の海外

展開支援等に取り組むも

のとする。この取組に際

しては、国際展開の対象

とする研究開発の分野等

について重点的な取組を

推進するものとする。 
 

展開できるよう、在外

公館や関係機関との

連携・協力のもとで機

構の研究開発成果を

展開・社会実装するた

めの実証実験を計画

的に推進する取組を

行う。 
米国や欧州等の先

進国に関しては、これ

らの国との政策対話

や科学技術協力協定

のもとでの国際調整を

円滑に進め、標準化

や制度化において機

構の技術が採用され

ることが機構の研究

開発成果の最大化に

つながることから、引

き続き日米、日欧で連

携し共同で研究開発

課題を公募するスキ

ームの活用等により、

共同研究開発を推進

する。 
一方、東南アジア諸

国に関しては、これま

で機構が培ってきた研

究連携ネットワークの

活動においてリーダー

シップを発揮し、共通

の課題解決を目指し

た国際共同研究プロ

ジェクトを推進する。 
このような国際的な

活動を推進するため、

ボトムアップの提案に

基づく国際展開を目

指すプログラムを実施

するなど、国際連携の

取組を重層化し、更に

機構の国際的なプレ

ゼンスを高めるため、

国際的な会議やフォ

ーラム等に積極的に

参加するほか、機構

自らによる国際セミナ

ーの開催や国際展示

会への出展等を行う。 
また、このような国

際的な活動を通じて、

公開情報のみでは得

ップを発揮し、東南アジア

諸国との連携強化や共通

の課題解決を目指した国

際共同研究プロジェクトを

継続する。 
研究開発成果の国際

展開を目指すボトムアッ

プからの提案を促す国際

展開を目的としたプログラ

ムを継続する。機構の国

際的なプレゼンスを高め

るため、総務省主催の二

国間会議等の政府関係

会議も含め、国際的な会

議やフォーラム等に積極

的に参加するほか、機構

自らによる国際セミナー

の開催や国際展示会へ

の出展等を行う。 
また、こういった国際的

な活動を通じて、公開情

報のみでは得られない海

外情報を収集して蓄積す

るとともに、得られた情報

を分析して機構の研究開

発戦略の検討に資する。 
北米、欧州、アジアの各

連携センターは、機構の

国際展開を支援するため

のハブとしての機能を発

揮する。そのため、各連

携センターでは、研究開

発成果の国際展開につな

がる取組を自ら実施する

とともに、機構内の連携を

強化する。機構の研究開

発についての情報発信、

機構と海外の機関との研

究交流や連携の促進に

取り組む。また、機構の研

究開発成果の国際展開を

目指す国際実証実験を実

施する際には、特に相手

国・地域の実情に即した

対応や調整を行う。 
 

ブ上で開催し、ASEAN 地域共通の課題である環境保護、防災、食糧、

健康・福祉、安全・スマートコミュニティ等の分野を対象に、38 件の提案

が紹介され、その後、プロジェクト募集と審査を経て 5 件を採択。 
 研究開発成果の国際展開を目指す提案を機構内で募り、審査・採択して

実施するプログラム「国際展開ファンド」を継続し、タイ、フィリピン、ブル

ネイ、ミャンマーの４研究機関とのフィールドにおける自立型 IoT システ

ム開発など 7 件を実施した。 
 機構の国際的なプレゼンスを高めるため、ASEAN IVO Forum 2020
のほか、台湾 NARLabs との第１回共同ワークショップや米国 NSF と共

同の Workshop on Programmable Networking をいずれもオンライン

で開催した。 
 各連携センターにおいては、米業界団体の主催するボットネット対策に

関する国際パネルにおいてサイバーセキュリティ関連の取組（NICTER
及び NOTICE）を紹介し、フランスにおいて多言語音声翻訳技術に関す

るオンライン講演を実施したほか、タイ科学技術博（タイ）への光デバイス

や宇宙天気等の出展を行うなど、機構の研究開発成果を海外にアピー

ルした。 
 また、北米、欧州、アジアの各連携センターでは、各連携センター自ら入

手した情報を速やかに役職員に提供したほか、研究所の要望に基づく形

で情報収集を行い機構内の連携を強化した。特に重要な技術分野につ

いては、北米及び欧州における研究開発動向の調査を実施した。 
 新型コロナウイルス感染症の世界的な大流行に伴い各連携センターの

各種活動は制限を受けたが、オンライン上の研究集会に積極的に参加

等を行った。 
 当機構に来訪した海外の方々向けに、本部展示室において英語による

説明実施 及び展示物解説の日英併記の充実を行った。また令和元年

度から、本部構内 2 ヶ所（日本標準時展示室、航空機搭載合成開口レー

ダー展示エリア）を対象とした英語解説付き見学ツアーの実施を始めた。

展示室および見学ツアーの英語対応団体見学数は 45 組（平成 31 年 4
月～令和 2 年 1 月。2 月以降は、COVID-19 のため、見学者無し）。  

 海外への発信が効果的な案件については、英文による報道発表を13件

（予定を含む）行うとともに、米国科学振興協会（AAAS）が提供するオン

ラインサービスを使って投稿するなどPRに努めたところ、海外メディアか

ら直ちに反響があり、速報として掲載された。 
 広報誌「NICT NEWS」（英語版を含む）では、昨年度に引き続き、外部

向けの視点をより重視した、トピックスページの一層の活用に努めた（直

近のプレス記事、受賞者紹介など）。「NICT NEW」英語版は、引き続き

ウェブ公開版にて発行した。 
 海外向けに、より幅広い機構の研究活動等の情報発信となるよう、英文

機関誌 「NICT REPORT」（年 1 回発行、電子ブック及び PDF ）を 1 月

4 日に発行した。機構の研究成果・活動紹介・研究成果ハイライト等に加

え、昨年度に引き続き、海外拠点の紹介等のマガジン的な要素も織り交

ぜた。 
 刊行物については、掲載と同時に機構公式ツイッターへ投稿（英）し、引

き続き周知に努めた。また、広報誌「NICT NEWS」（英語版）の配信先

に「NICT REPORT」の発行を配信するとともに、さらに海外に向けアピ

ールすべく、昨年度試験的に作成した冊子版が好評だったため、本年度

から ISSN を取得し、冊子版を定期刊行物として発行化し、リーフレット、

URL・QR コード付カードについても昨年度同様作成した。 
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項目別評価調書 No.６ 

 
 

機会を確保するとともに、

同法第 14 条に規定する

重要社会基盤事業者及

びその組織する団体並び

に地方公共団体につい

ても、サイバー攻撃によ

り国民生活等に与える影

響の大きさに鑑み、より

多くの受講機会を確保で

きるよう配慮する。あわ

せて、対象者に応じた演

習内容の多様化など、演

習の充実に向けた取組を

推進する。 
 

年法律第 104 号）第 1
3条に規定する全ての

国の行政機関、独立

行政法人及び指定法

人の受講機会を確保

するとともに、同法第

14 条に規定する重要

社会基盤事業者及び

その組織する団体並

びに地方公共団体に

ついても、サイバー攻

撃により国民生活等

に与える影響の大きさ

に鑑み、より多くの受

講機会を確保できるよ

う配慮する。また、演

習内容については、

対象者に応じた演習

シナリオを用意するな

ど、対象者のサイバー

攻撃への対応能力向

上に向けた柔軟な取

組を推進する。 
 

法人及び指定法人の受

講機会を確保するととも

に、同法第 14 条に規定

する重要社会基盤事業者

及びその組織する団体並

びに地方公共団体につい

ても、サイバー攻撃により

国民生活等に与える影響

の大きさに鑑み、より多く

の受講機会を確保できる

よう配慮する。また、演習

内容については、サイバ

ー演習自動化システム「C
YDERANGE」の演習環

境自動構築機能等を活用

することにより、国の行政

機関、独立行政法人、指

定法人、地方公共団体、

重要社会基盤事業者等

向けに対象者のサイバー

攻撃への対応能力向上

に向けた柔軟な取組を推

進する。 
 

 受講申込受付開始(7/1)から最短の 5 カ月で申込人数 3,000 人を達成

したが、令和 3 年 1 月以降に発令された緊急事態宣言による受講キャ

ンセル等のため目標未達となる。 
「CYDER」の各演習内容は下記のとおり 
【コース別のシナリオを用意】 
 初級 A コース：CSIRT（Computer Security Incident Response Tea

m）アシスタントレベルの受講者向け 
初歩的なインシデント対応力の習得を目指し、マルウェア感染シナリオ等

を内容とする実機演習を実施した。 
 中級 B コース：CSIRT メンバーレベルの受講者向け 
行政機関や民間企業の実際のネットワーク環境を模擬した演習環境下

において、攻撃者からのマルウェア付きメールを発火点として攻撃者に

侵入されてしまうシナリオ、又は不正アクセスされたクラウドサービスを発

火点として攻撃者に侵入されてしまうシナリオを内容とする実機演習を実

施した。 
「CYDER」の演習開催結果は下記のとおり 
 全国 47 都道府県において、8 月から合計 106 回(当初予定は 100 回)

の演習を実施し、2,648 人が受講した。 
 
＜サイバーコロッセオ＞ 
「サイバーコロッセオ」においては、主に以下のような取り組みを行った。 
 新型コロナ感染症および、東京 2020 大会の延期を受けて、日程を順延

し、コロッセオカレッジの一部でオンライン受講併用を導入した（受講者が

選択）。 
 コロッセオ演習では、WEB サービスレイヤーへの攻撃中心の中級 A 演

習の演習内容を改定し、攻防戦形式の演習へ深化させた。 
 コロッセオカレッジでは、全 20 科目中 10 科目でオンライン受講併用方

式を導入すると共に、全科目で時節に応じた講義内容の改修を実施し

た。 
「サイバーコロッセオ」の各演習内容は下記のとおり。 
 「コロッセオ演習」：受講者の習熟度や業務の性質等に合わせて、初級・

中級・準上級コースを設定 
− 初級 A/B コース：CSIRT アシスタントレベル等の受講者向け （1 日

間、A 1 回/B 1 回開催） 
基礎講義と合わせ、初級 A ではWEB 改ざん被害対応、初級 B では

情報漏洩被害対応の実機演習を１日かけて実施した。 
− 中級 A/B コース：CSIRT メンバーレベル等の受講者向け （1 日間、

A 1 回/B 2 回開催） 
中級 A は Web サイトへの擬似攻撃体験、仮想攻撃の痕跡解析、防

御方法の検討を行う。中級 B はメインネットワークへの攻撃、マルウ

ェア感染等への被害対応の実機演習を 1 日かけて実施した。 
− 準上級コース：データ解析者（※）レベルの受講者向け （2日間、A 2

回/B 1 回/C 2 回開催） 
準上級 A、準上級 B では、それぞれツールを用いて CTF 形式で模

擬環境を攻撃する攻撃主体の演習を実施し、準上級 A ではさらに仮

想攻撃の痕跡解析も実施した。準上級C では攻撃を運営側が行い、

受講者は BCP（事業継続計画）を意識し自組織ネットワークサービス

を守る防御専門の攻防戦演習を実施した。 
※「データ解析者」:ネットワークに侵入したボットやワーム等のマルウ

ェアを発見し、そのデータから、挙動などを解析することが可能なレベ

ルのセキュリティ人材 
 「コロッセオカレッジ」(20 科目) 

コロッセオ演習と連携する初・中・準上級の補助講義、コース間ステップ

業務運営が極めて着実に実施されたた

め、評定を「S」とした。 
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項目別評価調書 No.６ 

 
 

としては、CYDER、SecHack365 等の人

材育成事業の質の向上に努め、ウィズコ

ロナ・ポストコロナ時代における、新たな

価値観を有するセキュリティ人材、ICT の

研究開発人材の育成のために積極的に

推進していく所存である。 
 
（課題） 
我が国唯一の ICT 分野を専門とする公

的研究機関として、引き続き、ICT 分野

の基礎的・基盤的な研究開発等を着実

に進めるとともに、企業等と連携し技術

シーズの実用化・事業化を推進すること

を期待。特に、地方の抱える様々な課題

の解決に向け、研究開発の成果の展開

を大学、自治体、民間企業といった様々

なステークホルダーの垣根を超えて取り

組むことを期待。 
（対応） 
上記課題に対し、データ連携・利活用に

よる地域課題解決のための実証型研究

開発を公募し、大学や企業等が連携して

実施し、機構のテストベッドを活用する提

案が4件採択され、うち1件は機構の研究

開発成果を活用している。また、ウイルス

等感染症対策に資する情報通信技術の

研究開発について、ウイルス等感染症対

策に資する機構の研究成果をリストとし

て配布した結果、機構の研究開発成果を

活用した複数の課題が提案され、最終的

に1件の課題が採択された。これらによ

り、機構の有する基礎・基盤的な技術、

研究設備等のリソースの強みを活かしな

がら、民間企業が有するリソースを組み

合わせ、様々なステークホルダーの垣根

を超えて社会課題・地域課題の解決に向

けて取り組んだ。 
 
（課題） 
研究開発成果を最大化するため、引き続

き、国内外の産業界、大学、自治体等と

の連携を促す取組を幅広い事項におい

て組織的に実施されることを期待。また、

総務省（全国の各総合通信局）との連携

のもと、地方経済も見据えた、さらなる地

方との連携に期待。  
（対応） 
引き続き、委託研究、共同研究等の多面

的な研究開発スキームによる産業界や

大学等との連携により、研究開発成果の

最大化に取り組んだ。 
地方の抱える様々な課題の解決に向

け、令和2年度はデータ連携・利活用によ
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チャーを支援する

団体等との連携を

通じて、情報提供

及び交流の機会

提供等の支援を

行うものとする。 
さらに、機構の

研究開発成果の

社会実装や機構

が有する知的財

産権の社会還元

を目指す観点か

ら、自治体や地域

においてベンチャ

ーを支援する団体

等との連携の枠

組みを有効に活

用するものとす

る。 
情報通信ベンチ

ャーに対する情報

提供及び交流事

業については、実

施の結果、ベンチ

ャーの創業や事

業拡大にどの程

度の貢献があった

かといった成果に

関する客観的か

つ定量的な指標

により成果を把握

するものとする。 
 

業化等を促進する。そ

の際、次の点に留意す

る。 
有識者やサポーター

企業による情報の提

供、助言・相談の場を

提供するとともに、情報

通信ベンチャーによる

ビジネスプランの発表

会や商品・サービス紹

介等のイベント等を通

じたマッチングの機会

を提供する。 
また、全国の自治体

やベンチャー支援組

織・ベンチャー団体等と

の連携の強化により、

効率的・効果的な情報

の提供や交流の機会

の提供を図る。 
これらの取組により、

イベント等を毎年 20 
件以上開催し、そのう

ち年 2 回以上のイベン

トにおいて、機構の知

的財産等の情報提供

を実施する。特に、事

業化を促進するマッチ

ングの機会を提供する

イベントは、その実施

後 1 年以内において具

体的なマッチング等商

談に至った割合が 5
0％以上となることを目

指す。 
イベントについて、参

加者に対して有益度に

関する調査を実施し、4
 段階評価におい 
て上位 2 段階の評価

を 70％以上得ることを

目指すとともに、得られ

た意見要望等をその後

の業務運営に反映させ

る。 
インターネット上に開

設したウェブページ「情

報通信ベンチャー支援

センター」について、情

報内容を含め、そのあ

り方を随時検討する。 
 

ップの発掘をする。 
ICT スタートアップ

によるビジネスプラン

の発表会や商品・サ

ービス紹介などのマ

ッチングの機会を提

供する。毎年 3月、東

京で開催している「起

業家甲子園」及び「起

業家万博」について、

各地域のスタートアッ

プエコシステムの活

性化のため、事前の

ブラッシュアップセミ

ナーを含めその開催

のあり方を検討し、イ

ベントの魅力向上を

図り充実させる。 
全国の自治体やベ

ンチャー支援組織・ベ

ンチャー団体等との

連携を強化し、ICT 
スタートアップの発

掘・育成に取り組むこ

ととし、地域発 ICT 
スタートアップに対す

る自治体とのマッチン

グ機会の提供を含め

た情報の提供や交流

の機会の提供を図

る。 
イベントを年間 20

件以上開催し（うち年

2 回以上のイベントに

おいて、機構の知的

財産等の情報提供を

実施する）、特に、事

業化を促進するマッ

チングの機会を提供

するイベントについて

は、その実施後 1 年
以内において具体的

なマッチング等商談

に至った割合を 50%
以上となるよう、関係

企業の参加を積極的

に募るとともに、その

後の状況を定期的に

把握する。 
イベント参加者に

対して「有益度」に関

する調査を実施し 4 

報提供及び

交流の機会

提供等の支

援 を 行 っ た

か。 
 イベントを年

間 20 件以上

開催したか。 
 事業化を促

進するマッチ

ングの機会を

提供するイベ

ントについて

は、関係企業

の参加を積

極的に募ると

ともに、その

後の状況を

定期的に把

握したか。 
 機構の研究

開発成果の

社会実装や

機構が有す

る知的財産

権の社会還

元を目指した

か。 
 「有益度」に

関する調査

し、得られた

意見要望等

をその後の業

務運営に反

映させたか。 
 ウェブページ

「情報通信ベ

ンチャー支援

センター」に

ついて、あり

方を検討した

か。 
 
＜指標＞ 
 イベント開催

件数 
 マッチング等

商談に至った

割合 
 「有益度」調

査おける上位

２段階の評価

の割合（ベン

援組織・団体等と連携し、地域における ICT スタートアップ発掘イベントを 20件連

携・実施した。これらには、「ICT メンタープラットフォーム」の ICT メンターも参画

し、発掘した ICT スタートアップに対するメンタリング等を実施した。 
 上記のほか、講演会やブラッシュアップセミナー等を 8 件連携・実施し、若手人材

の発掘やビジネスプランへのアドバイス等を行った。  
 「起業家甲子園」出場者を対象として、グローバル志向のスタートアップマインドの

醸成とより実践的なスキルの向上を図るため、「シリコンバレー起業家育成プログ

ラム（令和 3 年 2 月）」をオンラインにて実施した。  
 「起業家甲子園」、「起業家万博」、地域連携イベント等を含め、講演会・セミナー

等、年間 38 件のイベントを連携・開催した。（このうち、「CEATEC 2020（令和 2
年 10 月）」及び「ILS 2021（令和 3 年 3 月）」において、機構の研究開発成果の

社会実装や機構が有する知的財産権の社会還元を目指し、機構発ベンチャーの

出展を通して、機構の知的財産等の情報提供を実施した。） 
 令和元年度起業家万博出場者等に対し、「CEATEC 2020（令和 2 年 10 月）」及

び｢ILS（令和 3 年 3 月）｣への出展機会を提供し、ビジネスマッチングの充実を図

った。 
 「起業家甲子園」及び「起業家万博」の大会当日は、協賛企業（28 社）との今後の

交流・マッチングを促進するため附設の展示会場において、ビジネスプランの紹

介等を行うブースやパネル展示を行う等、ビジネスマッチングの機会を提供した。 
 令和 2 年度に実施した事業化を促進するマッチングの機会を提供するためのイ

ベント実施後に、令和元年度起業家万博出場者に対して実施したアンケートの結

果で、目標の 50％以上を上回る 100%の社が新規取引先の開拓等につながった

との回答を得た。 
 イベント毎に行った参加者への「有益度」に関する調査では、目標の 70%以上を

大きく上回る 96.2%の回答者から 4 段階評価において上位 2 段階の評価を得

た。アンケートから得られた意見要望については、地域イベントの進め方の検討

に資する等、業務に反映させた。 
「ICT スタートアップ支援センター」において、ICT スタートアップに有益な情報提供

の充実を図るべく、全国各地で連携・開催した地域連携イベントの状況を速やか

に配信したほか、Facebook ページを活用したタイムリーな情報発信や「起業家甲

子園」及び「起業家万博」のビデオライブラリの公表等を実施し、情報内容の一層

の充実を図るとともに、そのブランディング向上のための PR に努めた。 
 

状況について、目標の 50%以上を上

回る 100%の社が新規取引先の開

拓等につながった。 
 
 展示会への出展機会を提供し、ビジ

ネスマッチングの充実を図った。 
 
 機構発ベンチャーに対し、ビジネスマ

ッチングの機会の提供を行った。 
 
 「有益度」調査における上位2段階の

評価の割合は、目標の 70%以上を

大きく上回る 96.2%の評価を得られ

た。要望点等については、検討・反映

を行った。 
 
 「ICT スタートアップ支援センター」で

は、ICT スタートアップに有益な情報

提供の充実を図るべく地域連携イベ

ントの状況を速やかに配信等したと

ともに、ブランディング向上のための

PR に努めた。 
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  受託経費 2,864 2,734 △ 130   

  一般管理費 - - -   

計 6,547 6,247 △ 301   

      
区      分 ｂ．統合ＩＣＴ基盤分野 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 5,050 5,050 -   

  施設整備費補助金 8,638 5 
△ 

8,634 
注 2 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  
革新的情報通信技術研究開発推進基

金補助金 
- - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  事業収入 - - -   

  受託収入 1,199 4,373 3,175 注 4 

  その他収入 33 39 6 注 6 

計 14,920 9,463 
△ 

5,457 
  

支出         

  事業費 6,108 5,679 △ 429   

   研究業務関係経費 6,108 5,679 △ 429   

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

  
 民間基盤技術研究促進業務関係経

費 
- - -   

  施設整備費 8,638 5 
△ 

8,634 
注 2 

  受託経費 1,199 4,135 2,936 注 4 

  一般管理費 - - -   

計 15,944 9,818 
△ 

6,126 
  

      
区      分 ｃ．データ利活用基盤分野 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 17,808 17,808 -   

  施設整備費補助金 90 - △ 90 注 1 
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情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  
革新的情報通信技術研究開発推進基

金補助金 
- - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  事業収入 - - -   

  受託収入 538 1,291 753 注 4 

  その他収入 51 83 32 注 6 

計 18,487 19,182 695   

支出         

  事業費 19,789 8,262 
△ 

11,528 
  

   研究業務関係経費 19,789 8,262 
△ 

11,528 
注 2 

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

  
 民間基盤技術研究促進業務関係経

費 
- - -   

  施設整備費 90 - △ 90 注 1 

  受託経費 538 1,304 766 注 4 

  一般管理費 - - -   

計 20,418 9,565 
△ 

10,852 
  

      
区      分 ｄ．サイバーセキュリティ分野 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 1,931 1,931 -   

  施設整備費補助金 8,518 - 
△ 

8,518 
注 2 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  
革新的情報通信技術研究開発推進基

金補助金 
- - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  事業収入 - - -   

  受託収入 17 133 116 注 4 

  その他収入 11 20 9 注 6 
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計 10,477 2,084 
△ 

8,393 
  

支出         

  事業費 2,648 2,509 △ 139   

   研究業務関係経費 2,648 2,509 △ 139   

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

  
 民間基盤技術研究促進業務関係経

費 
- - -   

  施設整備費 8,518 - 
△ 

8,518 
注 2 

  受託経費 17 175 158 注 4 

  一般管理費 - - -   

計 11,183 2,684 
△ 

8,498 
  

      
区      分 ｅ．フロンティア研究分野 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 3,745 3,745 -   

  施設整備費補助金 2,000 - 
△ 

2,000 
注 2 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  
革新的情報通信技術研究開発推進基

金補助金 
- - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  事業収入 - - -   

  受託収入 569 1,098 529 注 4 

  その他収入 27 37 9 注 6 

計 6,341 4,879 
△ 

1,462 
  

支出         

  事業費 9,252 8,054 
△ 

1,198 
  

   研究業務関係経費 9,252 8,054 
△ 

1,198 
注 8 

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

   民間基盤技術研究促進業務関係経 - - -   
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費 

  施設整備費 2,000 - 
△ 

2,000 
注 2 

  受託経費 569 1,030 462 注 4 

  一般管理費 - - -   

計 11,821 9,085 
△ 

2,736 
  

      
区      分 ｆ．研究開発成果を最大化するための業務 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 6,862 6,862 -   

  施設整備費補助金 12,829 - 
△ 

12,829 
注 2 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
1,487 1,391 △ 96   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  
革新的情報通信技術研究開発推進基

金補助金 
30,000 30,000 -   

  電波利用技術調査費補助金 333 325 △ 8   

  事業収入 - - -   

  受託収入 279 607 328 注 4 

  その他収入 173 258 86 注 6 

計 51,963 39,444 
△ 

12,519 
  

支出         

  事業費 11,960 11,026 △ 934   

   研究業務関係経費 9,528 9,307 △ 222   

   通信・放送事業支援業務関係経費 2,432 1,719 △ 713 注 9 

  
 民間基盤技術研究促進業務関係経

費 
- - -   

  施設整備費 12,829 - 
△ 

12,829 
注 2 

  受託経費 279 761 482 注 4 

  一般管理費 7 0 △ 7 注 11 

計 25,075 11,787 
△ 

13,288 
  

      
区      分 ｇ．研究支援業務・事業振興業務等 

    予算額 決算額 差額 備考 
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収入         

  運営費交付金 331 331 -   

  施設整備費補助金 - - -   

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 456 439 △ 17   

  
革新的情報通信技術研究開発推進基

金補助金 
- - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  事業収入 49 33 △ 16 注 3 

  受託収入 8,943 1,661 
△ 

7,282 
注 5 

  その他収入 47 37 △ 10 注 7 

計 9,827 2,502 
△ 

7,326 
  

支出         

  事業費 915 806 △ 110   

   研究業務関係経費 363 318 △ 44 注 8 

   通信・放送事業支援業務関係経費 531 470 △ 61   

  
 民間基盤技術研究促進業務関係経

費 
21 17 △ 4 注 8 

  施設整備費 - - -   

  受託経費 8,943 1,662 
△ 

7,281 
注 5 

  一般管理費 6 8 3 注 12 

計 9,864 2,476 
△ 

7,388 
  

      
区      分 ｈ．法人共通(関係共通部） 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 1,962 1,962 -   

  施設整備費補助金 - - -   

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  
革新的情報通信技術研究開発推進基

金補助金 
- - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

127



項目別評価調書 No.９ 

 
 

  事業収入 - - -   

  受託収入 - - -   

  その他収入 0 148 147 注 6 

計 1,962 2,109 147   

支出         

  事業費 159 - △ 159   

   研究業務関係経費 159 - △ 159 注 8 

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

  
 民間基盤技術研究促進業務関係経

費 
- - -   

  施設整備費 - - -   

  受託経費 - 169 169 注 10 

  一般管理費 1,806 2,177 371 注 10 

計 1,965 2,345 380   

      
区      分 計 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 40,176 40,176 -   

  施設整備費補助金 32,075 89 
△ 

31,986 
  

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
1,487 1,391 △ 96   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 456 439 △ 17   

  
革新的情報通信技術研究開発推進基

金補助金 
30,000 30,000 -   

  電波利用技術調査費補助金 333 325 △ 8   

  事業収入 49 33 △ 16   

  受託収入 14,408 12,081 
△ 

2,327 
  

  その他収入 379 690 311   

計 119,364 85,224 
△ 

34,140 
  

支出         

  事業費 54,515 39,763 
△ 

14,751 
  

   研究業務関係経費 51,530 37,557 
△ 

13,973 
  

   通信・放送事業支援業務関係経費 2,963 2,189 △ 774   
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 民間基盤技術研究促進業務関係経

費 
21 17 △ 4   

  施設整備費 32,075 89 
△ 

31,986 
  

  受託経費 14,408 11,970 
△ 

2,438 
  

  一般管理費 1,819 2,185 366   

計 102,817 54,007 
△ 

48,809 
  

  注１  計画を見直し事業区分を変更したため 

  注２  翌年度に繰り越して使用するため 

  注３  事業収入が予定より下回ったため 

  注４  受託契約が予定を上回ったため 

  注５  受託契約が予定を下回ったため 

  注６  その他雑収入が予定を上回ったため 

  注７  その他雑収入が予定を下回ったため 

  注８  予定を下回る額で執行できたため 

  注９  事業費の支出が予定を下回ったため 

  注１０ 共通的・横断的に発生する経費を法人共通欄に計上したため 

  注１１ 一般管理費の支出が予定より下回ったため 

  注１２ 一般管理費の支出が予定より上回ったため 

      
一般勘定 

    
区      分 ａ．センシング基盤分野 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 2,487 2,487 -   

  施設整備費補助金 - 85 85 注 1 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  受託収入 2,864 2,918 53   

  その他収入 36 68 32 注 5 

計 5,387 5,561 174   

支出         

  事業費 3,683 3,428 △ 255   

   研究業務関係経費 3,683 3,428 △ 255   

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   
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  施設整備費 - 85 85 注 1 

  受託経費 2,864 2,734 △ 130   

  一般管理費 - - -   

計 6,547 6,247 △ 301   

      
区      分 ｂ．統合ＩＣＴ基盤分野 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 5,050 5,050 -   

  施設整備費補助金 8,638 5 
△ 

8,634 
注 2 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  受託収入 1,199 4,373 3,175 注 3 

  その他収入 33 39 6 注 5 

計 14,920 9,463 
△ 

5,457 
  

支出         

  事業費 6,108 5,679 △ 429   

   研究業務関係経費 6,108 5,679 △ 429   

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

  施設整備費 8,638 5 
△ 

8,634 
注 2 

  受託経費 1,199 4,135 2,936 注 3 

  一般管理費 - - -   

計 15,944 9,818 
△ 

6,126 
  

      
区      分 ｃ．データ利活用基盤分野 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 17,808 17,808 -   

  施設整備費補助金 90 - △ 90 注 1 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   
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  受託収入 538 1,291 753 注 3 

  その他収入 51 83 32 注 5 

計 18,487 19,182 695   

支出         

  事業費 19,789 8,262 
△ 

11,528 
  

   研究業務関係経費 19,789 8,262 
△ 

11,528 
注 2 

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

  施設整備費 90 - △ 90 注 1 

  受託経費 538 1,304 766 注 3 

  一般管理費 - - -   

計 20,418 9,565 
△ 

10,852 
  

      
区      分 ｄ．サイバーセキュリティ分野 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 1,931 1,931 -   

  施設整備費補助金 8,518 - 
△ 

8,518 
注 2 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  受託収入 17 133 116 注 3 

  その他収入 11 20 9 注 5 

計 10,477 2,084 
△ 

8,393 
  

支出         

  事業費 2,648 2,509 △ 139   

   研究業務関係経費 2,648 2,509 △ 139   

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

  施設整備費 8,518 - 
△ 

8,518 
注 2 

  受託経費 17 175 158 注 3 

  一般管理費 - - -   

計 11,183 2,684 
△ 

8,498 
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区      分 ｅ．フロンティア研究分野 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 3,745 3,745 -   

  施設整備費補助金 2,000 - 
△ 

2,000 
注 2 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  受託収入 569 1,098 529 注 3 

  その他収入 27 37 9 注 5 

計 6,341 4,879 
△ 

1,462 
  

支出         

  事業費 9,252 8,054 
△ 

1,198 
  

   研究業務関係経費 9,252 8,054 
△ 

1,198 
注 7 

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

  施設整備費 2,000 - 
△ 

2,000 
注 2 

  受託経費 569 1,030 462 注 3 

  一般管理費 - - -   

計 11,821 9,085 
△ 

2,736 
  

      
区      分 ｆ．研究開発成果を最大化するための業務 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 6,862 6,862 -   

  施設整備費補助金 12,829 - 
△ 

12,829 
注 2 

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
1,487 1,391 △ 96   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  電波利用技術調査費補助金 333 325 △ 8   

  受託収入 279 607 328 注 3 

  その他収入 173 258 86 注 5 
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計 21,963 9,444 
△ 

12,519 
  

支出         

  事業費 11,348 11,023 △ 326   

   研究業務関係経費 9,528 9,307 △ 222   

   通信・放送事業支援業務関係経費 1,820 1,716 △ 104   

  施設整備費 12,829 - 
△ 

12,829 
注 2 

  受託経費 279 761 482 注 3 

  一般管理費 - - -   

計 24,456 11,783 
△ 

12,673 
  

      
区      分 ｇ．研究支援業務・事業振興業務等 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 331 331 -   

  施設整備費補助金 - - -   

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 456 439 △ 17   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  受託収入 8,943 1,661 
△ 

7,282 
注 4 

  その他収入 16 6 △ 10 注 6 

計 9,747 2,438 
△ 

7,309 
  

支出         

  事業費 804 757 △ 46   

   研究業務関係経費 347 318 △ 29   

   通信・放送事業支援業務関係経費 456 439 △ 17   

  施設整備費 - - -   

  受託経費 8,943 1,662 
△ 

7,281 
注 4 

  一般管理費 - - -   

計 9,747 2,420 
△ 

7,327 
  

      
区      分 ｈ．法人共通(関係共通部） 
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    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 1,962 1,962 -   

  施設整備費補助金 - - -   

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
- - -   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 - - -   

  電波利用技術調査費補助金 - - -   

  受託収入 - - -   

  その他収入 0 148 147 注 5 

計 1,962 2,109 147   

支出         

  事業費 159 - △ 159   

   研究業務関係経費 159 - △ 159 注 7 

   通信・放送事業支援業務関係経費 - - -   

  施設整備費 - - -   

  受託経費 - 169 169 注 8 

  一般管理費 1,806 2,177 371 注 8 

計 1,965 2,345 380   

      
区      分 計 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  運営費交付金 40,176 40,176 -   

  施設整備費補助金 32,075 89 
△ 

31,986 
  

  
情報通信技術研究開発推進事業費補

助金 
1,487 1,391 △ 96   

  情報通信利用促進支援事業費補助金 456 439 △ 17   

  電波利用技術調査費補助金 333 325 △ 8   

  受託収入 14,408 12,081 
△ 

2,327 
  

  その他収入 348 659 311   

計 89,284 55,160 
△ 

34,124 
  

支出         

  事業費 53,791 39,712 
△ 

14,079 
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   研究業務関係経費 51,515 37,557 
△ 

13,958 
  

   通信・放送事業支援業務関係経費 2,276 2,155 △ 121   

  施設整備費 32,075 89 
△ 

31,986 
  

  受託経費 14,408 11,970 
△ 

2,438 
  

  一般管理費 1,806 2,177 371   

計 102,080 53,948 
△ 

48,133 
  

  注１ 計画を見直し事業区分を変更したため 

  注２ 翌年度に繰り越して使用するため 

  注３ 受託契約収入が予定を上回ったため 

  注４ 受託契約支出が予定を下回ったため 

  注５ その他雑収入が予定を上回ったため 

  注６ その他雑収入が予定を下回ったため 

  注７ 予定を下回る額で執行できたため 

  注８ 共通的・横断的に発生する経費を法人共通欄に計上したため 

     

基盤技術研究促進勘定 
    

区      分 計 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  事業収入 38 23 △ 15 （注１） 

  その他収入 29 28 △ 1   

計 67 51 △ 16   

支出         

  事業費 36 17 △ 19   

   研究業務関係経費 15 0 △ 15 （注２） 

  
 民間基盤技術研究促進業務関係経

費 
21 17 △ 4 （注２） 

  一般管理費 4 5 1 （注３） 

計 40 22 △ 18   

（注１）事業収入が予定より下回ったため 

（注２）予定を下回る額で執行できたため 

（注３）一般管理費の支出が予定を上回ったため 

      

債務保証勘定 
    

区      分 計 
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    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  事業収入 11 10 △ 1   

計 11 10 △ 1   

支出         

  事業費 73 30 △ 43   

   通信・放送事業支援業務関係経費 73 30 △ 43 （注１） 

  一般管理費 2 4 2 （注２） 

計 75 34 △ 41   

      
（注１）予定を下回る額で執行できたため 

（注２）一般管理費の支出が予定より上回ったため 

出資勘定 
    

区      分 計 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  その他収入 2 3 1   

計 2 3 1 （注１） 

支出         

  事業費 1 0 △ 1   

   通信・放送事業支援業務関係経費 1 0 △ 1 （注２） 

  一般管理費 0 0 0   

計 1 0 △ 1   

（注１）その他収入が予定より上回ったため 

（注２）予定を下回る額で執行できたため 

     

革新的情報通信技術研究開発推進基金勘

定 
    

区      分 計 

    予算額 決算額 差額 備考 

収入         

  
革新的情報通信技術研究宇開発推進

基金補助金 
30,000 30,000 -   

計 30,000 30,000 -   

支出         

  事業費 612 3 △ 609   

   通信・放送事業支援業務関係経費 612 3 △ 609 (注１） 

  一般管理費 7 0 △ 7 (注２） 
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から成果展開までを

実践的な視点で推進

するプロジェクト運営

を実現する。また、知

的財産の戦略的活用

等による成果展開や

社会実装に向かう流

れの加速を実現する

ための人材の確保・

育成に努めていく。 
部署間の連携研究

を通じた研究者として

の視野の拡大や、企

画戦略等に関する業

務経験を通じたマネ

ジメント能力の向上

等、職員の育成に努

めていく。 
テニュアトラック制度

等、若手研究者が挑

戦できる機会の拡大

とそのための制度及

び環境の整備を行う。 
直接的な研究開発

成果のみならず、研

究開発成果の普及や

社会実装に向けた活

動への貢献や、海外

経験及び国内外の機

関勤務経験等につい

ても適切に評価し、キ

ャリアに反映させる。 
職員の能力・成果等

について公正で透明

性の高い方法で評価

し処遇等に反映させ

る人事制度を確立す

る。その際、職員が携

わる業務の性格等を

勘案した上で、個人業

績評価を勤勉手当や

昇格等へ適切に反映

させるとともに、優れ

た業績に対して積極

的に報いる制度の改

善を図る。 
 

を実現するための人材の確

保・育成に努めていく。 
部署間の連携研究を通じ

た研究者としての視野の拡大

や、企画戦略等に関する業務

経験を通じたマネジメント能

力の向上等、職員の育成に

努めていく。 
テニュアトラック制度等、若

手研究者が挑戦できる機会

の拡大とそのための環境整

備を引き続き行う。 
直接的な研究開発成果の

みならず、研究開発成果の普

及や社会実装に向けた活動

への貢献や、海外経験及び

国内外の機関勤務経験等に

ついても適切に評価し、引き

続きキャリアに反映させる。 
職員の能力・成果等につい

て公正で透明性の高い方法

で評価し処遇等に反映させる

人事制度の確立に向けて、個

人業績評価においては、職員

の能力や業績を評価するとと

もに、職員のインセンティブが

高まるよう、当該評価結果が

処遇等に一層反映されるよう

制度の改善を段階的に実施

する。 
 

 視野の拡大や

マネジメント能

力の向上等、

職員の育成に

努めたか。 
 若手研究者が

挑戦できる機

会の拡大と制

度及び環境の

整備を行った

か。 
 研究開発成果

の普及や社会

実装に向けた

活動への貢献

や海外経験及

び国内外の機

関勤務経験等

についても適

切に評価し、

キャリアに反

映させたか。 
 職員の能力・

成果等につい

て公正で透明

性の高い方法

で評価し処遇

等に反映させ

る人事制度を

確立したか。

その際、個人

業績評価を勤

勉手当や昇格

等へ適切に反

映させるととも

に、優れた業

績に対して積

極的に報いる

制度の改善を

図ったか。 
 

 知的財産の戦略的活用等による成果展開等の加速に向け、知財活

用推進室に引き続き特許庁からの出向者を配置するとともに、民間

企業から知的財産部門の高度な知識を有する専門家を令和 2 年 4
月より配置した。また、社会実装に向かう流れの加速を担うソーシャ

ルイノベーションユニット内の各組織への必要な人員の配置やベン

チャーに関する役職員の啓発のための講演会の開催を行った。 
 経営企画部等に若手から中堅層までの職員をプランニングマネージ

ャーとして配置して機構全体のマネジメント業務にあたらせるなどに

より、部署間の連携研究を意識した研究マネジメント能力の向上に

努めた。 
 マネジメント能力の向上等のため階層別研修として管理監督者研修

及び中堅リーダー研修を実施し、また、新人育成のためメンターとな

る者の研修を実施する等、各種研修を実施した。 
 若手研究者が挑戦できる機会の拡大として、テニュアトラック研究員

4 名を新たに内定した（令和 3 年 4 月採用）。また、既存のテニュアト

ラック研究員のうち既に成果を挙げた者 2 名をパーマネント職員とし

て採用した。 
 研究者と総合職職員が一体となって機構運営、研究力強化に取り組

んでいける環境を醸成するため、若手職員（研究職・研究技術職・総

合職）の交流及び機構に対するオープンな意見交換の機会としてア

イデアソンを実施した。（研究職 10 名、研究技術職 1 名、総合職 10
名参加） 

 学生が研究就業体験を通じて研究者として挑戦するきっかけとなる

よう、国内インターンシップ制度を制定し、令和 2 年度は 3 名受け入

れた。 
 業務経験や海外経験及び国などの他機関勤務の経験についても適

切に評価し、その後のキャリアに反映させた。 
 公正で透明性の高い方法で評価を行い、処遇等に反映させる人事

制度を確立するため、本人の策定した計画・目標に基づき業績を評

価する業績評価制度を、従来の管理監督者及び管理監督者を含む

研究職・研究技術職に加えて、管理監督者以外の事務系職員（総合

職）への適用を令和元年度より開始し、令和 2 年度も実施した。 
 組織目標と個人目標のリンクの強化を図るとともに職員に期待する

能力及び行動を示す職務基準書を見直し、管理監督者について部

下の育成指導の項目を追加、更には評価結果の原則開示、希望者

との面談制度を令和 2 年度に導入した。 
 個人業績評価結果を踏まえて勤勉手当を決定するとともに、令和元

年度から、管理監督者を対象に、人事評価（業績評価及び能力評

価）を活用した査定昇給制度を導入し、令和 2年度からは、対象を一

般職員にも拡大し、全職員を対象に導入した。 
 職務の責任の度合いに応じて適切な手当となるよう、職責手当の支

給額の見直しを行った。 
 

要な人員の配置を行う等、知的財産

の戦略的活用等による成果展開や社

会実装に向かう流れの加速を実現す

るための人材の確保・育成に努めた。 
 経営企画部等でのプランニングマネ

ージャーとしての業務、階層別研修等

により、職員の視野の拡大やマネジメ

ント能力の向上を図る等、職員の育

成に努めた。 
 テニュアトラック研究員の採用を行う

とともに、テニュアトラック研究員の中

からパーマネント職員を採用した。ま

た、リサーチアシスタントの採用を行

ったほか、国内インターンシップ制度

を整備した。このように、若手研究者

が挑戦できる機会の拡大と制度及び

環境の整備を行った。 
 研究者と総合職職員が一体となって

機構運営、研究力強化に取り組んで

いける環境を醸成するため、若手職

員（研究職・研究技術職・総合職）の

交流及び機構に対するオープンな意

見交換の機会としてアイデアソンを実

施した。 
 業務経験や海外・他機関の経験等に

ついて個人業績評価等を通じて適切

に評価し、その後のキャリアに反映さ

せた。 
 公正で透明性の高い方法で評価を行

い、処遇に反映させる人事制度を確

立するため、業績評価制度の対象を

拡大し、評価結果を踏まえて勤勉手

当を決定するとともに、管理監督者に

ついて、個人業績評価結果を踏まえ

た査定昇給制度の適用を開始するな

ど、制度の改善を図った。 
 組織目標と個人目標のリンクの強化

を図るとともに職員に期待する能力及

び行動を示す職務基準書を見直し、

管理監督者について部下の育成指導

の項目を追加、更には評価結果の原

則開示、希望者との面談制度を令和

2 年度に導入した。 
 個人業績評価結果を踏まえた査定昇

給制度について、管理監督者だけで

なく一般職員への適用を令和 2 年度

から実施した。 
 職務の責任の度合いに応じて適切な

手当となるよう、職責手当の支給額の

見直しを行った。 
 

143





項目別評価調書 No.１０ 

 
 

の説明、学術論文の公

開、知的財産権の実施

許諾、民間への技術移

転、データベースやアプ

リケーション等の提供等

の情報発信を積極的に

行うことで、機構の役割

（ミッション）や研究開発

成果を外部にアピール

していくものとする。 
また、機構の研究開発

成果の普及や社会実装

を推進するためには、

上記の情報発信が受け

手に十分に届けられる

ことが必要であることか

ら、広報業務の強化に

向けた取組を行うものと

する。この場合、報道発

表数等のアウトプットだ

けでなく、当該アウトプッ

トの効果としてのアウト

カムとして新聞・雑誌・

Ｗｅｂ等の媒体での紹介

や反響等の最大化を目

指した取組を行うものと

する。 
 

に向けた活動を推進

するために、機構の

活動に対する関心や

理解の促進につなが

る広報活動を積極的

に実施する。 
機構の活動が広く

理解されるよう、最新

の研究開発成果に関

する報道発表、記者

向け説明会の実施

等、報道メディアに対

する情報発信力を強

化するとともに、メディ

アからの取材に積極

的に対応する。また、

ウェブページ、広報誌

等を活用して研究開

発成果を分かりやすく

伝える等、情報提供

機会の充実を図る。こ

れらにより、広報活動

におけるアウトカムの

最大化を目指す。ま

た、機構の施設の一

般公開等を戦略的に

行うことや、見学者の

受入れ等を積極的に

行うことで、ＩＣＴ分野

及び機構の業務への

興味を喚起するととも

に理解を深める機会

を積極的に提供す

る。 
さらに、研究開発成

果の科学的・技術的・

社会的意義の説明、

学術論文の公開、知

的財産権の実施許

諾、民間への技術移

転、データベースやア

プリケーション等の提

供等の情報発信を積

極的に行うことで、機

構の役割や研究開発

成果を外部にアピー

ルする。 
 

割が広く社会に認知されるよ

う、積極的な情報発信による

多様な手段を用いた広報活

動を実施し、当該活動におけ

るアウトカムの最大化を目指

す。 
 最新の研究開発成果等に

関する報道発表、記者向

け説明会等を個々の内容

に応じ効果的に行い、報道

メディアに対する情報発信

力を強化する。また、TVや
新聞、雑誌等からの取材

への対応を積極的に行

い、幅広く機構の紹介に努

める。 
 機構のWebサイトについ

て、最新の情報が分かり

やすく掲載されるように努

めるとともに、リニューアル

したWebサイトの利便性や

利活用性の更なる向上に

向けて継続的に改善を進

める。 
 Webサイト、広報誌、ニュ

ース配信等により研究開

発成果を国内外に向けて

分かりやすく伝えるととも

に、より魅力的な発信とな

るように内容等の充実化

に努める。 
 最新の研究内容や研究成

果を総合的に紹介するオ

ープンハウス（一般公開）

を開催するとともに、研究

開発内容に適した展示会

に効果的に出展し、異種

産業を含む外部との連携

促進、若い世代を中心に

来訪者の世代層を意識し

た情報発信力の強化に努

める。 
 見学等の受け入れ、地域

に親しまれるイベントの開

催・出展、科学館等との連

携等、幅広いアウトリーチ

活動を実施する。 
 研究開発成果の科学的・

技術的・社会的意義の説

明、学術論文の公開、知

的財産権の実施許諾、民

間への技術移転、データベ

つながる広報

活動を積極的

に 実 施 し た

か。 
 機構の役割や

研究開発成果

を外部にアピ

ールしたか。 
 

＜指標＞ 
 研究成果に関

する報道発表

の掲載率 
 

 報道関係者と日頃から良好な関係を維持し、取材時は広報部がコミ

ュニケーターとして主導的に対応した。報道発表だけでなく、記者へ

の個別説明を積極的にアレンジし、メディアからの取材依頼、問合せ

や相談などには丁寧かつ迅速に対応した。令和 2 年度は、コロナ禍

により、対面取材の対応ができなかったため、オンラインによる取材

対応を始めた。オンラインの利便性を活かして積極的にオンライン取

材を行うことにより、従来の取材対応と変わらない取材調整・件数を

こなし、掲載率を維持した。従来、電話取材だけで済ませざるを得な

かった地方の研究者への取材などについても、積極的にオンライン

取材の調整を行い、資料を見ながら研究者が説明を行うことができ

ることにより、更に大きな記事となり紙面の獲得に至っている。 
 報道発表に関する事故を防止するための「チェックシート」により、コ

ンプライアンスを強化することができた。また、発表概要をまとめた

「報道発表に関する確認事項」により、タイトルや内容について、報道

室で担当部署と調整して、メディアに取り上げられるようアピールし

た。 
 報道発表に際しては、毎回、担当部署と詳細な打合せを行い、より分

かりやすい報道資料の作成に努めた。報道発表資料においては実

担当者名を前面に出すように取り組んだ。その結果、研究開発成果

等に関する報道発表を 61 件実施した。 
 また、海外への発信が効果的な案件については、英文による報道発

表を 16 件行うとともに、米国科学振興協会（AAAS）が提供するオン

ラインサービスを使って投稿するなど PR に努めたところ、海外メディ

アから直ちに反響があり、速報として掲載された。 
 様々な媒体への発信に取り組んだことや研究成果の効果的なアピー

ルにより、報道メディアからは多くの取材要望があり、取材対応件数

は 336 件となった。 
 記者からの取材依頼や電話問い合わせに、迅速で、きめ細やかな対

応を行った結果、新聞掲載は 1,102 件（大手一般紙等への掲載率は

71％）、TV/ラジオ等放送が 71 件、雑誌掲載が 183 件、Web 掲載が

9,972 件となった（広報部把握分）。新聞の 1面掲載は大手一般紙等

40 件を含み 153 件あった。 
 雑誌掲載については、一般業界誌から小中学生向けの雑誌まで幅

広い層を対象に掲載された。 
 研究成果に関する報道発表（34件）に対する新聞掲載率は前年度に

引き続き 100％となった。 
 日刊工業新聞のコラム枠「情報通信研究機構 NICT 先端研究」を保

持・継続中。毎週 1 回、機構の研究者とその研究内容が大きくコラム

欄に掲載され、各研究所・センターの研究者紹介の PR に貢献してい

る（平成 29 年 7 月から、計 169 回掲載）。 
 広報誌「NICT NEWS」（英語版を含む）では、毎回ホットな分野を取

り上げ、昨年度に引き続き、外部向けの視点をより重視した、トピック

スページの一層の活用に努めた（直近のプレス記事、受賞者紹介な

ど）。「NICT NEW」英語版は、引き続きウェブ公開版にて発行した。 
 技術情報誌「研究報告」を 2 回発行した。 
 年間の活動報告を取りまとめた年報を適切な時期に発行した（電子

ブック及び PDF）。 
 海外向けに、より幅広い NICT 研究活動等の情報発信の強化となる

よう、英文機関誌「NICT REPORT」（年 1 回発行、電子ブック及び P
DF）を令和 2 年 1 月 4 日に発行した。機構の研究成果・活動紹介・

研究成果ハイライト等に加え、昨年度に引き続き、海外拠点の紹介

等のマガジン的な要素も織り交ぜた。 

ラインにより、積極的な取材対応を通

じて機構の紹介を多数行った結果、

研究開発成果等に関する報道発表が

61 件、新聞掲載が 1,102 件となった

ほか、研究成果に関する報道発表の

新聞掲載率は 100％を維持するなど

の反響を得た。本部でのオープンハ

ウスは COVID-19 のため中止、6 月

12 日に特別オープンシンポジウムを

オンライン開催し、開催当日に国内外

から3,601回の視聴数を獲得した。そ

の後、シンポジウムの模様や資料を

継続公開しており、年末までに 5,583
回（開催当日と合わせて、9,184 回）

の視聴数を獲得した。また、各拠点の

施設公開も COVID-19 のため、開催

中止、あるいはオンラインでの開催と

なった。 
 NICT NEWS のような定期刊行物で

は、毎回ホットな分野を取り上げ、より

分かりやすい内容でまとめることを心

掛け、日刊工業新聞での長期連載、

各種視察対応、COVID-19 のためオ

ンライン開催となったCEATECには３

つの展示エリア全てに研究成果や起

業家万博出場社の事業紹介を展示

し、会期中及び年末までのアーカイブ

配信も含めて 8,069 回の視聴数、ま

た、CEATEC に合わせて機構 HP に

開設した特別サイトには年末まで 3,1
93 回の視聴数を獲得するなど、機構

の役割や研究開発成果を積極的に

外部にアピールした。 
また、機構Webサイトについて、令和

3 年度から始まる第 5 期中長期計画

期間の開始に向けたデザインリニュ

ーアルを実施したほか、機構の活動

を動画で紹介するビデオライブラリを

運用し、COVID-19 のために実施す

るオンラインイベントなど 111 本の映

像コンテンツを追加、アクセス数も増

加して総再生数は約 13.7 万（前年度

比約 4 割増大）となった。 
さらに、平成 30 年度から可能になっ

た、J-STAGE へ英文研究成果機関

誌「Journal」の登録を進め、昭和 29
年の初号から平成 30 年の最終号ま

で、約 60 年間発刊した全巻を登録し

た。 
 外部向けコンテンツにおいて特許に

係る情報を最新化するなど、積極的

な情報発信を行った。 
 

スについて、COVID-

19 のため中止した

が、特別オープンシ

ンポジウムをオンライ

ンで開催し、当日は

国内外から 3,601 回

の視聴数を獲得し

た。シンポジウムの

模様や資料を継続公

開しており、年末まで

に 5,583回（開催当日

と合わせて、9 , 1 84

回）の視聴数を獲得

したことは評価でき

る。 

 

145



項目別評価調書 No.１０ 

 
 

ースやアプリケーション等

の提供等の情報発信を積

極的に行う。 
 

 刊行物については、掲載と同時に機構公式ツイッターへ投稿（日・

英）し、引き続き周知に努めた。また、「NICT REPORT」について

は、広報誌「NICT NEWS」（英語版）の配信先に「NICT REPORT」
の発行を配信するとともに、さらに海外に向けアピールすべく、昨年

度試験的に作成した冊子版が好評だったため、今年度から ISSN を

取得し、冊子版を定期刊行物として発行化し、リーフレット、URL・QR
コード付カードについても昨年度同様作成した。 

 平成 30 年度から可能になった、J-STAGE（科学技術情報発信・流通

総合システム：国立研究開発法人科学技術振興機構 (JST) が運営

する総合学術電子ジャーナルサイト）へ英文研究成果機関誌「Journ
al」の登録を進め、昭和 29 年の初号から平成 30 年の最終号まで、

約 60 年間発刊した全巻を登録した。 
 6月12日～13日に開催を予定していた本部でのオープンハウスは、

COVID-19 のため中止し、6 月 12 日に特別オープンシンポジウム

『アフターコロナ社会のかたち』をオンライン開催し、開催当日に国内

外から 3,601 回の視聴数を獲得した。その後、シンポジウムの模様

や資料を継続公開しており、年末までに 5,583 回の視聴数（開催当

日と合わせて、9,184 回）を獲得した。また、各拠点の施設公開も CO
VID-19 のため、開催中止、あるいはオンラインでの開催となった。 

 これまで、機構の活動内容を深く理解してもらうため、学生、社会人

の見学者を積極的に受け入れてきたが、COVID-19 のため、6 月ま

で視察・見学の受け入れを見合わせることになった。7 月以降、人数

制限などの感染防止対策を講じて受け入れを再開し、視察・見学者

は機構全体で 80件、521人を受け入れた。また、本部展示室の展示

機器や解説資料等を用いて、バーチャル展示室を作成し、2 月に機

構 HP に公開し、1,665 回の視聴数を獲得した。 
 CEATEC も COVID-19 のため、オンライン開催となった。3 つの展示

エリア全てに研究成果や起業家万博出場社の事業紹介を展示した。

10 月 20 日から 24 日までの会期中に、7,383 回、年末までのアーカ

イブ配信も含めて、8,069 回の視聴数を獲得した。また、CEATEC に

合わせて機構 HP に開設した特別サイトには、年末まで 3,193 回の

視聴数を獲得した。 
 市民・青少年の科学技術への興味の喚起及び次世代人材育成等に

資するため、毎年参加してきた東京農工大学創立記念祭、こども霞

が関見学デー、青少年のための科学の祭典についても、COVID-19
のため、中止、あるいは変更された開催時期の都合で参加を見送っ

た。なお、パリ日本人学校と現地に事務所を置く機構など 5 つの国立

研究開発法人が協力して、「科学を知ろう ～今と科学とわたしと未来

～」をテーマにオンライン講座を計8回開催（機構は、3回を担当）し、

延べ526名の児童生徒が参加した。また、ペーパークラフトや子供向

け研究紹介の VTR を機構 HP に設けた「学び応援サイト」で提供し

た他、科学技術系高校での特別講義を 12 月に実施し、次世代人材

育成を目的としたアウトリーチ活動を実施した。 
 国立科学博物館や愛媛県総合科学博物館の企画展への出展支援

等を行った。 
 機構 Web サイトについて、令和 3 年度から始まる第 5 期中長期計

画期間の開始に向けたデザインリニューアルを実施し、体制変更な

どに対応する公開準備をした。サイトのアクセス数（ページ数）は、14,
700 万ページ。 

 研究紹介/プレスリリース/イベント情報/トピックスなど、最新の活動状

況を Web サイトにアップするとともに、ツイッターを活用して、報道発

表/お知らせ/イベントに掲載した情報発信を行った。ツイッターのフォ

以上のように、研究開発成果の積極

的な情報発信について、年度計画に沿

って業務を着実に実施し、十分に目標

を達成した。  
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